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平成 25 年版茨城県環境白書をここに公表いたします。
環境白書は，茨城県環境基本条例に基づき，本県の環境の状況並びに環境の保全及び創
造のための施策を取りまとめた年次報告書です。
今日の環境問題は，大気汚染や水質汚濁，廃棄物の不法投棄などの身近な問題から，地
球温暖化や生物多様性の喪失といった地球規模のものまで多岐にわたっています。
このような，複雑かつ深刻化する環境問題に適切に対応するためには，循環型社会や低
炭素社会への転換を図り，持続可能な社会を構築していくことが大変重要となっておりま
す。
このため，県では，平成 24 年３月に策定した県総合計画「いきいき　いばらき生活大
県プラン」において，重点的かつ分野横断的に推進すべき 12 の生活大県プロジェクトと
して，地球温暖化対策を推進する「低炭素社会実現プロジェクト」や水質浄化に取り組む「泳
げる霞ヶ浦再生プロジェクト」などを位置付け，各種施策を展開しているところです。
特に，霞ヶ浦の水質保全対策については，平成 20 年度に導入した森林湖沼環境税を活
用して，高度処理型浄化槽の設置促進など汚濁負荷の削減に取り組んできたところであり，
今回の白書では，これまでの森林湖沼環境税の活用状況について，実績等を掲載しており
ます。
私たちが直面する環境問題を着実に解決し，誰もが安心して暮らせる茨城県としていく
ためには，行政だけでなく，県民の一人ひとりが環境問題に関心をもち，環境に配慮した
ライフスタイルを実践していくことが重要です。
本書が，県民の皆様の環境問題に対する理解を深め，環境の保全並びに創造のための具
体的な行動を展開していく上での一助となれば幸いです。

平成 25 年９月

茨城県知事　橋　本　　昌

環境白書の発刊にあたって
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図表 1-1　主な環境関係の法及び条例・規則等

事項 国（法） 茨城県（条例・規則等）

環境一般 • 環境基本法 • 環境基本条例

典　型
七公害

大気汚染
防　　止

• 大気汚染防止法 • 大気汚染防止法に基づき排出基準を定める条例
• 生活環境の保全等に関する条例
• 生活環境の保全等に関する条例施行規則

水質汚濁
防　　止

• 水質汚濁防止法
• 湖沼水質保全特別措置法
• 下水道法
• 浄化槽法

• 水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例
• 生活環境の保全等に関する条例
• 生活環境の保全等に関する条例施行規則
• 霞ケ浦水質保全条例
• 霞ケ浦水質保全条例施行規則
• 湖沼水質保全特別措置法の規定に基づき指定施設等

の構造及び使用の方法に関する基準を定める条例

地球温暖化の進行や廃棄物の問題，湖沼・河
川の水質汚濁など，今日の環境問題は，私たち
が豊かで快適な生活を追求し環境に負荷を与え
てきたことが原因である。このように地球規模
の問題から生活に身近な問題まで複雑多様化し
ている環境問題の解決のためには，行政や企業，
団体のみならず県民一人ひとりがそれぞれの立
場で主体的な取組を重ねていくことが重要であ
る。

県では，以下の条例により複雑化する環境問
題に対応を図っている。

（１）環境基本条例
８年６月に「環境基本条例」を制定し，現在

から将来にわたる環境の恵沢の享受と維持，環
境への負荷の少ない社会の構築，県民の総参加
による行動，地球環境保全の推進を基本理念と
して掲げるとともに，県民，事業者，市町村及
び県の役割，県の環境施策の基本的な枠組みを
明らかにした。

（２）生活環境の保全等に関する条例
近年の環境問題が，かつての公害型のものか

ら，都市部の自動車排出ガスによる大気汚染や
生活排水による河川の汚れなどの都市・生活型
の課題に加え，化学物質による環境汚染など広
範囲にわたってきたことから，工場等に対する
規制を中心とした「公害防止条例」を 17 年３
月に全部改正し，新たに「生活環境の保全等に
関する条例」を制定するとともに，分かりやす

い条例体系とするため「大気汚染防止法に基づ
き排出基準を定める条例」及び「水質汚濁防止
法に基づき排水基準を定める条例」を分離して
制定した。

（３）霞ケ浦水質保全条例
19 年３月に工場等に対する規制を中心とした

「霞ケ浦の富栄養化の防止に関する条例」を「霞
ケ浦水質保全条例」に全面改正し，例外なき
汚濁負荷削減を図るため，小規模な事業場への
排水規制の適用，生活排水対策，農業・畜産業
等が行う水質保全対策の徹底等を新たに規定し
た。

（４）廃棄物の処理の適正化に関する条例
首都圏から排出される廃棄物が県内に不法投

棄される事案が後を絶たない状況にあること
や，首都圏の家屋解体業者等が自社処理と称し
て廃棄物処理法の許可対象とならない小型廃棄
物焼却炉を設置する事例が増加している状況に
あることなどから，19 年３月に「廃棄物の処理
の適正化に関する条例」を公布（19 年 10 月施行）
し，廃棄物処理法の許可対象とならない小規模
な廃棄物処理施設への規制強化，不法投棄など
の不適正処理を防止するための自社マニフェス
トの導入，施設設置に当たっての事前協議の義
務づけなど，必要な措置を講じることとした。

その他主な環境関係の法及び条例・規則につ
いては，図表１－１のとおりである。

第1　環境関係の主な条例・計画等
１　環境関係の主な法令及び条例・規則等

環境保全への取組の経緯

�

環
境
保
全
へ
の
取
組
の
経
緯



事項 国（法） 茨城県（条例・規則等）

典　型
七公害

土壌汚染
対　　策

• 土壌汚染対策法
• 農用地の土壌の汚染防止等に

関する法律

• 生活環境の保全等に関する条例
• 生活環境の保全等に関する条例施行規則

騒音規制
• 騒音規制法
• 道路交通法

• 生活環境の保全等に関する条例
• 生活環境の保全等に関する条例施行規則

振動規制
• 振動規制法
• 道路交通法

• 生活環境の保全等に関する条例
• 生活環境の保全等に関する条例施行規則

地盤沈下
対　　策

• 工業用水法
• 建築物用地下水の採取の規制

に関する法律

• 生活環境の保全等に関する条例
• 生活環境の保全等に関する条例施行規則
• 地下水の採取の適正化に関する条例
• 地下水の採取の適正化に関する条例施行規則

悪臭防止
• 悪臭防止法 • 生活環境の保全等に関する条例

• 生活環境の保全等に関する条例施行規則

公害防止
組　　織

• 特定工場における公害防止組
織の整備に関する法律

紛争処理 • 公害紛争処理法

循環型
社　会

リサイク
ルの促進

• 循環型社会形成推進基本法
• 資源の有効な利用の促進に関

する法律
• 容器包装に係る分別収集及び再

商品化の促進等に関する法律
• 建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律
• 食品循環資源の再生利用等の

促進に関する法律
• 特定家庭用機器再商品化法
• 家畜排泄物の管理の適正化及

び利用の促進に関する法律
• 使用済自動車の再資源化等に

関する法律
• 国等による環境物品等の調達

の推進等に関する法律
• 使用済小型電子機器等の再資

源化の促進に関する法律

• 地球環境保全行動条例
• 地球環境保全行動条例施行規則

廃棄物等
の 規 制

• 廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律

• 廃棄物の処理の適正化に関する条例
• 廃棄物の処理の適正化に関する条例施行規則
• 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則
• 廃棄物処理要項
• 廃棄物処理施設の設置等に係る事前審査要領
• 県外から搬入する産業廃棄物の処理に係る事前

協議実施要項

�

環
境
保
全
へ
の
取
組
の
経
緯



事項 国（法） 茨城県（条例・規則等）

地球環境

• 地球温暖化対策の推進に関す
る法律

• エネルギーの使用の合理化に
関する法律

• 新エネルギー利用等の促進に
関する特別措置法

• 特定物質の規制等によるオゾ
ン層の保護に関する法律

• 特定製品に係るフロン類の回
収及び破壊の実施の確保等に
関する法律

• 特定有害廃棄物等の輸出入等
の規制に関する法律

• 国等における温室効果ガス等
の排出削減に配慮した契約の
推進に関する法律

• 地球環境保全行動条例
• 地球環境保全行動条例施行規則

自然保護

• 自然環境保全法
• 自然公園法
• 鳥獣の保護及び狩猟の適正化

に関する法律
• 絶滅のおそれのある野生動植

物の種の保存に関する法律
• 特定外来生物による生態系等に

係る被害の防止に関する法律

• 自然環境保全条例
• 自然環境保全条例施行規則
• 県立自然公園条例
• 県立自然公園条例施行規則

環境影響評価
• 環境影響評価法 • 環境影響評価条例

• 環境影響評価条例施行規則

化学物質

• 化学物質の審査及び製造等の
規制に関する法律

• 特定化学物質の環境への排出
量の把握等及び管理の改善の
促進に関する法律

• ダイオキシン類対策特別措置
法

• 生活環境の保全等に関する条例
• 生活環境の保全等に関する条例施行規則
• 化学物質適正管理指針

本県では，９年に「環境基本条例」第９条に
基づき，環境の保全と創造に関する施策を長期
的視点に立ち，総合的かつ計画的に推進するた
めに「環境基本計画」を策定した。

その後，環境を巡る社会情勢に変化が見られ，
地球温暖化対策の推進や循環型社会形成の推
進，化学物質管理の推進，水質保全対策の推進
など，本県としても対応すべき新たな課題が生

じたことから，本計画の見直しを行い，15 年に，
21 世紀という環境の世紀にふさわしい新たな内
容の計画として改定した。

また，環境基本計画の達成に向け，個別の分
野でそれぞれ計画を策定している。

環境基本計画の概要・施策体系，及び環境基
本計画の施策体系に基づいた，それぞれの分野
での個別計画は，以下のとおりである。

２　環境保全に関する計画の体系
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【　施　策　の　柱　】 【　施　策　の　展　開　】

１地球環境保全対策の推進

２地域環境保全対策の推進

５多様な自然の保全と活用

６快適で住みよい環境の

　保全と創出

７パートナーシップによる

　環境保全活動の推進

８環境の保全と創造のための

　基本的施策の推進

３湖沼環境保全対策の推進

４資源循環型廃棄物管理の推進

全

保

用

止

進

調査研究・技術開発の推進，監視・観測の充実

進

都市地域の緑の保全と快適な生活環境の創出

策

策
策

進

策

用
策
策

策

流出水対策
全

策

護

出

用
出

供

進
進

り

供

討

紛争処理

（１）環境基本計画

計画の趣旨
○環境基本条例第９条に基づき，同条例

の基本理念の実現に向けて，環境の
保全と創造のための施策を長期的視
点に立ち，総合的かつ計画的に推進。

○概ね四半世紀後を展望した長期的な
目標を掲げる。

計画の基本目標
○環境への負荷の少ない循環を基調と

する地域社会の構築
○恵み豊かな自然との共生と快適な環

境の創出
○すべての主体が参画する新たな社会

の創造

計画期間
平成 15 年度から
　　　平成 24 年度までの 10 年間

計画の特徴
○計画の適切な進行管理を行うために
「環境指標（136 個）」を定め，それぞ
れの目標を設定。

○環境の保全と創造を図るためには，
各主体の取り組みが重要であること
から，県民，民間団体及び事業者に
取り組んでもらいたい具体的な行動
を「各主体に期待される取り組み」
として記述。

図表 1-2

環境基本計画における施策体系は，図表１－２のとおりである。

面源負荷対策

霞ケ浦環境科学センターの整備
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【　施　策　の　柱　】 【　施　策　の　展　開　】

１地球環境保全対策の推進

２地域環境保全対策の推進

５多様な自然の保全と活用

６快適で住みよい環境の

　保全と創出

７パートナーシップによる

　環境保全活動の推進

８環境の保全と創造のための

　基本的施策の推進

３湖沼環境保全対策の推進

４資源循環型廃棄物管理の推進

全

保

用

止

進

調査研究・技術開発の推進，監視・観測の充実

進

都市地域の緑の保全と快適な生活環境の創出

策

策
策

進

策

用
策
策

策

流出水対策
全

策

護

出

用
出

供

進
進

り

供

討

紛争処理

○地球温暖化対策実行計画
○第４期環境保全率先実行計画

○第６期霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画
○第３期涸沼水質保全計画
○第３期牛久沼水質保全計画

○第 11 次鳥獣保護事業計画
○希少野生動植物保護指針
○地域森林計画

○第４期環境保全率先実行計画
○グリーン購入推進方針
○環境学習プラン

○生活排水ベストプラン
○鹿島地域公害防止計画

○第３次廃棄物処理計画
○ごみ処理広域化計画

○第２次緑のいばらき推進計画

○環境配慮システムガイドライン

（２）環境基本計画の施策体系ごとの個別計画等
環境基本計画の施策体系ごとの主な個別計画等は以下のとおりである。

１地球環境保全対策の推進

３湖沼環境保全対策の推進

５多様な自然の保全と活用

７パートナーシップによる環境保全活動

２地域環境保全対策の推進

４資源循環型廃棄物管理の推進

６快適で住みよい環境の保全と創出

８環境の保全と創造のための基本的施策の推進
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地球温暖化やオゾン層の破壊などの地
※

球環境
問題は，人類を含めた生物の生存に関わる問題
であり，すべての主体が一体となって地球環境
保全対策に取り組むことが重要である。

１　国際的な取組
1985 年（昭和 60 年）のフィラハ会議による

科学者の知見から国際的に地球温暖化への関心
が高まり，1992 年（４年）には国連で気候変動
枠組条約が採択され，先進国が 1990 年代末ま
でに温室効果ガス排出量を 1990 年（２年）レ
ベルまで戻すための努力目標が定められた。

その後，1997 年（９年）に京都で開催された
第３回気候変動枠組条約締約国会議（C

※

OP ３）
では，温暖化防止に向けた具体的措置を盛り込
んだ京都議定書が採択され，先進国は 2008 年（20
年）から 2012 年（24 年）まで（第一約束期間）
の排出量を 1990 年（２年）比で少なくとも 5％
削減することで合意するとともに，国ごとの削
減目標が定められた。その際，市場原理を活用
して各国の削減目標を達成するための仕組み

（京都メカニズム）が導入された。
京都議定書の第一約束期間が終了した後の国

際的な枠組みづくりに向け，2008 年（20 年）の
洞爺湖サミットでは，「世界全体の温室効果ガス
排出量を 2050 年（62 年）までに少なくとも 50％
削減する」ことで合意がなされるとともに，2009
年（21 年）にイタリアのラクイラで開催された
サミットの首脳宣言では，「先進国全体で，1990
年（２年）または，より最近の複数の年と比して
2050 年（62 年）までに 80％または，それ以上削
減するとの目標を支持する。」ことが示された。

そして，2009 年（21 年），デンマークのコペ
ンハーゲンで開催された COP15 では，産業革
命以前からの気温上昇を２℃以内に抑えること
や，先進国は 2020 年までに削減すべき目標を
提出することなどを盛り込んだ「コペンハーゲ
ン合意」が作成され，2010 年（22 年）１月，
各国から削減目標が提出された。

2011 年（23 年），南アフリカのダーバンで開
催された COP17 では，京都議定書第二約束期
間の設定に向けた合意がなされたが，我が国を
含むいくつかの国は第二約束期間には参加しな
いこととなった。

2012 年（24 年），カタールのドーハで開催さ
れた COP18 では，2013 〜 2020 年を第二約束期

間として京都議定書が継続されることや，京都
議定書に代わる 2020 年以降の新たな枠組みづ
くりに向けた作業計画が決定された。　

２　国の取組
京都議定書以降の長期的な視点の温暖化対策

として，2008 年（20 年）に「低炭素社会づく
り行動計画」が閣議決定され，「2050 年（62 年）
までに温室効果ガスを現状比 60 〜 80％削減す
る」との目標や，太陽光発電の導入拡大などの
具体的な施策が盛り込まれた。

2010 年（22 年）１月には，前年の「コペン
ハーゲン合意」に基づき，「全ての主要国による
公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築及び意
欲的な目標の合意を前提として，温室効果ガス
を 2020 年（32 年）までに 1990 年（２年）比で
25％削減する」との目標が，国連に提出された。

同年３月には，京都議定書に続く次の目標と
して，「1990 年（２年）比で 2020 年（32 年）ま
でに 25％削減」「同比 2050 年（62 年）までに
80％の削減」を掲げた「地球温暖化対策基本法
案」が閣議決定され，国会で継続審議となって
いたが，2012 年（24 年）11 月，廃案となっている。

また，2010 年（22 年）６月には，エネルギー
政策基本法に基づく「エネルギー基本計画」が
改定され，低炭素型のエネルギー需給構造への
変革やエネルギーを基軸とした経済成長の実現
を図るため，電源構成に占めるゼロ・エミッショ
ン電源比率の引き上げや，家庭部門のエネル
ギー消費から発生する二酸化炭素の半減などに
取り組むこととされた。

しかし，2011 年（23 年）３月に発生した東
日本大震災に伴う原発事故により，エネルギー・
環境に対する我が国のあり方について抜本的な
変革を迫られ，2012 年（24 年）９月，原発に
依存しない社会の一日も早い実現やグリーンエ
ネルギー革命の実現などを柱とする「革新的エ
ネルギー・環境戦略」が決定された。

また，2012 年（24 年）７月に再生可能エネ
ルギーの固定価格買取制度が始まるとともに，
同年 10 月には，化石燃料に課税する地球温暖
化対策税が導入された。

なお，2013 年（25 年）５月に地球温暖化対
策推進法が改正され，2013 年以降の地球温暖化
対策計画の案が地球温暖化対策推進本部におい
て策定されることとなっている。

第２　地球環境保全対策の推進

地球環境問題
環境問題のうち，原因や影響が国際的に広がっているもの，又は，国際的な対策が必要なものをいい，通常，地球温暖化，オゾン層の破壊，酸性雨，森林の減

少，野生生物の減少，砂漠化，海洋汚染，有害廃棄物の越境移動及び開発途上国の公害問題の９つに分類される。
COP（気候変動枠組条約締約国会議）

Conference of Parties の略。1995 年３月にベルリンで気候変動に関する第１回締約国会議（COP1）を開催。2012 年 11 月から 12 月にカタール・ドー
ハで開催された第 18 回締約国会議（COP18）には，195 ヵ国・地域が参加。

用語
解説
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３　本県の取組
地球環境問題を解決するためには，住民と直

接つながる地方自治体の行動が重要である。
このため，本県においては，ローカルアジェ

ンダ 21 として５年に「ごみ減量化行動計画」を，
６年に「地球温暖化防止行動計画」及び「緑の
いばらき推進計画」（16 年３月改定）を策定す
るとともに，７年には地球環境保全行動の一層
の促進を図るため「地球環境保全行動条例」を
制定した。８年には「環境基本条例」を制定し，
新たな環境政策の基本的な枠組みを示すととも
に，９年には同条例に基づき環境の保全と創造
に関する目標と施策展開の方向を示した「環境
基本計画」を策定した。その後，環境行政を取
り巻く社会情勢の変化に対応すべく同計画を 15
年に改定し，各種の環境施策を総合的・計画的

に推進している。
また，10 年には，県自らが率先して環境に配

慮した行動を実践するために「環境保全率先実
行計画（県庁エコ・オフィスプラン）」を策定し，
23 年４月からは第４期計画により，温室効果ガ
スの排出抑制など環境に配慮した取組を一層推
進している。

18 年２月には，「京都議定書目標達成計画」を
踏まえ，「地球温暖化防止行動計画」を改定し，
温暖化対策を推進してきた。

さらに，国において 32 年（2020 年）までに
温室効果ガスの排出を２年（1990 年）比で 25％
削減するという目標が掲げられたことを踏まえ，
23 年を初年度とする「地球温暖化対策実行計画」
を策定し，県民総ぐるみの地球温暖化対策の推
進を図っている。

大気環境を悪化させる要因として，工場・事
業場から排出されるばい煙や粉じん，自動車の
排出ガスなどが挙げられる。

主な大気汚染物質である二酸化いおう，二酸
化窒素，浮遊粒子状物質，一酸化炭素，光化学
オキシダント等の 11 物質については，「環境基
本法」等に基づき，生活環境を保全し，人の健
康を保護するうえで望ましい基準（環境基準）
が設定されている。

光化学オキシダントの環境基準が未達成である
ことから，その原因とされている揮発性有機化合
物や自動車排出ガスの規制強化がなされている。

さらに，微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）について
は，24 年２月に「注意喚起のための暫定的な指
針」が設定されている。

２　騒音・振動対策
騒音・振動は直接人間の感覚を刺激するため，

感覚公害と呼ばれ，人体に対して感覚的，心理
的影響を与えることが多く，生活環境を保全す
るうえで重要な問題であり，それぞれ苦情の対
象となることが多い。

騒音は，典
※

型７公害の中で大気汚染，悪臭に
次いで苦情が多い。発生原因は，工場・事業場，
建設作業の騒音が依然として大きな比重を占め
ている。

振動は，機械施設の稼働や車両の運行等によ

り発生し，騒音を伴うことが多い。発生原因は，
騒音と同様に建設作業，自動車等の交通機関，
工場・事業場に起因するものが多い。

３　悪臭対策
悪臭は，人の嗅覚により直接感じられるうえ，

発生源が比較的身近にあることが多く，毎年，
典型７公害の中では大気汚染に次いで苦情が多
い。発生原因は，畜産農業に関するものが多く
占めている。

４　アスベスト対策
天然の鉱物繊維であるアスベスト（石綿）は，

熱，摩擦，酸やアルカリにも強く丈夫で変形し
にくいため，建築材料をはじめ，様々な製品に
使用されてきた。

一方，その繊維は極めて細く，軽いため飛散
しやすく，人が吸入すると肺がんや悪性中皮腫
などの原因となることから，アスベスト製品の
製造・使用が禁止されているほか，「労働安全衛
生法」，「大気汚染防止法」，「廃棄物の処理及び
清掃に関する法律」などにより飛散防止措置が
講じられている。

また，石綿による健康被害の迅速な救済を図
るため，「石綿による健康被害の救済に関する法
律」が 18 年３月 27 日に施行されている。

第３　地域環境保全対策の推進
１　大気環境の保全

典型７公害
公害とは，環境の保全上の支障のうち，事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染，水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水質の底質が悪化す

ることを含む。），土壌の汚染，騒音，振動，地盤の沈下（鉱物の採掘のための土地の掘削によるものを除く。），及び悪臭によって，人の健康又は生活環境（人の生活に密接な
関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。）に係る被害が生ずることをいう。この大気汚染から悪臭までの７種類の公害を，典型７
公害といい，大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒音の環境基準が設定されているのをはじめ，典型７公害について，種々の規制基準が規定され，公害防止対策がとられている。
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１　霞ヶ浦の概況
霞ヶ浦は，県南東部に位置し，湖面積 220 k㎡，

流域面積 2,157 k㎡に及ぶ我が国第２位の大きさ
の湖であり，大小 56 の河川・水路が流入してい
る。最大水深は約 7 m，平均水深約 4 m と非常
に浅く水質汚濁が進行しやすい。昭和 40 年代半
ば以降，流域人口の増加や社会経済活動の進展
に伴い富

※

栄養化による水質汚濁が進行し，利水
や環境保全の面で様々な障害をもたらしてきた。

霞ヶ浦の富栄養化を防止し，環境保全を図る
ため，昭和 57 年に「霞ケ浦の富栄養化の防止に
関する条例」を施行し，同時に「霞ヶ浦富栄養
化防止基本計画」を策定して，窒素・りんの流
入の削減に努めてきた。

さらに，昭和 60 年 12 月には「湖沼水質保全特
別措置法」に基づき霞ヶ浦が指定湖沼として指定さ
れ，昭和 62 年３月からは５期 25 年にわたり「霞ヶ
浦に係る湖沼水質保全計画」に基づく浄化対策を実
施し，24 年３月には第６期計画を策定した。19 年
３月には，「霞ケ浦の富栄養化の防止に関する条例」

を「霞ケ浦水質保全条例」として全面的に改正のう
え，19 年 10 月より施行し，各種汚濁源に対する規
制等の措置を総合的，計画的に推進している。

２　涸沼の概況
涸沼は，鉾田市，茨城町及び大洗町の１市２

町にまたがり，霞ヶ浦に次ぐ面積（9.35 k㎡）
を有し，那珂川の河口から涸沼川の下流部を通
じて潮汐の影響を受け，平水時に約 0.3 m の水
位変動がみられる汽水湖である。

主な流入河川は，涸沼川，涸沼前川，寛政川，
大谷川，石川川で，流域面積は約 439 k㎡であ
る。水深は，平均 2.1 m（最大 6.5 m）と浅く，流
域面積に比べて湖容積（２千万㎥）が小さいので，
流域の影響を受け易い湖と考えられる。

利水については，釣りや観光等のレクリエーショ
ンの場やヤマトシジミ等の漁場に利用されている。

涸沼の水質保全に向けた各施策は，第３期涸
沼水質保全計画（22 年 12 月策定）に基づき，
総合的かつ計画的に推進している。

第４　湖沼環境保全対策の推進

富栄養化
海洋や湖沼で栄養塩類（窒素，りん等）の少ないところは，プランクトンが少なく，透明度も大きい。このような状態を貧栄養であるという。これに対し，栄

養塩類が多いところでは，プランクトンが多く透明度が小さい。このような状態を富栄養であるという。有機物による水質汚濁その他の影響で，貧栄養から富栄
養へと変化する現象を富栄養化という。

用語
解説

５　水環境の保全
河川の水質については，一部の中小河川では依然

として改善が十分ではないため，工場・事業場に対
し，排出水の適正処理等の指導を行うとともに，生
活排水対策として，下水道の整備等を推進している。

また，湖沼については汚濁機構の解明に努めて
おり，霞ヶ浦（北浦，常陸利根川を含む。以下同じ。），
涸沼及び牛久沼については水質保全計画を策定し，
総合的な浄化対策を推進している。

６　土壌・地盤環境の保全
鉱山等の影響による農用地の土壌汚染に対応

するため，昭和 45 年 12 月に「農用地の土壌の
汚染防止等に関する法律」が制定された。

また，近年，有害廃棄物や化学物質などによる市
街地の土壌汚染が懸念されたことから，15 年２月に

「土壌汚染対策法」が施行され，工場・事業所等の
跡地において，汚染状況調査や浄化対策が講じられ
るようになったほか，22 年４月からは土壌汚染のお
それがある土地の形質が変更される際，土壌汚染状
況を調査させ，土壌汚染の拡大防止に努めている。

地盤環境においては，各種産業の発展，生活
水準の向上等に伴い水需要が増大し，また深井
戸さく井技術が発達したこともあり，さらに，

森林，水田等の減少や，都市化等の不浸透域の
拡大も相まって地盤沈下が生じている。

本県の地盤沈下は，利根川の旧河道の沖積層を
中心に県南・県西地域で続いているが，「地下水
の採取の適正化に関する条例」などの揚水の規制，
指導により，地盤沈下防止対策を推進している。

７　化学物質環境リスク対策
化学物質は，その利便性や科学技術の高度化によ

り多種多様なものが生産され，工場・事業場等から日
常生活まで，広く使用・消費・貯蔵・廃棄されている。

これら化学物質の中には，自然的には分解しにく
いばかりか，生物の体内に蓄積されやすく，人の健康
や生態系に悪影響を及ぼすおそれのあるものもある。
近年，ごみ焼却場から生成されるダイオキシン類によ
る人の健康への影響や，内分泌攪乱化学物質，いわゆ
る環境ホルモンの影響によると思われる野生生物の
生殖異常の報告などが社会的に大きな問題となるな
ど化学物質に対する県民の関心は高くなっている。

このような化学物質について，大気や水，土
壌といった環境中の存在，人や生態系への影響
などの実態把握に努めながら人や生態系へ有害
な影響を及ぼすおそれを総体として低減（管理）
対策を進めている。
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３　牛久沼の概況
牛久沼は県南部の龍ケ崎市西部に位置し，古

くから農業用水の水源として利用され，面積
6.52 k㎡，平均水深１m（最大３m），湖容積
650 万㎥と浅く，小さい湖沼である。また，牛久
沼には，谷田川，西谷田川など５河川が流入して
いる。流域は４市（龍ケ崎市，牛久市，つくば市，
つくばみらい市）にまたがり，近年，つくばエ
クスプレスの沿線開発など都市化の進展などに
ともない，水質の悪化が懸念される状況である。

利水については，農業用水に加え，レクリエー
ションや親水の場として周辺の公園整備等が進
んでいる。また，昭和 40 年代にはワカサギ，フ
ナを中心に年間 100t 前後の漁獲量があったが，

現在は大幅に減少している。
牛久沼の水質保全に向けた各施策は，第３期

牛久沼水質保全計画（25 年３月策定）に基づき，
総合的かつ計画的に推進している。

4　森林湖沼環境税活用事業の実施
霞ヶ浦をはじめとする湖沼・河川の水質保全

のため，20 年度から森林湖沼環境税を導入し，
下水道等への接続率向上対策や高度処理型浄化
槽の設置促進対策などの生活排水対策，循環か
んがいによる農地からの流出水対策，水環境保
全に関する県民意識の醸成のため小中学生等を
対象とした霞ヶ浦湖上体験スクール，アオコ対
策など，様々な事業を実施している。

「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済
システムに支えられてきた現在の豊かで便利な
生活は，身近な環境問題，特に廃棄物問題を引
き起こしている。このため，１人ひとりがライ
フスタイルを見直すことにより，持続可能な循
環型社会を構築し，次の世代に良好な環境を引
き継いでいく必要がある。
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（廃棄

物処理法）は，昭和 45 年のいわゆる「公害国会」
において，他の公害関係法とともに成立した。
それまで市街地区域を中心とする汚物の処理を
規定していた「清掃法」を全部改正し成立した
廃棄物処理法は，経済社会活動の拡大等に伴い
大都市圏を中心に膨大な産業廃棄物が排出され
るようになり環境の汚染をもたらしていること
などを考慮して，①事業者の産業廃棄物の処理
責任を明確にし，②産業廃棄物についての処理
体系を確立する等現状に即した廃棄物の処理体
系を整備し，③生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図ることが目的とされた。

しかしながら，廃棄物の発生量は高水準で推
移し，改正された廃棄物処理法やその後制定さ
れた容器包装リサイクル法（７年６月）の導入
でもそれほどの減量化効果がみられず，最終処
分場の不足や不法投棄の増大など，廃棄物を取
り巻く情勢は深刻な状況が続いた。

このため，国においては，12 年６月に「循環
型社会形成推進基本法」を始めとして，建設リ
サイクル法，食品リサイクル法の制定，廃棄物
処理法の改正など６つの法律の制定，改正を行

い，既に制定されていた容器包装リサイクル法
や家電リサイクル法を含めて，循環型社会に向
けた基本的法体系を整備した。その後，使用済
自動車のリサイクル・適正処理を図るために，

「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（自
動車リサイクル法）が制定され，17 年１月か
ら本格施行されている。さらに，小型家電に使
用された有用金属の再資源化を促進するために

「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関
する法律」（小型家電リサイクル法）が制定され，
25 年４月から本格施行されている。

本県では，従来から一般廃棄物の処理について
は，ごみ処理の広域化計画（10 年）や，第１次
ごみ減量化行動計画（５年），ついで第２次計画（10
年）を策定し，産業廃棄物の処理については，昭
和 50 年に第１次計画を，次いで第２次（昭和 55
年），第３次（昭和 61 年），第４次（４年），第５
次（８年）と産業廃棄物処理計画を策定して，そ
の時期における必要な各種施策を推進してきた。

さらに，12 年に廃棄物処理法が改正されたの
を受けて，本県が抱える廃棄物の諸問題に対し，
適切に対処し循環型社会の形成を図るため，13
年に第１次廃棄物処理計画（13 年度～ 17 年度），
17 年度に第２次廃棄物処理計画（18 年度～ 22 年
度）を定め取り組んできた。23 年４月には，国
の動向や，関係者の取組の進展等を踏まえ，環境
と経済が調和した「循環型社会の形成」を進める
ことを基本理念とした，23 年度から 27 年度を計
画期間とする第３次廃棄物処理計画を策定した。

また，県内の産業廃棄物最終処分場の残余容

第５　資源循環型廃棄物管理の推進
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自 然 公 園 名 称 公園面積（ha） 特別地域面積（ha）

水 郷 筑 波 国 定 公 園 31,801 31,019 

水 戸 県 立 自 然 公 園 300 0 

大 洗 県 立 自 然 公 園 2,543 1,116 

太 田 県 立 自 然 公 園 2,784 878 

花園花貫県立自然公園 24,826 2,656 

奥 久 慈 県 立 自 然 公 園 10,410 2,321 

御 前 山 県 立 自 然 公 園 7,380 1,593 

笠 間 県 立 自 然 公 園 3,969 629 

吾国愛宕県立自然公園 3,835 674 

高 鈴 県 立 自 然 公 園 3,048 3,048 

合 計 90,896 43,934 

図表 1-3　県内の国定公園，県立自然公園の面積・位置

本県の優れた自然の風景地の保護を図るとと
もに，快適な利用施設を整備して県民の保健・
休養及び教化を図ることを目的とした自然公園
については，自然的，社会的条件等の変化に鑑
み，必要に応じて公園計画の見直しを進め，適
正な保護管理と利用を促すため施設の整備を
行ってきた。昭和 26 年から自然公園の指定を
進め，現在，水郷筑波国定公園と９か所の県立
自然公園があり，面積は 90,896ha と県土面積の
14.9％となっている。

昭和 48 年には，国の「自然環境保全法」の
制定を受けて，「自然環境保全条例」を施行し，
同年，「自然環境保全法」及び同条例に基づいて
設置された茨城県自然環境保全審議会の答申を
経て，行政上保全すべき自然の範囲を定め，保
全にあたっては，規制のみでなく，自然保護思
想の普及啓発を含めた総合的な施策を推進する
ため，「茨城県自然環境保全基本方針」を定めた。

また，「自然環境保全条例」に基づき，優れた
天然林を自然環境保全地域として，また市街地周
辺の地域と一体となって良好な自然環境を形成し
ている地域を緑地環境保全地域として指定を進
め，これまでに 78 か所，759.23ha を指定している。

自然公園や保全地域では，国定公園管理員や
県立自然公園指導員，自然保護指導員を委嘱し
て，地域内の巡視や利用者に対する規制や利用
者の案内などを行っている。

また，９年度には平地林をはじめとする緑の
保全と活用を総合的に推進するため，「ふるさ
と茨城の森（平地林等）保全活用基本方針」を
策定した。

このほか，６年度に地球環境にやさしい緑豊
かな県土の創造をめざすため，「緑のいばらき
推進計画」を策定し，15 年度には，最近の社会
情勢の変化を踏まえて，「第２次緑のいばらき
推進計画」を策定した。

希少野生生物の保護を図るため，本県に生息・
生育する絶滅のおそれのある野生動植物につい
て，８年度及び 11 年度に県版レッドデータブッ
クを作成し，植物編については，24 年度に改訂
を行っている。また，15 年度には，希少野生動
植物の保護のあり方について基本的な考え方等
を示した「茨城県希少動植物保護指針」を策定
した。

鳥獣保護対策については，「鳥獣の保護及び
狩猟の適正化に関する法律」，「鳥獣保護事業計
画」（５か年）に基づき，野生鳥獣の保護繁殖
を図るとともに，鳥獣と人間との共生を図るた
め鳥獣保護区等を指定した。

また，20 年度に導入した森林湖沼環境税によ
り「森林環境保全のための適正な森林整備の推
進」，「いばらき木づかい運動の推進」，「県民協
働による森林づくりの推進」の３つを施策の柱
として，健全な森林づくりに取り組む。

第６　多様な自然の保全と活用

量が少なくなったため，笠間市福田地内に公共
処分場「エコフロンティアかさま」を整備した

（17 年８月１日開業）。本施設は，安全性を優先
した最先端の技術による最終処分場や溶融処理

施設等に加え，本格的な環境学習施設を備えて
おり，廃棄物の減量化や様々なリサイクルに対
応する，循環型社会の形成に向けた全国のモデ
ル施設となるものである。
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環境白書

第2部
環境の状況並びに環境の保全及び創造に
関して平成24年度に講じた施策及び平成
25年度に講じようとする施策



指　標 予測される影響
平均気温 2100 年までに最大 6.4℃上昇（1980 年から 1999 年に比べ）

平均海面水位 2100 年までに最大 59cm 上昇（1980 年から 1999 年に比べ）

気象現象への影響 洪水や干ばつの増大
人の健康への影響 熱中症患者等の増加，マラリア等の感染症の拡大

自然生態系への影響 一部の動植物の絶滅，生態系の移動
農業への影響 多くの地域で穀物生産量が減少

水資源への影響 水不足の地域の多くでさらに水資源の減少

地球温暖化に伴うさまざまな影響の予測

第１章　地球環境保全対策の推進
第１節　地球温暖化の防止

主な環境指標
◇温室効果ガス排出量（実績／目標）※単位：万t - CO₂

4,947.6（2010年度）／4,934.4（2011年度）
◇うち二酸化炭素　 4,779.1（2010 年度）

地球の温度は，太陽から届くエネルギー（日
射）と地球から宇宙に放出される熱とのバラン
スによって定まる。こうしたバランスにより，
私たちの地球は平均気温 14℃という人間をはじ
め生物の生存に適した環境に保たれている。太
陽からのエネルギーで暖められた地球からの熱
は，目に見えない赤外線として放出されるが，
その一部を，二酸化炭素等の温室効果ガスが吸
収し，大気を温めている。そのため，温室効果
ガス濃度が上昇すると，地球の平均気温が上昇
する。

18 世紀後半の産業革命以降，化石燃料の使
用量が増加したため，二酸化炭素濃度が急速
に上昇している。産業革命以前は約 280ppm で
安定していた二酸化炭素濃度が 2005 年には約
379ppm に達し，2013 年５月にはハワイ島の観
測所で，観測開始以来初めて 400ppm を超えた。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は，産
業革命以来の気温上昇を２℃以内に抑えるには，
二酸化炭素を含む温室効果ガス濃度を 450ppm 以
下に抑制する必要があると指摘している。

2　地球温暖化による影響
2007 年（19 年）に公表された IPCC 第４次評

価報告書によると，過去 100 年間に，平均気温
が約 0.74℃，平均海水面が 17cm 上昇したとさ
れている。また，2100 年までに平均気温で 1.1
～ 6.4℃，平均海水面も海水の熱膨張や氷河の
融解などにより 18 ～ 59cm 上昇すると予測され
ている。気温の上昇が少ない段階では，一部の
地域や分野に好影響をもたらす可能性があるも
のの，気温の上昇とともにリスクが増加するこ
とが示されている。

第 1　地球温暖化の現状
1　地球温暖化のメカニズム

t - CO₂（二酸化炭素トン）
二酸化炭素その他の温室効果ガスの排出，吸収，貯蔵等の量を，相当する温室効果を有する二酸化炭素の重量に換算した単位。

用語
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対象ガス 二酸化炭素，メタン，一酸化二窒素，代替フロン等３ガス（HFC，PFC，SF₆)

吸収源 森林等の吸収源による二酸化炭素吸収量を算入

基準年 1990 年（HFC，PFC，SF₆ は 1995 年としてもよい )

目標期間 2008 年から 2012 年の 5 年間

数値目標 先進国全体で少なくとも 5％削減を目指す（日本△ 6％，米国△ 7％，EU △ 8％等）

京都メカニズム

国際的に協調して費用効果的に目標を達成するための仕組み
・クリーン開発メカニズム（CDM）

先進国が開発途上国内で排出削減等のプロジェクトを実施し，その結果の削減量・
吸収源を排出枠として先進国が取得できる

・共同実施（J Ⅰ）
先進国同士が，先進国内で排出削減等のプロジェクトを共同で実施し，その結果の
削減量・吸収源を排出枠として，当事者国の間で分配できる

・排出権取引
先進国同士が，排出枠の移転（取引）を行う

図表 1-1-2　京都議定書の概要

時　期 主 な 取 り 組 み
1990（平成 2 ）年10月 地球温暖化防止行動計画の策定

（目標：CO₂排出量　2000年以降1990年レベルで安定化　等）
1993（平成 5 ）年11月 環境基本法の制定
1994（平成 6 ）年12月 環境基本計画の閣議決定（地球温暖化防止行動計画の目標達成等）

1997（平成 9 ）年12月 京都議定書が採択，地球温暖化対策推進本部の設置
1998（平成10）年 6 月 地球温暖化対策推進大綱を決定（目標：基準年比6％削減）

1998（平成10）年10月 地球温暖化対策推進法の制定
2002（平成14）年 3 月 新たな地球温暖化対策推進大綱を決定（目標：基準年比6％削減）

2002（平成14）年 6 月 京都議定書の締結
地球温暖化対策推進法の改正（地域レベルで取組の強化や吸収源対策など）

2005（平成17）年 2 月 京都議定書の発効（地球温暖化対策推進法全面施行）

2005（平成17）年 4 月 京都議定書目標達成計画の閣議決定
2005（平成17）年 6 月 地球温暖化対策推進法の改正（排出量算定・報告・公表制度の創設等）

2008（平成20）年 3 月 京都議定書目標達成計画の改定
2008（平成20）年 6 月 地球温暖化対策推進法の改正（企業単位での報告等）

2008（平成20）年 7 月 G8 北海道洞爺湖サミットの開催
低炭素社会づくり行動計画の策定

2010（平成22）年 1 月 コペンハーゲン合意に基づき中期目標を国連に提出
（目標：2020 年までに 1990年比25％削減）

2010（平成22）年 3 月 地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ（環境大臣試案）公表
2010（平成22）年 3 月 地球温暖化対策基本法案の閣議決定（中長期的な排出削減目標の設定等）

2012（平成24）年 9 月 革新的エネルギー・環境戦略の決定
2013（平成25）年 5 月 地球温暖化対策推進法の改正

（2013 年以降の地球温暖化対策計画策定を明記）

図表 1-1-3　わが国の地球温暖化に対する主な取り組み

先進国の温室効果ガス排出量の５%を削減する
ため，各国に対して，その削減目標を定め，2008

年から 2012 年までの５年間に達成することを定め
ている。

3　国際的な取り組み
京都議定書の概要

京都議定書の発効を受けて，2005 年（17 年）
４月に「京都議定書目標達成計画」が閣議決定
された。わが国は本計画に基づき，京都議定書
の６％削減目標の達成に向けて，地球温暖化対
策に取り組んでいる。わが国の温室効果ガス排
出量は基準年度比で，2008 年（20 年）度が＋
1.6％，2009 年（21 年）度が−4.3％，2010 年（22 年）

度が−0.3％，2011 年（23 年）度が＋3.7％と推
移しているが，森林吸収量の算入や，海外との
排出権取引など京都メカニズムの活用による目
標達成が見込まれる。わが国は，2013 年からの
京都議定書第二約束期間には参加しないが，自
主目標を掲げて，引き続き温暖化対策に取り組
むこととしている。

４　わが国の取り組み
京都議定書目標達成計画の策定

14

第
一
章　

地
球
環
境
保
全
対
策
の
推
進

第
一
節　

地
球
温
暖
化
の
防
止



エネルギー転換部門
（2.4）

産業部門
（71.4）

運輸部門
（10.3）

民生部門
（12.7）

産業部門
（35.3）

運輸部門
（19.5）

民生部門
（32.7）

廃棄物部門
（1.5）

エネルギー
転換部門
（6.8）

廃棄物部門
（2.2）

工業プロセス（3.5）工業プロセス（1.6） その他（0.0）

全国の 排出割合（22年度）排出割合（22年度）
資料：環境省

茨城県の
資料：生活環境部

基準年
平成２年度
（1990）

平成８年度
（1996）

平成11年度
（1999）

平成14年度
（2002）

平成16年度
（2004）

平成18年度
（2006）

平成20年度
（2008）

平成21年度
（2009）

平成22年度
（2010）

構成比
（2010）

基準年比
（2010）

国
基準年比

（2010）
CO₂ 4,841.7 5,046.4 4,697.6 4,756.2 4,734.0 4,890.3 4,834.5 4,760.9 4,779.1 96.6% −1.3% ＋4.1%

CH₄ 61.7 61.6 62.4 54.5 51.6 51.3 51.2 50.7 50.6 1.0% −18.0% −37.9%

N₂O 78.7 74.6 73.9 72.6 62.4 60.9 56.5 53.9 51.0 1.0% −35.2% −32.6%

HFC ― 8.2 12.2 12.3 12.2 31.7 78.6 44.7 46.3 1.0% 463.6% −9.4%

PFC ― 6.2 8.5 6.8 7.3 35.6 23.3 15.2 11.3 0.2% 82.2% −75.7%

SF₆ ― 33.8 14.5 14.5 2.8 14.0 19.9 9.0 9.3 0.2% −72.5% −89.0%

合計 5,030.3 5,230.8 4,869.1 4,916.9 4,870.3 5,083.9 5,064.0 4,934.4 4,947.6 100.0% −1.6% −0.3%

図表 1-1-4　県内の温室効果ガス排出量の推移と基準年比（万 t-CO₂）

HFC，PFC，SF₆ の基準年は平成 8 年度。端数処理の関係で合計が一致しないことがある。

図表 1-1-5　二酸化炭素部門別排出割合

2010 年（22 年）度における県内の温室効果
ガス排出量は 4,947 万６千トン（CO₂ 換算）で
あり，排出量のガス別内訳を見ると，CO₂ が
全体の 96.6％と大部分を占め，次いで一酸化二
窒素（N₂O）が 1.0％，メタン（CH₄）が 1.0％，
ハイドロフルオロカーボン類（HFC），パーフ
ル オ ロ カ ー ボ ン 類（PFC）， 六 ふ っ 化 硫 黄

（SF₆）が計 1.4％となっている。京都議定書の
規定による基準年（1990 年（２年）ただし，代
替フロン等３ガス（HFC・PFC・SF₆）につい
ては 1996 年（８年））の排出量（5,030 万３千
トン）と比べ，1.6％減少している。本県の温室
効果ガス排出量は，全国の排出量の約 3.9％に
相当する

５　県内の温室効果ガス排出量の概要

2010 年（22 年）度における温室効果ガスのう
ち CO₂ について見ると，排出量は 4,779 万１千
トンであり，基準年と比較すると 1.3％減少して
いる。

CO₂ 排出量の構成を見ると，産業部門が最も
多く 71.4％を占めており，ほか運輸部門（自動車，
船舶等）が 10.3％，民生部門が 12.7％（家庭系

6.7％，業務系 6.0％）となっている。
2010 年（22 年）度における CO₂ 排出量の構

成を全国と比較すると，本県が鉄鋼，石油化学
製品生産県であることから，産業部門が全国よ
り 36.1 ポイント上回っているのが大きな特徴と
なっている。
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（１）地球温暖化防止行動計画（平成 18 年度～ 22 年度）
本県では，1994 年（６年）５月に，「地球温

暖化防止行動計画」を策定し，県民，事業者，
行政など各主体における環境への負荷を低減さ
せる行動の促進に取り組んできたところである
が，京都議定書の発効等を受け，より実効性の
高い地球温暖化対策を推進するため，2006 年

（18 年）２月，計画の改定を行った。同計画で
は，2010 年度における温室効果ガスの削減目標
を基準年比マイナス 4.6％とし，産業・運輸・
民生などの部門ごとの目標も設定するとともに，
各種施策の充実に加え，事業者や県民に期待さ
れる取り組みなどを盛り込んだ。

（２）地球温暖化対策実行計画の策定
「地球温暖化防止行動計画」の計画期間が 22

年度に終了したため，新たな計画である「地球
温暖化対策実行計画」を策定した。

ア　削減目標
○2020 年度（32 年度）までに基準年 1990 年

度（２年度）から 8.5％～ 15.2％削減
（国の削減目標（国内対策分）「15％～
25％」に相当）

○地球温暖化対策基本法案や中長期ロード
マップには，2020 年（32 年）までの中期目
標のほか，2050 年（62 年）までの長期目標
が記載されているが，2050 年（62 年）を見
通して，自然的・社会的状況の変化やそ
れに応じた対策のあり方，それらを踏ま
えた削減目標を検討することは困難であ
ることから，長期目標は設定せず，2020
年までの中期目標のみを設定した。

イ　「いばらき型グリーンニューディール」を
推進するための方策

○対策の推進に係る基本方針
『県民総ぐるみによる対策の推進』

○対策に係る３つの基本理念
①環境保全と経済成長の両立
②低炭素社会の実現に向けた好循環の創出
③本県の地域特性を活かした施策の推進

ウ　対策の内容
（ア）産業部門（製造業，農業などにおけ

る省エネルギー対策など）
○大規模排出源対策プロジェクト

・温室効果ガス排出削減計画書制度

の創設など
○エコ事業所プラスプロジェクト

・産業，業務部門の中小規模事業所
の温暖化対策の推進

○農業の低炭素化推進プロジェクト
・農業分野における温暖化対策の推進

（イ）業務部門（オフィス等における省エ
ネルギー対策の推進など）

○大規模建築物省エネ高度化プロジェ
クト
・大型ビルの環境性能の向上など

（ウ）家庭部門（住宅の環境性能の向上や
ライフスタイル転換，省エネ行動の
促進など）

○エコ住宅化推進プロジェクト
・住宅の省エネルギー対策の推進など

（エ）運輸部門（交通機関の環境負荷低
減，次世代自動車の導入促進など）

○環境に配慮した自動車利用推進プロ
ジェクト
・エコドライブの推進，次世代自動

車の普及など
（オ）廃棄物部門（廃棄物の発生抑制，再

使用，再生利用（３Ｒ）の推進）
（カ）再生可能エネルギーの活用（再生可

能エネルギーの率先導入，家庭や事
業所などの普及拡大など）

○ＭＷ（メガワット）級再生可能エネ
ルギー導入促進プロジェクト
・大規模再生可能エネルギー事業者

誘致など
（キ）森林吸収源対策（森林の適切な管理

による吸収源の保全と拡大）
○森づくり推進プロジェクト

・間伐等森林整備，森林吸収量等認
証制度の創設など

（ク）地球温暖化への適応策（温暖化の影
響への適応策の推進）

（ケ）総合的に進める施策　（低炭素な地域
づくり，環境産業の育成，環境教育
の推進など）

○ CO2「見える化」プロジェクト
・温暖化対策の効果等の分かりやす

い表示など

第２　地球温暖化防止に関する施策
１　温室効果ガス発生抑制対策
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○低炭素な地域づくりプロジェクト
・低炭素モデル街区の形成など

○環境産業育成プロジェクト
・中小企業の支援，新技術の創出など

○人づくりプロジェクト
・人材育成，環境教育・学習の推進など

エ　計画の推進に当たって
○県民総ぐるみによる地球温暖化対策を推

進するためには，県，市町村，県民，事
業者，NPO・団体，大学・研究機関等の
各主体がそれぞれの責任と役割を果たし
つつ，互いに緊密な連携を図っていくこ
とが重要である。このため，各主体の役
割と連携・協働の在り方を踏まえた，本
計画を着実に推進するための推進体制を
構築し，進行管理を行う必要がある。

（３）中小企業の省エネルギー対策
中小企業の省エネルギー対策を支援するた

め，専門のアドバイザーを無料で派遣する「中
小企業省エネルギー診断」を実施。診断により
中小企業が現状や問題点を把握し，改善策に取
り組むことで，エネルギーコストの削減や温室
効果ガス排出量の削減を図った。

（４）普及啓発
夏と冬の省エネキャンペーンの実施や，地球

温暖化防止活動推進センターによる広報活動な
どを通じて，地球温暖化の現状や県民，事業者
の温暖化防止対策に関する普及啓発に取り組ん
でいる。

特に一昨年以降は，電力不足に対応するため，
県民総ぐるみの節電対策を広く展開し，県内一
斉街頭キャペーンの実施や節電セミナーの開催
などを通じて，県民に節電を呼びかけている。

ア　地球温暖化防止活動推進センター
16 年 10 月 15 日，地球温暖化対策推進法に

基づき（社）茨城県公害防止協会（現（一社）
茨城県環境管理協会）をセンターに指定
（センターの事業）
・地球温暖化防止に係る普及啓発
・温室効果ガス排出等に係る各種支援・相談
・地球温暖化対策の推進を図るための調査

分析結果の情報提供　等

イ　地球温暖化防止活動推進員
25 年７月現在，252 名に委嘱　任期２年間

（推進員の活動）
・日常において地球温暖化防止活動を実践
・各種会合の場における地球温暖化防止の普

及啓発
温室効果ガス排出の抑制等の助言・相談　等

（５）地球環境保全行動条例に基づく特定事業場
７年３月に，「地球環境保全行動条例」を制

定し，すべての主体が環境への負荷を低減する
ための具体的行動として，省エネルギー，省資
源，ごみの散乱防止，緑化の４つを規定している。

同条例に定める特定事業場に対して，地球環
境保全行動に関する計画を定めて推進すること
や，定期報告書の提出について指導している。

（６）茨城エコ事業所登録制度
本県の温室効果ガス排出量の７割を占める産

業部門等の事業者の環境に配慮した取り組みを推
進するため，中小事業者でも手軽に導入できる環
境マネジメントシステムとして普及を図った。

〇登録　1,836 事業所（25 年３月末）
〇主な取り組み項目

・冷暖房の温度調節
・エコドライブの実施
・廃棄物の減量化やリサイクル
・省エネ機器の導入や自然エネルギーの活

用等

（７）市町村の取り組み
市町村は，県民や事業者に最も身近な自治体

であり，環境負荷の低減，循環型社会の構築を
掲げ，新エネルギーや省エネルギーへの取り組
み，資源の有効利用などを通じて地球温暖化対
策に取り組んでいるところが増加している。

24 年４月１日現在の県下市町村における地球
温暖化対策地方公共団体実行計画（事務事業
編）の策定状況は，40 市町村（91％）である。
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「地球温暖化対策実行計画」（23 年４月策定）
に定めた温室効果ガス削減目標の達成に向けて，
県民等に対しては地球温暖化防止活動推進セン
ターや地球温暖化防止活動推進員などを通じて，

「いばらきエコチャレンジ」推進プロジェクトの
参加募集や温暖化防止キャンペーンによる普及
啓発，環境学習の支援事業を実施する。事業者
に対しては，「茨城エコ事業所登録制度」の普
及を図るとともに，省エネルギー等の専門家を
無料で派遣する「中小企業省エネルギー診断事
業」の実施や省エネルギー施設・再生可能エネ
ルギー施設の設置又は改善のための低利融資制
度を活用することにより，中小企業における温
暖化対策を促進する。（詳細 p116）

そのほか，市町村や地域での取り組み促進の
ため，地球温暖化対策地方公共団体実行計画の
策定支援等を行う。

第３　今後の取り組み
１　温室効果ガスの発生抑制対策

２　総合的な自動車交通対策
（１）道路の整備

交通渋滞を緩和・解消し，自動車の走行速度
の向上を図るため，国道や県道のバイパスや拡
幅等の整備を推進した。

（２）公共交通の利用促進
地域の貴重な移動手段であり，環境にやさし

い公共交通の維持確保を図るため，県と県内全
市町村，交通事業者及び県民団体といった関係
者が一体となって公共交通の利用促進に取り組
む「茨城県公共交通活性化会議」において，ノー
マイカーデーをはじめとする各種取り組みを実
施した。

炭素トン
二酸化炭素その他の温室効果ガスの移動量等を，相当する二酸化炭素中の炭素重量に換算した単位。
二酸化炭素トンとは，二酸化炭素分子中の炭素原子の重量の割合を乗じた関係にある。

用語
解説

３　二酸化炭素の吸収源対策
森林は，その成長のなかで，大気中の二酸化

炭素を吸収し，幹や枝などに炭素を長期間にわ
たって蓄積するなど，二酸化炭素の吸収，貯蔵
庫として重要な役割を果たしている。

森林が持っている二酸化炭素吸収・固定機能
を最大限に発揮させるためには，植栽や下刈り，
間伐等の森林整備等が必要である。

このため，市町村が行う森林の整備，公共施設
等の緑化や県民・森林ボランティアによる自主的
な緑化・森林整備活動等を支援している。

なお，20 年度から導入した森林湖沼環境税の
活用により，間伐の実施や平地林・里山林の整
備を行い，24 年度では 2,397 炭

※

素トン（CO2 換
算で 8,795 トン）の炭素吸収効果があった。

２　自動車交通対策
（１）道路の整備

交通渋滞を緩和・解消し，自動車の走行速度
の向上を図るため，国道や県道のバイパスや拡
幅等の整備を推進する。

（２）公共交通の利用促進
地球温暖化や高齢化社会の進行といった課題

に適切に対応し，持続可能な社会を実現するた
め，県内の公共交通関係者等により組織する「茨
城県公共交通活性化会議」において，公共交通
の利用促進に資する各種取り組みを推進する。

３　二酸化炭素の吸収源対策
森林湖沼環境税を活用した間伐の実施や，市

町村が行う森林の整備等に対して支援するととも
に，公共施設等の緑化や県民・森林ボランティア
による自主的な緑化・森林整備の促進により，二
酸化炭素の吸収源対策としての森林整備を図る。

また，公共施設等への県産材利用に対して助
成し，木材の利用拡大による炭素の長期固定に
努める。
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第２節　環境に配慮したエネルギーの利用の推進
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エネルギーは国民生活や経済活動の基盤をな
すものであり，その安定供給を図るとともに，
エネルギー起源の二酸化炭素の排出を抑制する
など環境への適合を図りつつ，効率的な利用を
進めることは緊急かつ重要な課題となってい
る。

1　我が国の最終エネルギー消費
エネルギー需要は，1970 年代の石油危機を契機

にある程度抑制されていたが，1980 年代後半から
は，石油価格の低下に加え快適さや利便性を追求
するライフスタイルなどを背景に増加に転じた。

部門別に見ると，石油危機以降，産業部門に
おいては，省エネルギーの進展や産業構造の変

化などの抑制効果によりほぼ横ばいで推移して
いる。一方，民生（家庭・業務）・運輸（旅客・
貨物）部門においては，生活様式や社会構造の
変化の影響から増加傾向を示している。

２　茨城県の最終エネルギー消費
本県における最終エネルギー消費は，景気変動

の影響を受けつつも，増加基調にある。
これは，産業部門においては，石油危機以降一

定の省エネルギーが進展したものの，再びエネル
ギー消費が増加したことに加え，民生部門におい
ては，豊かさを求めるライフスタイルや IT 化の
進展により，家庭やオフィスでのエネルギー消費
が増加したことによる。

第１　エネルギーの現状

図表 1-2-1　茨城県内の最終エネルギー消費の推移（TJ）

３　茨城県の再生可能エネルギー導入状況
再生可能エネルギーは，一度利用しても比較的

短期間に再生が可能であり，資源が枯渇しないエ
ネルギーである。現状では、その特性として不安
定であることや，コストが高いなどの課題がある
ものの，国内で調達可能であり，環境負荷が小さ
いことなどから，今後，最大限の活用が必要とさ
れている。

本県内では，近年，住宅用太陽光発電設備の導

入が進むとともに，大規模太陽光発電施設（メガ
ソーラー）や国内初の洋上風力発電所，大規模木
質バイオマス発電施設など，民間事業者などによ
る大規模再生可能エネルギー施設の導入が進んで
おり，古くから活用されてきた水力発電も含める
と，発電設備容量で約 33 万キロワットの再生可
能エネルギーが導入されている。（平成 25 年３月
現在）。
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第２　エネルギーに関する施策
１　茨城県次世代エネルギーパーク

県民等のエネルギーに対する関心・理解の促
進等を目的とした，県内に立地する多様なエネ
ルギー施設を紹介・案内する事業。関係企業・
研究機関等で構成する「茨城県次世代エネル
ギーパーク推進協議会」により運営されており，
環境教育や研修等での活用が期待される。

なお，この取組みは平成 21 年４月に「新エ
ネ百選」に認定されている。

２　再生可能エネルギーの導入促進
県中央水道事務所やカシマサッカースタジア

ムなどで太陽光発電を，鹿島下水道事務所で風
力発電を導入するなど，県有施設での再生可能
エネルギーの活用を図っている。

また，東日本大震災や原子力発電所事故を踏
まえ，災害に強い自立・分散型エネルギーの重

要性が高まっていることから，地域グリーン
ニューディール基金を活用し，合同庁舎や警察
署など，防災拠点である県有施設 22 施設に再
生可能エネルギー及び蓄電池等を導入したほ
か，防災拠点である市町村有施設や民間施設に
再生可能エネルギー及び蓄電池等を導入する事
業に対して補助を実施し，災害に強く環境にや
さしい地域づくりを推進した。

３　新エネルギー分野における産業促進
県内の産学官を結集し，環境・新エネルギー

分野などの成長産業への中小企業参入を促進す
る「いばらき成長産業振興協議会」において，
風力発電や地中熱利用等に関する国・業界・研
究機関等からの情報提供や，大手企業等との交
流を実施した。

〈県内の主な再生可能エネルギーの導入量〉

種　　類 設備容量（kW） 備　　考

太陽光発電
住 宅 用 98,122 kW 平成 24 年末時点，経産省調査
非住宅用 23,516 kW 平成 25 年 3 月末時点，県調査
小　　計 121,638 kW

風力発電 104,280 kW 平成 25 年 3 月末時点，県調査
バイオマス発電（木質系） 83,290 kW 平成 22 年 1 月末時点，県調査
中小水力発電 18,369 kW 平成 25 年 3 月末時点，県調査
合　　計 327,577 kW

第３　今後の取り組み
茨城県次世代エネルギーパーク推進事業を実

施するほか，様々な機会を通じて，県内におけ
る再生可能エネルギーの普及促進を図る。

また，公共施設等における再生可能エネル
ギーの導入に努めるとともに，イベントや公共
施設においてグリーン電力の活用を推進する。

さらに，地域グリーンニューディール基金を
活用し，災害時の防災拠点となる公共施設や民
間施設への再生可能エネルギーや蓄電池等の導
入を推進していくことで，災害に強く環境にや
さしい地域づくりを進める。

新エネルギー分野における産業促進について

は，再生可能エネルギーの利活用に取り組む市町
村や各種団体等に対して，アドバイザーの派遣，
技術的な助言，専門家の紹介などの支援を行い，
再生可能エネルギーの地産地消を推進する。

また，再生可能エネルギー分野の研究開発を
促進するとともに，風力発電等の分野への中小
企業の進出を支援し，県内産業の活性化を図る。

なお，国のエネルギー政策の見直し等を踏ま
え，茨城県エネルギープランを見直し，今後の
県エネルギー政策の指針となる新たなエネル
ギープランを策定する。
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トピックス 茨城県の家庭部門における省エネルギー対策

東日本大震災を踏まえた今後のエネルギー・環境政策においては，省エネルギー対策の強化が
大きな柱となっています。とりわけ，1990 年以降，エネルギー消費量が大きく増加している民生
部門（家庭部門・業務部門）における対策が急務となっています。

このうち家庭部門については，これまで「いばらきエコチャレンジ事業」等を通じ，家庭にお
ける取組を促進してきたところですが，事業開始後４年が経過し，参加者の固定化や節電以外の
幅広い省エネ活動の促進が課題となってきました。

このため，平成 25 年度から，県民参加型の新たな省エネ実践システムを構築するとともに，家
庭における CO2 排出削減量の見える化や省エネに関する情報提供を充実させることによって，家
庭の省エネ実践活動をより一層促進することとしました。

◆　「いばらきエコチャレンジ」推進プロジェクト事業
・夏季の節電に取り組む「いばらきエコチャレンジ事業」を拡充し，家庭における省エネ行動

を事業者，団体，行政等が一体となって促進する，県民総ぐるみの仕組みを構築します。
・具体的には，まず，「家庭の CO2 削減推進会議（仮称）」を立ち上げ，家庭の省エネ行動を促

進していくための具体的な方策を検討・実施します。
・また，各家庭が行った省エネ行動（日常の省エネの取組や省エネ家電等の導入等）を登録す

るシステムを新たに Web 上につくり，CO2 排出削減量を「見える化」したり，優れた成果
を上げた家庭の表彰等を行うことにより，家庭の省エネ実践行動を促進します。

◆　家庭の省エネライフ応援事業
①　「うちエコ診断」の実施
・地球温暖化対策や省エネ対策の知識を持った診断員が，環境省の専用のパソコンソフトを使

用して，各家庭のエネルギー消費量やライフスタイルなどをふまえて診断を行い，オーダー
メイドの対策を提案します。

・各家庭では，自らの生活においてどこから CO2 が排出されて
いるのかを「見える化」できるとともに，効率的・効果的な
省 CO2・省エネ対策を図ることができます。

②　家庭向けエコライフ情報の収集・発信
・電気自動車の充電設備設置場所や，県内市町村の環境イベン

ト情報等をホームページで発信します。
・また，電力需要が最大となる昼間の時間帯に，家庭のエアコ

ンの使用をやめ，商業施設等の涼しい場所に出かけてみんな
で過ごす「クールシェア」に取り組みます。本県独自の「い
ばらきクールシェア」協力店情報をホームページ等で広報し
てまいりますので，県民の皆様は是非協力店にお出かけくだ
さい。
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第３節　オゾン層の保護・酸性雨対策等の推進

物 質 名 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
C F C － 1 1 0.26 0.26 0.25 0.26 0.25
C F C － 1 2 0.52 0.57 0.61 0.52 0.56
CFC－113 0.069 0.072 0.097 0.084 0.082

第１　オゾン層保護対策

主な環境指標
◇大気環境中のフロン濃度（23 年度）

CFC-11：0.26ppb，CFC-12：0.52ppb，
CFC-113：0.084ppb

１　国際的な枠組みと動向
国際的なオゾン層保護対策として，「オゾン

層の保護のためのウィーン条約」（昭和 60 年）
及びこの条約に基づく「オゾン層を破壊する物
質に関するモントリオール議定書」（昭和 62 年）
が採択され，オゾン層破壊物質の生産量等の段
階的な削減を行うことが合意された。その後，
従来の予測を超えてオゾン層の破壊が進んだた
め，議定書の改正等により段階的に規制が強化
され，削減のスケジュールが早められている。

２　我が国の法体系と本県の取り組み
我が国では，「ウィーン条約」及び「モント

リオール議定書」に基づき，昭和 63 年に「特
定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する
法律」（オゾン層保護法）を制定し，オゾン層
破壊物質の生産・輸出入の規制や代替物質への
転換を進めている。

オゾン層破壊物質，温暖化物質であるフ
※

ロン
類の適正な回収・破壊は，家庭用冷蔵庫，エア
コンについては，「特定家庭用機器再商品化法」

（家電リサイクル法）によりメーカー等に義務
付けられている。

業務用冷凍空調機器の廃棄時及び整備時につ
いては，「特定製品に係るフロン類の回収及び
破壊の実施の確保等に関する法律」（フロン回
収・破壊法）により県に登録した業者による回
収が義務付けられている。

フロン類
クロロフルオロカーボン（CFC）	 塩素，フッ素，炭素の化合物
ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）	 塩素，フッ素，水素，炭素の化合物
ハイドロフルオロカーボン（HFC）	 フッ素，水素，炭素の化合物
フルオロカーボン（FC）	 炭素，フッ素の化合物
※使用される製品の例：冷蔵庫，エアコン，スプレー，発泡断熱材等

用語
解説

カーエアコンについては，「使用済自動車の
再資源化等に関する法律」（自動車リサイクル
法）により県に登録した業者による回収が義務
付けられている。

なお，フロン回収・破壊法については，18 年
６月に機器の廃棄時における行程管理制度の導
入や機器の廃棄時に加え，整備時における回収
の義務が明確化され，フロン類の回収率向上を
図っている。

このフロン回収・破壊法に基づく本県の第一
種フロン類回収業者は約 1,100 件である。

また，フロンの環境濃度を継続して調査して
いるが，24 年度の結果は CFC-11 が 0.25ppb，
CFC-12 が 0.56ppb，CFC-113 が 0.082ppb であっ
た。

各物質の濃度は，測定開始以降横ばいの傾向
で推移している（図表 1 − 3 − 1）。

環境省の推定によれば，業務用冷凍空調機器
の廃棄時におけるフロン類の回収率は，約３割
と推定されており（23 年度），フロン回収・破
壊法の周知が引き続き必要である。

22

第
一
章　

地
球
環
境
保
全
対
策
の
推
進

第
三
節　

オ
ゾ
ン
層
の
保
護
・
酸
性
雨
対
策
等
の
推
進

図表 1-3-1　フロン濃度調査結果（水戸市） （単位：ppb）



第２　酸
※

性雨対策
１　国際的な動向と国の動向

酸性雨は，森林や湖沼などの生態系や文化財
等の構造物への影響が懸念されている。

日本を含む東アジアの 13 か国では，東アジ
ア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）
を構築し，協力して酸性雨のモニタリングなど
に取り組んでいる。

環境省（庁）は，昭和 58 年度に第１次酸性
雨対策調査を開始し，12 年度まで第４次にわた
る酸性雨モニタリングを行ってきた。また，13
年度からは，これまでの調査結果や東アジア地
域において国際協調に基づく酸性雨対策を推進
していくため，酸性雨長期モニタリング計画を
策定し，15 年度から同計画に基づいた酸性雨モ
ニタリング（湿性沈着，乾性沈着，土壌，植生，
陸水）を行うとともに，21 年度からはオゾンや
エアロゾルを対象にした越境大気汚染を監視し
ている。

２　県の取り組み
県では，全国環境研協議会・酸性雨調査研究

部会の酸性雨全国調査に参画し，広域的な酸性
雨の実態調査や影響調査，情報交換等を実施し，
酸性雨の実態把握とその生成メカニズム解明の
ため，毎月雨水の pH 及び各種イオン成分の調
査を昭和 50 年度より行っている。

24 年度の県内（県霞ケ浦環境科学センター・
土浦市）における雨水の pH の年平均値は 4.86
であった。

第３　今後の取り組み
１　オゾン層の保護対策
「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の

実施の確保等に関する法律」（フロン回収・破
壊法）に基づきフロン類回収業者等の登録及び
指導を実施し，フロン類の回収及び適正処理を
推進していく。

また，対策の効果を検証するため，引き続き，
県内の大気環境中のフロン濃度調査を実施す
る。

２　酸性雨対策
生態系に深刻な影響を及ぼすおそれのある酸

性雨について，定期監視，全国環境研協議会・
酸性雨調査研究部会における共同調査等により
実態を把握し，その発生機構の解明に資する。

酸性雨
工場や自動車から出された硫黄酸化物や窒素酸化物等の大気汚染物質が雨水に取りこまれて強い酸性を示す雨のことをいい，一般には pH が 5.6 以下をいう。

用語
解説 23
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ばい煙発生
施設数
5,970

揮発性有機
化合物排出施設数

230

一般粉じん
発生施設数
2,435ボイラー

（64.7％）

印刷回路用
銅板等に係る
接着乾燥施設
　　（31.7％）

ベルトコンベア及び
バケットコンベア
（62.0％）

堆積場
（16.8％）

破砕機
磨砕機
（10.9％）

ふるい
（9.9％）

コークス炉
（0.4％）

印刷乾燥施設
（グラビア印刷）
  （16.5％）塗装施設

  （13.9％）

塗装乾燥施設
（12.6％）

貯蔵タンク
（5.7％）

その他
（6.6％）

溶剤使用化学
製品乾燥施設
  （13.0％）

ディーゼル機関
（15.1％）

金属加熱炉
（4.2％）

乾燥炉
（3.1％）

ガスタービン
（3.2％）

廃棄物焼却炉
（2.6％）

その他
（7.1％）

第２章　地域環境保全対策の推進
第１節　大気環境の保全

主な環境指標
◇大気汚染に係る環境基準の達成率（一般環境大気測定局）
　（24年度）	 二酸化いおう100％　二酸化窒素100％
	 一酸化炭素100％　浮遊粒子状物質100％
	 微小粒子状物質80％　光化学オキシダント0%

第１　大気環境の現状
１　大気環境の概要

大気環境を悪化させる要因として，工場・事
業場等から排出されるばい煙や粉じん，自動車
の排出ガスなどが挙げられる。

工場・事業場等の固定発生源については，「大
気汚染防止法」及び「生活環境の保全等に関す
る条例」に基づき立入検査を行い，法令等の排
出基準等の遵守を指導している。また，鹿島，
筑波及びひたちなか地域の主要工場・事業場と

「公害防止協定」を締結するなど大気汚染物質
排出抑制の強化を図っている。

24 年度の大気環境測定結果は，二酸化いおう，
二酸化窒素，一酸化炭素及び浮

※

遊粒子状物質に
ついては，すべての測定局で環境基準を達成し
た。また，24 年度から測定を開始した微小粒子
状物質は，５測定局中４測定局において達成し
た。一方，光化学オキシダントはすべての測定
局で，環境基準が未達成であった。

また，ベンゼン等の有害大気汚染物質につい
ては，すべての調査地点で環境基準を達成して
いる。

２　大気汚染発生源の状況
大気汚染物質の発生源は工場・事業場等の固

定発生源と，自動車，船舶等の移動発生源の２
つに大別される。

（１）固定発生源
固定発生源のうち「大気汚染防止法」に定め

るばい煙発生施設の届出数は，25 年３月末現在
で工場・事業場数 2,103，施設数 5,970 となって
おり，種類別ではボイラーが圧倒的に多く，全
体の 64.7％を占めている（図表２－１－１）。

揮発性有機化合物排出施設の届出は，25 年３
月末現在で工場・事業場数は 66，施設数 230 と
なっており，種類別では，印刷回路用銅板等に
係る接着乾燥施設で全体の 31.7％を占めている

（図表 2 － 1 － 2）。
一般粉じん発生施設の届出数は，25 年３月末

現在で工場・事業場数 284，施設数 2,435 となっ
ており，種類別では，ベルトコンベア及びバケッ
トコンベアで全体の 62.0％を占めている（図表
2 － 1 － 3）。

なお，特定粉じん（石綿）発生施設を有する
工場・事業場については，17 年９月までに全施
設が廃止になっている。

（２）移動発生源
自動車，船舶，航空機等の移動発生源のうち，

自動車が大気汚染の大きな要因となっている。
県内の自動車登録台数は，25 年３月末では約

165 万台となっている。

浮遊粒子状物質（SPM：Suspended Particulate Matter）
浮遊粉じんのうち粒径が 10 ミクロン（１mm の 100 分の１）以下のもので，大気中に長時間滞留し，肺や気管等に沈着して呼吸器に影響を及ぼす。
工場・事業場やディーゼル自動車等から排出される人為的なもののほか，土壌粒子，海塩粒子などの自然界に由来するものがある。

用語
解説24
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図表 2-1-1
ばい煙発生施設の種類別状況

（25 年３月末現在）

図表 2-1-2
揮発性有機化合物排出施設の種類別状況

（25 年３月末現在）

図表 2-1-3
一般粉じん発生施設の種類別状況

（25 年３月末現在）



年平均値（県平均）
１日平均値の年間２％除外値（県平均）
（環境基準：0.04ppm以下）
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３　大気環境測定結果の概要

硫黄酸化物（SOx）
石油・石炭などの硫黄を含んだ燃料の燃焼に伴って発生し，高濃度では人の呼吸器や植物等に悪影響を及ぼすほか，酸性雨の原因にもなる。

ppm
parts per million の略で，100 万分の１を表わす単位で，濃度や含有率を示す容量比，重量比のこと。１ppm とは，大気汚染物質の濃度表示では大気１m³

の中にその物質が１cm³ 含まれていること。
２％除外値

年間の日平均値の全データを低い順から並べかえ，測定値の高い方から２％の範囲内にあるものを除外したときの最高値が２％除外値である。
二酸化いおう，浮遊粒子状物質等の環境基準適合の判定に用いる。

窒素酸化物（NOx）
石油，ガス，石炭等燃料の燃焼に伴って発生し，酸性雨や光化学スモッグの原因となり，特にニ酸化窒素は高濃度で人の呼吸器に悪影響を及ぼす。

光化学オキシダント
大気中の窒素酸化物や炭化水素が太陽の紫外線を受けて光化学反応を起こして発生する二次汚染物質で，オゾン，PAN（Peroxy-acetylnitrate）等の酸化物

物質の総称である。
このオキシダントが原因で起こるいわゆる光化学スモッグは，日ざしの強い夏季に多く発生し，眼や喉などの粘膜を刺激することがある。

用語
解説

（１）一般環境大気測定局
ア　硫

※

黄酸化物
硫黄酸化物のうち二酸化いおうについては環

境基準が定められており，昭和 52 年以降，県
内のすべての測定局において環境基準を達成し
ている。

24 年度の各測定局（17 局）の二酸化いおう
の年平均値は，0.001 ～ 0.002p

※

pm の範囲で，そ
の平均値は 0.001ppm である。近年は横ばいか
ら減少傾向で推移している。（図表 2 － 1 － 4）。

イ　窒
※

素酸化物
窒素酸化物のうち二酸化窒素については環境

基準が定められており，昭和 53 年度以降，県
内のすべての測定局において環境基準を達成し
ている。

24 年度の各測定局（35 局）の二酸化窒素の
年平均値は，0.004 ～ 0.016ppm の範囲で，その
平均値は 0.009ppm で，近年は横ばいの傾向で
推移している（図表 2 － 1 － 5）。

ウ　光
※

化学オキシダント
光化学オキシダントについては，昭和 58 年

度に４局で環境基準が達成されたが，それ以降，
県内すべての測定局で達成されていない。

24 年度の各測定局（29 局）の光化学オキシ
ダントの１時間値の最高値の範囲は，0.092 〜
0.165ppm である。また，1 時間値が 0.06ppm を
超えた日数は，23 ～ 96 日の範囲であった（図
表 2 － 1 － 6）。

県では，一般環境大気測定局（一般局）37 局
及び自動車排出ガス測定局（自排局）４局の合
計 41 測定局において，24 時間連続測定し，そ
の結果を中央監視局で監視している。

また，有害大気汚染物質についても定期的に
試料の採取，分析を行い，その大気汚染状況の
把握に努めている。
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図表 2-1-4　二酸化いおうの年度別推移（一般局平均）

図表 2-1-5　二酸化窒素の年度別推移（一般局平均）

図表 2-1-6　光化学オキシダントの年度別推移（一般局）
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エ　一
※

酸化炭素
一酸化炭素については，昭和 48 年度以降，環

境基準を達成している。
24年度の測定局（２局）の年平均値は 0.4ppm

であり，低い濃度で推移している（図表 2 － 1
－ 7）。

オ　浮遊粒子状物質
浮遊粒子状物質については 19 年度以降，環

境基準を達成している。24 年度は有効測定局
34 局すべてにおいて環境基準を達成している。

各測定局の年平均値は，0.013 ～ 0.028mg/㎥
の範囲で，その平均値は 0.020mg/㎥で，近年は
ほぼ横ばいの傾向で推移している（図表 2 － 1
－ 8）。

カ　微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）
微小粒子状物質については，24 年度において，

有効測定局５局中４局で環境基準を達成した。
各測定局の年平均値は 11.2 〜 16.2µg/㎥の範

囲で，その平均値は 12.7µg/㎥である。（図表 2
－ 1 － 9）。

キ　炭
※

化水素
15 の局において非メタン炭化水素を測定して

いるが，24 年度の測定結果を見ると，12 局で
「指針

＊

」の上限値 0.31ppmC を超えた日がある。
なお，各測定局の午前６～９時の年平均値

は 0.06 ～ 0.17ppmC の範囲で，その平均値は
0.12ppmC で，近年は低下傾向がみられる（図
表 2 － 1 － 10）。

＊炭化水素についての環境基準は定められて
いないが，昭和 51 年８月の中央公害対策審議
会で，「炭化水素の測定については非メタン炭
化水素を測定することとし，光化学オキシダン
ト生成防止のための濃度レベルは，午前６～９
時の３時間平均値が 0.20 ～ 0.31p

※

pmC の範囲に
ある」との指針が示されている。

一酸化炭素（CO）
一般には，燃料の不完全燃焼によって発生し，都市における最大の発生源は自動車の排出ガスである。
一酸化炭素は，血液中のヘモグロビンと容易に結合して，呼吸困難を引き起こす。

微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）
粒径が 2.5µm 以下の微粒子。肺の奥に付着し，ぜんそくや気管支炎を引き起こすと考えられている。

炭化水素（HC）
塗料・印刷工場，重油等の貯蔵タンク，自動車等から主に発生し，窒素酸化物とともに光化学オキシダントの原因物質の一つである。

ppmC
炭素の量に換算した濃度

用語
解説
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図表2-1-9　微小粒子状物質の年度別推移（一般局平均）

図表2-1-8　浮遊粒子状物質の年度別推移（一般局平均）

図表2-1-7　一酸化炭素の年度別推移（一般局平均）

図表2-1-10　６～９時における非メタン炭化水素の年度別推移（一般局平均）
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（２）自動車排出ガス測定局
ア　硫黄酸化物

二酸化いおうは，８年度以降，すべての局で
環境基準を達成している。

各測定局の年平均値は，0.001ppm であり，近
年は低下傾向にある（図表 2 － 1 － 11）。

イ　二酸化窒素
二酸化窒素は，14 年度以降，すべての局で環

境基準を達成している。
各測定局の年平均値は，0.011 ～ 0.020ppm の

範囲（平均値は 0.017ppm）であり，近年は低下
傾向にある（図表 2 － 1 － 12）。

ウ　一酸化炭素
一酸化炭素は，昭和 48 年度以降，すべての

局で環境基準を達成している。
各測定局の年平均値は，0.3 ～ 0.4ppm の範囲

（平均値は 0.4ppm）であり，近年は低い値で横
ばいで推移している（図表２－１－ 13）。

エ　浮遊粒子状物質
浮遊粒子状物質は，19 年度以降，すべての局

で環境基準を達成している。
各測定局の年平均値は，0.019 ～ 0.022mg/㎥

の範囲（平均値は 0.020mg/㎥）であり，近年は
低下傾向がみられる（図表 2 － 1 － 14）。
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図表2-1-12　二酸化窒素の年度別推移（自排局平均）

図表2-1-13　一酸化炭素の年度別推移（自排局平均）

図表2-1-14　浮遊粒子状物質の年度別推移（自排局平均）

図表2-1-11　二酸化いおうの年度別推移（自排局平均）



年度

ベンゼン（単位：㎍／㎥） トリクロロエチレン（単位：㎍／㎥）

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

消防 下幡木 保健所 中村南 消防 下幡木 保健所 中村南

21 0.82 0.76 2.4 1.0 0.94 1.2 1.2 1.3 0.16 0.14 0.11 0.12 0.12 0.39 0.25 0.27

22 0.88 0.66 1.9 0.96 0.86 1.2 0.89 0.98 0.25 0.11 0.089 0.085 0.081 0.39 0.19 0.18

23 0.94 0.84 2.2 1.0 1.1 1.2 1.2 1.2 0.32 0.22 0.16 0.16 0.15 0.64 0.28 0.26

24 0.79 0.69 1.6 1.1 0.97 1.1 1.2 1.4 0.27 0.17 0.25 0.26 0.18 0.66 0.32 0.46

環境基準 3 200

年度

テトラクロロエチレン（単位：㎍／㎥） ジクロロメタン（単位：㎍／㎥）

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

消防 下幡木 保健所 中村南 消防 下幡木 保健所 中村南

21 0.072 0.054 0.065 0.068 0.063 0.074 0.086 0.089 0.62 1.5 1.2 1.3 0.84 1.5 1.0 1.1

22 0.20 0.084 0.100 0.087 0.096 0.12 0.10 0.11 0.61 1.3 0.79 0.96 0.74 1.2 0.79 0.79

23 0.19 0.20 0.18 0.16 0.15 0.20 0.20 0.19 0.91 2.6 0.92 0.73 0.86 1.5 0.83 0.77

24 0.27 0.18 0.15 0.16 0.15 0.18 0.16 0.20 0.74 2.2 0.95 0.85 0.79 1.5 1.1 1.4

環境基準 200 150

年度

アクリロニトリル（単位：㎍／㎥） 塩化ビニルモノマー（単位：㎍／㎥）

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

消防 下幡木 保健所 中村南 消防 下幡木 保健所 中村南

21 0.054 0.059 0.11 0.063 0.065 0.069 0.078 0.066 0.021 0.030 4.6 0.11 0.10 0.025 0.030 0.039

22 0.027 0.027 0.084 0.033 0.036 0.037 0.037 0.033 <0.058 <0.058 1.4 0.13 0.12 <0.058 <0.058 <0.058

23 0.030 0.044 0.038 0.030 0.039 0.040 0.034 0.048 0.057 0.11 1.2 0.18 0.36 0.054 0.067 0.065

24 0.048 0.066 0.24 0.067 0.053 0.067 0.071 0.079 0.024 0.048 0.52 0.085 0.039 0.024 0.028 0.028

指 針 値 2 10

年度

水銀及びその化合物（単位：ng ／㎥） ニッケル化合物（単位：ng ／㎥）

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

消防 下幡木 保健所 中村南 消防 下幡木 保健所 中村南

21 1.8 — 0.90 — — — — 2.3 2.3 — 6.3 — — — — 5.3

22 1.9 — 0.80 — — — — 2.0 2.1 — 4.1 — — — — 2.9

23 1.7 — 2.9 — — — — 2.1 1.5 — 4.2 — — — — 2.6

24 1.6 — 1.3 — — — — 2.1 1.5 — 6.0 — — — — 2.8

指 針 値 40 25

年度

クロロホルム（単位：㎍／㎥） １，２−ジクロロエタン（単位：㎍／㎥）

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

消防 下幡木 保健所 中村南 消防 下幡木 保健所 中村南

21 0.094 0.10 0.30 0.15 0.12 0.12 0.15 0.19 0.14 0.14 4.1 0.23 0.20 0.16 0.17 0.18

22 0.12 0.12 0.15 0.12 0.12 0.13 0.12 0.16 0.15 0.14 1.2 0.21 0.18 0.17 0.16 0.16

23 0.22 0.25 0.18 0.17 0.16 0.21 0.23 0.27 0.16 0.16 0.76 0.27 0.24 0.18 0.19 0.20

24 0.072 0.077 0.13 0.11 0.096 0.10 0.14 0.18 0.12 0.18 0.55 0.24 0.14 0.13 0.15 0.15

指 針 値 18 1.6

年度

１，３−ブタジエン（単位：㎍／㎥） ひ素及びその化合物（単位：㎍／㎥）

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

水戸 日立
神栖

鹿嶋 筑西
土浦

消防 下幡木 保健所 中村南 消防 下幡木 保健所 中村南

21 0.11 0.080 0.37 0.083 0.063 0.17 0.20 0.24 — — — — — — — —

22 0.15 0.096 0.53 0.15 0.094 0.21 0.11 0.18 1.1 — 1.6 — — — — 1.8

23 0.10 0.84 0.20 0.096 0.10 0.12 0.11 0.13 1.7 — 1.1 — — — — 1.3

24 0.064 0.062 0.23 0.095 0.080 0.12 0.15 0.16 1.9 — 1.5 — — — — 1.4

指 針 値 2.5 6

継続的に摂取される場合には人の健康を損な
うおそれがある有害大気汚染物質の実態を把握
するため，９年７月から調査を行っている。

24 年度は 21 物質について調査を行い，環境基
準及び指針値が定められている 12 物質のうち，
環境基準が定められているベンゼン，トリクロロ
エチレン，テトラクロロエチレン及びジクロロメ

タンの４物質はすべての測定局で環境基準以下で
あった。また，指針値が定められているアクリロ
ニトリル，塩化ビニルモノマー，水銀及びその化
合物，ニッケル化合物，クロロホルム，１，２－
ジクロロエタン，１，３－ブタジエン，ひ素及び
その化合物の８物質についても，すべての測定局
で指針値以下であった。

（３）有害大気汚染物質の定期監視測定
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表2-1-15　有害大気汚染物質調査結果（21 ～ 24 年度）

注：－は未測定　指針値：今後の有害大気物質対策のあり方について（第 7 次答申，第 8 次答申，第 9 次答申）による
　　（　）は参考値



区　　　　　　　　　　域

Ｋ　　　　　値

一　　般
排出基準

特　　別
排出基準

茨 城 県
指導Ｋ値

日立市（旧十王町を除く。） 4.5 ― 4.0

土浦市（旧新治村を除く。），阿見町（青宿，廻戸，曙，大室，
竹来，阿見，鈴木，荒川沖，荒川本郷に限る。），かすみがう
ら市（宍倉，上稲吉，下稲吉，新治に限る。）

14.5 ― 11.0

古河市（旧古河市，旧総和町に限る。） 14.5 ― 11.0

ひたちなか市（旧勝田市に限る。） 11.5 ― 9.0

鹿嶋市（旧鹿島町に限る。），神栖市 4.5 2.34 ―

その他 17.5 ― 13.0

１　大気汚染防止対策
県は，大気汚染に係る環境基準の達成・維持

を目的として，各種対策を講じている。
主要な対策としては，「大気汚染防止法」，「生

活環境の保全等に関する条例」及び「大気汚染
防止法に基づき排出基準を定める条例」に基づ
く排出規制，鹿島地域などの主要企業との「公
害防止協定」の締結，立入検査による排出基準
等の遵守指導及びテレメータシステムによる発
生源監視等を実施している。

さらに，県内に設置されている 41 局の大気
環境常時監視測定局からテレメータシステムに
より測定データを収集して大気汚染状況の的確
な把握と，光化学スモッグ注意報発令等の緊急
時における迅速な対応に努めている。

２　工場事業場等の固定発生源対策
（１）法による規制

「大気汚染防止法」により，工場・事業場の
ばい煙（硫黄酸化物，ばいじん，有害物質（カ
ドミウム及びその化合物，窒素酸化物，塩化水
素等））及び揮発性有機化合物を排出する施設
に対しては排出基準が，また，粉じんを発生す
る施設のうち，一般粉じんについては飛散防止
のための施設構造等に関する基準が，特定粉じ

んについては敷地境界基準や特定粉じん排出作
業に係る作業基準が設けられており，それぞれ
の規制が行われている。

また，ばい煙発生施設及び特定物質（アンモ
ニア，シアン化水素等 28 物質）を発生する施設
を設置している者に対し，故障，破損，その他
の事故等が発生し，特定物質が大気中に多量に
排出された場合の応急措置を義務付けている。

（２）条例による規制
「生活環境の保全等に関する条例」では，「大

気汚染防止法」で規制していないコークス炉等
７種類の施設を「ばい煙特定施設」と定め，こ
れらの施設から排出されるシアン化水素，ホス
ゲン及びホルムアルデヒドを有害物質として排
出規制をしている。また，窯業土石製品製造施
設等４種類の施設を「粉じん特定施設」と定め，
シアン化合物，ふっ素化合物，マンガン及び一
般粉じんについても排出規制を行っている。

なお，鹿島地域における塩化水素，ふっ素，
ふっ化水素及びふっ化けい素の排出基準につい
ては，「大気汚染防止法に基づき排出基準を定
める条例」において同法より厳しい上乗せ規制
を行っている。

第２　大気環境保全に関する施策

注１：この表に掲げる地域は，昭和 51 年９月１日における行政区画その他の区域または道路によって表示されたものとする。
　２：特別排出基準は昭和 49 年４月１日以降設置された施設に適用される。
　３：県の指導Ｋ値は昭和 61 年４月１日以降設置された施設に適用される。

Ｋ値規制
施設ごとに煙突の高さに応じた硫黄酸化物許容排出量を求める際に使用する大気汚染防止法で定められた定数である。Ｋ値は区域ごとに定められており，施設

が集合して設置されている区域ほど規制が厳しく，その値も小さい。

用語
解説 29
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立
入
検
査
実
施

事

業

所

数

立
入
検
査
実
施

施

設

数

改

善

指

示
・

指

導

施

設

等

改

善

勧

告
・

命
令
等
施
設
数

ば い 煙 発 生 施 設 428 1,986 237 0

揮発性有機化合物排出施設 35 114 5 0

一般粉じん発生施設 30 435 5 0

硫黄酸化物 窒素酸化物 ばいじん 塩化水素 揮発性有機化合物 計

測定項目別施設数 ２
（０）

２
（０）

２
（０）

２
（０）

1
（1）

３
（1）

（３）工場・事業場

注：（　）は排出基準不適合数

ウ　発生源監視テレメータによる常時監視
鹿島臨海工業地帯を中心とした県内の硫黄酸

化物総排出量が 100N㎥ /h 以上の大規模ばい煙
発生事業所については，発生源監視テレメータ
システムにより硫黄酸化物，窒素酸化物等の排
出状況等を常時監視している（25 年３月末現在
７工場）。

これにより，「公害防止協定」の遵守状況や，
緊急時におけるばい煙等の削減措置の要請等を
行える体制を整えている。

エ　緊急時のばい煙等削減措置の要請
24 年度の光化学オキシダント（光化学スモッ

グ）緊急時協力工場等（光化学スモッグ注意報発
令時に燃料使用量等の削減を要請するため登録さ
れている工場等）は 271 工場・事業場であった。

（４）有害大気汚染物質対策
継続的に摂取された場合に人の健康を損なう

おそれがある有害大気汚染物質の排出を抑制す
るため，ベンゼン，トリクロロエチレン及びテ
トラクロロエチレンの排出施設を設置又はこれ
らの物質を取り扱っている工場・事業場に対し，
立入調査や改善措置の指導を行った。

なお，ベンゼンについては，「鹿島地区にお
ける地域自主管理計画（13 年９月策定）」に基
づく削減に向けた自主的取組を進め，目標削減
率（15 年度までに排出量を 11 年度比で 72％削
減）を 14 年度に達成した。

（５）大気汚染の緊急時対策
19 年度より県庁で稼働させている茨城県大気

汚染常時監視システムにより迅速な緊急時対応
を図っている。

なお，測定データは速報値として，インター
ネットにより常時公開している。

また，光化学スモッグ情報については，携帯
電話向けホームページでも常時公開している。

ア　硫黄酸化物
大規模発生源が集中している日立地域と鹿島

地域を硫黄酸化物の緊急時発令地域とし，硫黄
酸化物の濃度が一定以上になったときは，地域
ごとに緊急時の発令をし，発令基準に従い協力
工場に対し排出されるばい煙量の削減を要請す
ることとしている。なお，緊急時の情報は，昭
和 61 年度に３回発令されたが，それ以降発令
はない。

ア　ばい煙の排出に係る指導基準による指導
ばい煙の排出規制を図るため，燃料の使用，

指導 K 値及びばい煙の排出口の高さに関する指
導基準を設定し指導を行っている。

イ　立入検査
「大気汚染防止法」及び「生活環境の保全等

に関する条例」に基づく規制基準並びに「公害
防止協定」の遵守状況を確認するため，随時，
工場・事業場の立入検査（調査）を実施し，必
要に応じ適切な改善措置を講じるよう指導して
いる。24 年度は，県内のばい煙発生施設等を対
象に延べ 493 工場・事業場の 2,535 施設につい
て一般立入検査を行い，規制基準の遵守，施設
管理の徹底等を指導した。また，３工場・事業
場の３施設についてばい煙濃度測定を含む立入
検査を行った。
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図表2-1-17　立入検査実施結果（24年度）

図表2-1-18　ばい煙量等測定立入検査実施結果（24年度）
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イ　光化学オキシダント
（ア）緊急時対策

昭和 53 年４月に制定した「光化学スモッグ
対策要綱」（対象は 25 年３月末現在 14 地域 40
市町村）に基づき，気温が高く日射が強いこと
などからオキシダント濃度が高くなる４月から
10 月までを光化学スモッグ発令期間として，光
化学スモッグ発生予測を行い，当日情報，翌日
情報をラジオ，新聞等の報道機関を通じて広く
県民に周知している。

光化学オキシダント濃度が一定の基準（１時
間値が 0.12ppm）以上で，気象状況から汚染の
状態が継続すると予想される場合には注意報等
を発令し，①住民や工場・事業場に対する迅速
な情報伝達，②緊急時協力工場・事業場に対す
る燃料使用量等の削減措置の要請，③自動車の
使用者若しくは運転者に対する運行の自粛につ
いての協力要請等の緊急時対策措置を講じてい
る。

また，全国の大気汚染状況及び光化学オキシ
ダント緊急時の発令状況をリアルタイムで収
集，配信する大気汚染物質広域監視システム（愛
称：そらまめ君）に参加している。当システム
の情報はインターネットにより一般公開されて
おり，全都道府県が参加している。

19 年度に，光化学スモッグ緊急時発令にお
ける判断時間の短縮化や通報体制の見直しを行
い，その情報が教育関係機関をはじめ，県民へ
いち早く伝達されるようになった。

（イ）光化学スモッグの発令状況
24 年度の注意報発令日数は３日で，23 年度（２

日）に比較して１日増加した。
なお，24 年度の被害届出は０件であった。
本県において光化学スモッグ対策を開始した

昭和 47 年度以降の注意報発令日数が最も多かっ
たのは，12 年の 23 日であった。

また，全国における注意報等の緊急時発令状
況は，24 年度が 17 都府県で延日数 53 日となり，
23 年度の 18 都府県の延日数 82 日と比べて発生
都道府県数，発令延日数ともに減少した。
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図表2-1-19　光化学スモッグ注意報発令日数の推移

図表2-1-20　光化学スモッグ注意報発令日数の推移



電気 メタノール CNG ハイブリッド 計
（a）

登録自動車数
（b） （a）/（b）

20 年度末 4 1 131 16,057 16,193 1,627,166 1.00%

21 年度末 3 0 130 29,906 30,039 1,610,009 1.87%

22 年度末 95 0 131 42,819 43,045 1,600,362 2.69%

23 年度末 316 0 133 61,276 61,725 1,605,215 3.85%

24 年度末 626 0 130 87,438 88,194 1,651,913 5.34%

（１）自
※

動車排出ガス対策
県では，大気汚染物質や CO₂ の排出の少ない

低
※

公害車の普及促進を図るため，県公用車にハ
イブリッド車等を率先して導入している。

なお，自動車排出ガス対策の推進については，
「生活環境の保全等に関する条例」において，
県民の努力義務として環境負荷の少ない自動車

（低公害車）の使用促進や駐車時のアイドリン
グストップなどを規定している。

（２）啓発等の推進
県ではふんわりアクセルやアイドリングス

トップを含むエコドライブを運輸団体，経済団
体，行政などの 24 団体からなる「いばらきエ
コドライブ推進協議会」を設置して，官民一体
となって普及促進に努めている。また，環境省
が実施している星空観察など身近な自然環境を
通じて大気環境に親しめる事業への参加を呼び
かけている。

３　自動車等の移動発生源対策

第３　大気環境保全に関する今後の取り組み
１　有害大気汚染物質対策

大気環境の常時監視体制の充実や工場・事業
場の立入検査等を引き続き行うとともに，次の
施策について取り組んでいく。
・工場・事業場等固定発生源対策

大気汚染による公害の未然防止を図るため，
「大気汚染防止法」，「生活環境の保全等に関す
る条例」及び「公害防止協定」に基づく工場・
事業場の立入検査を実施し，ばい煙発生施設等
に係る硫黄酸化物等の規制基準の遵守状況の確
認及び必要な施設の改善指導等を行う。

また，発生源常時監視システムにより，大規
模事業所のばい煙発生状況の常時監視を行う。

有害大気汚染物質による健康影響の未然防止
を図るため，物質の有害性や大気環境濃度から
みて健康リスクが高いとされる優先取組物質

（ベンゼン等 23 物質）について，大気環境の実
態を把握するためモニタリング調査を実施す
る。

自動車排出ガス
自動車の内燃機関から排出されるガスをいう。その排出ガス中には汚染物質として，一酸化炭素，炭化水素，窒素酸化物，粒子状物質がある。

低公害車
従来のガソリン車やディーゼル車に比べて，NOx，粒子状物質，CO₂ といった大気汚染物質や温室効果ガスの排出が少ない，又は全く排出しない自動車のこと。
電気自動車，天然ガス車，メタノール車，ガソリンエンジン等と電気モーターを組み合わせたハイブリッド車などがある。

用語
解説

２　光化学スモッグ，硫黄酸化物緊急時対策
光化学スモッグ及び硫黄酸化物については，人

の健康や生活環境に被害が生ずるおそれがある濃
度に上昇した場合，被害を未然に防止するため，
工場等に対し，ばい煙排出量の削減等の措置を要
請するほか，県民に対しては，ホームページやメー
ル配信で広報するとともに，報道機関及び市町村
の協力を得て，注意報などの緊急時発令や汚染状
況についての迅速な周知を図る。

３　微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）対策
微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）の濃度が高くなる

と予想される場合には，ホームページやメール
配信などで注意喚起を実施する。

４　自動車等の移動発生源対策
「いばらきエコドライブ推進協議会」を通じ

て，エコドライブを普及促進し，また，「生活
環境の保全等に関する条例」に基づき，ハイブ
リッド車など，環境への負荷が少ない自動車の
普及啓発に努めるとともに，停車時のアイドリ
ングストップや共同利用など自動車の効率的な
使用等を促進する。
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図表2-1-21　県内の低公害車登録台数

資料：国土交通省関東運輸局資料により作成



トピックス 微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）に係る注意喚起の実施

「注意喚起のための暫定的な指針」に基づき，県では，「茨城県微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）に係
る注意喚起実施要領」を策定し，微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）の濃度が高くなると予想される場合
には，県内全域を対象として，ホームページやメール配信などで注意喚起を行っています。

◆　微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）とは
大気中に浮遊している 2.5µm（１µm ＝１mm の

千分の１）以下の非常に小さな粒子のことです。

◆　微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）の監視
平成 24 年度から，県内６ヵ所において連続測定

を実施しています。
水戸市（水戸石川測定局）
土浦市（土浦保健所測定局）
鹿嶋市（鹿島宮中測定局）
神栖市（神栖消防測定局）
神栖市（波崎太田測定局）
古河市（古河市役所測定局）

◆　注意喚起のための暫定的な指針
環境省が平成 25 年２月に設置した「微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）に関する専門家会合」におい

て設定した指針で，「注意喚起のための暫定的な指針値（暫定指針値）」や「注意喚起判断基準」
などが示されています。

・暫定指針値：１日平均値が 70µg/㎥
※ＰＭ 2.5 の暴露によって健康影響を生じる可能性が高くなると推測できる値  

・注意喚起判断基準：午前５，６，７時の３時間平均値が 85µg/㎥
※ＰＭ 2.5 濃度が暫定指針値を超える可能性が高いと判断される値

◆　微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）の濃度が高くなると予想される場合とは
県内６測定地点のうち，１地点でも，注意喚起判断基準を超えた場合です。

注意喚起が行われた場合の行動の目安

・屋外での長時間の激しい運動や外出をできるだけ減らすこと。
・屋内において換気や窓の開閉を必要最小限にするなど，外気の侵入をできるだけ少なく

すること。
・特に，呼吸器系や循環器系疾患のある方，小児，高齢者等は，体調に応じて，より慎重

に行動すること。

微小粒子状物質（ＰＭ 2.5）自動測定器
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年度
町村名：測定地点 20 21 22 23 24 環境基準

短

期

測

定

茨 城 町
県 立 消 防 学 校 53 63 47 64 59 −

広 浦 放 射 能 局 舎 60 66 67 65 65 70

小 美 玉 市
隠 谷 公 民 館 57 58 61 55 60 70

下 吉 影 南 原 公 民 館 72 71 79 74 70 70

鉾 田 市
旭 ス ポ ー ツ セ ン タ ー 66 68 67 69 69 70

当 間 小 学 校 67 67 65 63 66 70

行 方 市
南原生活改善センター 63 64 67 63 65 70

手 賀 小 学 校 58 59 64 61 60 70

かすみがうら市 田伏中台総合センター 64 71 66 62 64 70

大 洗 町 神 山 集 落 セ ン タ ー 59 61 63 60 62 −

自 動 測 定 局
鉾 田 局（ 鉾 田 市 紅 葉 ） 88 91 88 87 88 70

小川局（小美玉市与沢） 85 89 85 84 85 70

（１）騒音の現況
24 年度の騒音に係る県及び市町村での苦情受

付件数は 316 件となっており，典型７公害に対
する苦情総数のうち 20.6％を占めている。発生
源としては建設業の占める割合が多い。

（２）航空機騒音の現況
本県では，成田国際空港及び百里飛行場（航

空自衛隊百里基地）等の周辺地域が航空機騒音
の影響を受けている。

ア　成田国際空港の航空機騒音
県は，成田国際空港で離着陸する航空機によ

る騒音について，環境基準（70 W
※

ECPNL 以下）
の達成状況を把握するため，固定測定局 10 箇
所，短期測定 12 箇所で航空機騒音の調査を行っ

ている。24 年度の調査の結果，調査地点 22 地
点において環境基準を達成した。

イ　百里飛行場の航空機騒音
県は，百里飛行場周辺の航空機による騒音に

ついて，環境基準（70 WECPNL 以下）の達成
状況を把握するため，固定測定局２箇所，短期
測定 10 箇所で航空機騒音の調査を行っている。
24 年度の調査の結果，調査地点 12 地点中２地
点で環境基準を超過したが，当該地点は「防衛
施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」に
基づき民家防音工事等の施策が実施されてい
る。

第４　騒音・振動対策
１　騒音・振動の現状

WECPNL
環境基準を評価する際に使われている航空機騒音の指数でうるささ指数ともいう。航空機の騒音レベルのほかに時間帯別の騒音発生回数を組み合わせて算出

する。

用語
解説34
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図表2-1-22　百里飛行場航空機騒音調査結果

注１：自動測定局は通年の実測値
　２：自動測定局以外の測定地点においては，各地点の実測値と同時期における自動測定局の実測値の差と，自動測定局の年間値を合計したも

のを年間推定値としている。



※指定地域のうち百里飛行場の敷地は除く。

（３）東北新幹線鉄道騒音の現況
昭和 57 年６月に運転を開始した東北新幹線

鉄道は，本県内の古河，五霞地区 10.4km を通
過している。

県が環境基準の達成状況を把握するため沿線
４地点の８測定点で実施した 24 年度の調査結
果では，全ての地点で環境基準（70 デ

※

シベル）
を達成した。

（４）自動車騒音の現状
県では，道路に面する地域における住居等が

受ける自動車騒音の影響状況を把握するため，
計画的に自動車騒音の常時監視を行っている。

24 年度は，15 の幹線道路の評価区間のうち，
７区間で昼夜とも環境基準を達成している。

また，15 評価区間における住居数は，2,489
戸であり，そのうち昼夜とも環境基準を達成し
た住居数は 2,253 戸（90.5％）である。

（５）振動の現況
24 年度の振動に係る県及び市町村での苦情受

付件数は 25 件となっており，典型７公害に対
する苦情総数のうち 1.6％を占めている。発生源
としては建設業の占める割合が多い。

２　騒音・振動対策
（１）環境基準の類型当てはめ

騒音については，一般居住環境，自動車騒音，
航空機騒音，新幹線鉄道騒音のそれぞれに対し
て，地域の土地利用状況や時間帯に応じて類型
分けした環境基準が定められている。

本県では，市町村の意見を踏まえ，一般騒音
についてこれまでに水戸市をはじめ県内すべて
の市町村において，一般地域及び道路に面する
地域について A 類型，B 類型及び C 類型の当
てはめを行っている。

（２）騒音規制法による規制
「騒音規制法」では生活環境を保全する観点

から，住居が集合している地域，病院又は学校
の周辺地域その他住民の生活環境を保全する必
要がある地域について，工場・事業場及び建設
作業騒音の規制の対象となる地域を指定し，規
制を行っている。著しい騒音を発生する施設と
して法の対象となっている施設（特定施設）を
設置する指定地域内の工場等は設置の届出や規
制基準の遵守が義務づけられている。県内の地

域指定状況は図表 2 − 1 − 23 のとおりである。

ア　工場・事業場騒音
指定地域内の特定施設の届出は，25 年３月

31 日現在 21,291 施設あり，空気圧縮機及び送風
機が 58.0％，金属加工機械が 25.6％を占めてい
る。

工場・事業場に係る騒音対策指導は，住宅等
が近接している中小規模の工場に関するものが
多い。

イ　建設作業騒音
指定地域内の 24 年度の特定建設作業実施の

届出は，さく岩機を使用する作業が 42.7％，バッ
クホウを使用する作業が 26.4％，くい打機を使
用する作業が 16.1％となっており，この 3 つで
大部分を占めている。

（３）条例による騒音規制
「生活環境の保全等に関する条例」では，法

の規制対象となっていない地域における工場・

デシベル（dB）
音の強さなどの物理量をある標準的な基礎量と対比して，相対的な比較検討を行うのに用いる単位のことであり，騒音や振動等のレベルを表すのに用いる。
騒音を耳の感覚に合うように補正した音の「大きさ」をはかる単位をデシベル（dB）という。
振動の場合は，感覚に合うように補正した鉛直振動加速度の「大きさ」をはかる単位を dB といっている。

用語
解説 35

第
二
章　

地
域
環
境
保
全
対
策
の
推
進

第
一
節　

大
気
環
境
の
保
全

図表2-1-23　騒音規制法に基づく地域指定状況図（25年３月31日現在）



事業場及び建設作業から発生する騒音につい
て，法と同様の規制を実施し，特定施設等につ
いて届出を義務付けるとともに，騒音発生施設
の内容を審査することにより公害発生の未然防
止を図っている。

（４）航空機騒音防止対策
県は，「環境基本法」に基づき成田国際空港

及び百里飛行場の周辺地域に航空機騒音の環境
基準類型を指定し，騒音の実態調査を行ってい
る。航空機騒音対策として機材改良等の発生源
対策や補償等の空港周辺対策等が，国，空港設
置者，県等において行われている。

（５）東北新幹線鉄道騒音防止対策
県は，昭和 53 年３月に県内の区間について

環境基準の地域類型を指定し，開業以来，毎年
新幹線鉄道騒音の実態調査を実施している。そ
の結果，環境基準が達成していない地点がある
ため，「東北・上越・北陸新幹線，高速自動車
道公害対策 10 県協議会」を通して東日本旅客
鉄道（株）等関係機関に対策の推進を要望して
いる。

なお，東日本旅客鉄道（株）は，「75dB 対策」
として，騒音レベル 75 デシベル以下を目標に，
騒音防止壁の設置等の騒音防止対策を実施して
いる。

（６）振動防止対策
ア　振動規制法による規制
「振動規制法」では生活環境を保全する観点か

ら，住居が集合している地域，病院又は学校の
周辺の地域その他住民の生活環境を保全する必
要がある地域について，工場・事業場及び建設
作業振動の規制の対象となる地域を指定し，規
制を行っている。著しい振動を発生する施設と
して法の対象となっている施設（特定施設）を
設置する指定地域内の工場等は設置の届出や規
制基準の遵守が義務づけられている。県内の地
域指定状況は図表 2 − 1 − 24 のとおりである。

イ　工場・事業場振動
指定地域内の特定施設の届出は，25 年３月

31 日現在で，9,423 施設あり，圧縮機が 41.6％，
金属加工機械が 39.2％を占めている。

工場・事業場に係る振動問題は，騒音と同様
に中小規模の工場に関するものが多い。

ウ　建設作業振動
指定地域内の 24 年度の特定建設作業実施の

届出は，ブレーカーを使用する作業が 69.2％，
くい打機を使用する作業が 25.9％となっており，
この２つで大部分を占めている。

建設作業に伴い発生する振動は一般に長期に
わたることは少ないが，工場等から発生する振
動に比べ振動レベルが高いことが多いことか
ら，感覚的影響に加え建物等の物的被害を及ぼ
す場合がある。

エ　条例による規制
「生活環境の保全等に関する条例」では法に

基づく地域指定をしていない地域（工業専用地
域等）における工場・事業場及び建設作業から
発生する振動について，法と同様の規制を実施
し，特定施設等について届出を義務付けるとと
もに，振動発生施設の内容を審査することによ
り公害発生の未然防止を図っている。
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図表2-1-24　振動規制法に基づく地域指定状況図（25年３月31日現在）



３　今後の取り組み
（１）騒音の発生源の規制と指導

「環境基本法」に基づく騒音に係る環境基準
について，その達成・維持に努めるとともに，「騒
音規制法」及び「生活環境の保全等に関する条
例」に基づき規制の徹底を図る。

（２）航空機騒音対策
航空機騒音に係る環境基準を達成するため，

成田国際空港及び百里飛行場に係る航空機騒音
の実態調査を行い，調査結果により，国等関係
機関に対し騒音防止対策の推進を要望する。

（３）東北新幹線鉄道騒音対策
新幹線鉄道騒音に係る環境基準を達成するた

め，東北新幹線鉄道に係る騒音等の実態調査を
行い，調査結果により，東北・上越・北陸新幹線，
高速自動車道公害対策 10 県協議会を通して関
係都県と連携し，東日本旅客鉄道（株）等関係
機関に対し騒音防止対策の推進を要望する。

（４）自動車騒音実態調査
幹線道路において，自動車騒音の常時監視を

実施し，環境基準達成状況の評価を行い，自動
車騒音対策に資する。

（５）振動防止対策
「振動規制法」及び「生活環境の保全等に関

する条例」に基づく規制の徹底を図る。

第５　悪臭対策
１　悪臭の現状

24 年度の悪臭に係る県及び市町村での苦情件
数は，450 件となっており，典型７公害に対す
る苦情総数のうち 29.3％を占めている。発生源
別としては畜産農業の占める割合が多い。

2　悪臭防止に関する施策
（１）悪臭防止法による規制

「悪臭防止法」の規定では，市長もしくは知
事（町村）が住民の生活環境を保全すべき地域
を指定し，地域内の工場・事業場の事業活動に
伴って発生する悪臭物質の排出を規制する規制
基準を設定することとしており，現在 22 物質
が指定されている。

また，７年４月に同法の一部が改正され，従
来の悪臭物質の排出濃度による規制方式に加え
て，複合臭や特定悪臭物質以外の悪臭物質に対
応するため，嗅覚測定法による規制方式「臭気
指数規制」が導入された。

本県では，８年に全国に先駆けて筑西市（旧
下館市）において臭気指数による規制が導入さ
れ，その後常陸大宮市（19 年４月），龍ケ崎市（24
年４月），利根町（24 年４月）においても導入
されている。

なお，県内の地域指定状況は図 2 − 1 − 25
のとおりである。
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図表2-1-25　悪臭防止法に基づく地域指定状況図（25年３月31日現在）



測定区分 測定主体 測定実施件数 規制基準超過件数

機 器 分 析 法
県 0 0

市 町 村 23 2

嗅 覚 測 定 法
県 0 0

市 町 村 20 0

（２）条例による規制
「生活環境の保全等に関する条例」では，豚舎，

鶏舎等６施設を悪臭に係る特定施設として届出
を義務付け，施設管理基準を設定している。

（３）立入検査等
悪臭に係る苦情のある又は悪臭を発生させる

おそれのある工場・事業場については，法令に
基づく立入検査及び悪臭に係る測定調査を行
い，改善指導を行っており，24 年度に実施した
悪臭に係る測定調査の結果は，図表 2 － 1 － 26
のとおりである。

3　今後の取り組み
「悪臭防止法」に基づく規制基準遵守の徹底

を図るとともに，発生源の規制・指導に努める。
また，市町村を対象に測定方法等の研修を行

い，悪臭防止対策の推進を図る。

第６　アスベスト対策
１　アスベストの現状

アスベスト（石綿）は，天然の鉱物繊維であり，
熱，摩擦，酸やアルカリにも強く，丈夫で変化
しにくいため，我が国でも 1890 年代から輸入
され，建築材料をはじめ様々な工業製品に使用
されてきたが，その繊維は，目に見えないほど
細く，軽いため飛散しやすく，それらを吸入す
ると，肺がんや悪性中皮腫などの原因となる。

なお，アスベストの約９割は建材製品として
使用されており，今後，それらの建築物が解体・
更新の時期を迎えることから，飛散防止対策の
徹底を図っていく必要がある。

２　アスベスト対策
（１）飛散防止対策

吹付けアスベスト等が使用されている建築
物・工作物の解体等を行う場合には，「大気汚
染防止法」により届出が義務付けられており，
24 年度においては 165 件の届出を受理し審査を
行ったほか，法に定める作業基準の遵守状況を
確認するため，128 件の解体等現場に立入検査
を実施するなど，飛散防止対策を講じている。

（２）一般大気中のアスベスト濃度調査
県内の大気中のアスベスト濃度を把握するた

め，住居地域の大気中のアスベスト濃度測定を
24 年８月と 25 年１月に行った。結果は１リッ
トル中 0.09 本～ 0.16 本の範囲となっており，低
濃度であった。

（３）アスベスト対策連絡会議
アスベスト問題に関し，各部局が連携して総

合的な対策を行うため，各部局の関係課で構成
されるアスベスト対策連絡会議を設置してい
る。

（４）健康被害救済対策
アスベストは吸引から健康被害が生じるまで

の潜伏期間が長いこと，また，アスベスト製品
等製造工場や解体現場等で働いていた労働者の
みならず，その家族や近隣住民にも健康被害が
生じていることから，18 年２月に「石綿による
健康被害の救済に関する法律」が制定され，労
災補償の対象とならない者を対象とした救済制
度が創設され，県内 12 箇所の保健所で申請受
付を行っている。

県内の申請受付状況は，25 年３月末現在累計
で 157 件であった。

３　今後の取り組み
「大気汚染防止法」に基づき解体等現場への

立入検査を実施し，作業基準等の遵守状況の確
認及び必要な改善指導を行う。

また，一般大気中のアスベスト濃度調査を引
き続き実施する。

さらに，「石綿による健康被害の救済に関す
る法律」に基づき，労災補償の対象とならない
健康被害者の救済のため，引き続き県内 12 箇
所の保健所で認定申請の受付を行う。
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図表2-1-26　悪臭に係る測定調査実施状況（24年度）



第２節　水環境の保全
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◇公共用水域の環境基準の達成率（24年度）
　河川（BOD）70.5％　　海域（COD）100％

第１　水環境の現状
本県は，利根川，鬼怒川，那珂川，久慈川等

の河川をはじめ，全国第２位の広さを有する
霞ヶ浦，さらには，水産資源の豊富な海域等の
豊かな水環境を有している。

県は，これらの水域の水質保全の行政目標と
して，環境基準の水

※

域類型の指定を行い，この
基準の維持達成に向けて，「水質汚濁防止法」
や「生活環境の保全等に関する条例」等に基づ
き工場・事業場の排水規制や生活排水対策等を
行っている。

水質の概況について見ると，生活排水の流入
が多い一部の中小河川では依然として改善が十
分ではない。また，湖沼では，霞ヶ浦・涸沼・
牛久沼の水質は近年横ばい又は改善傾向にある
ものの，十分な改善には至っていない。

このため，湖沼については，水質保全計画を
策定し，各種水質浄化対策を総合的・計画的に
実施している。

１　公
※

共用水域の水質測定結果
水質保全行政の目標として，「環境基本法」

に基づき人の健康を保護し生活環境を保全する
うえで望ましい基準（水質汚濁に係る環境基準）
が設定されている。

このうち，人の健康の保護に関する環境基準
（健

※

康項目）は，カドミウム等の重金属類，ト
リクロロエチレン等の有機塩素系化合物，シマ
ジン等の農薬類等 27 項目について，全国一律
の基準値が定められている。

また，生活環境の保全に関する環境基準（生
※

活環境項目）は，河川，湖沼及び海域別に利用
目的に応じて設定される水域類型ごとに水素イ
オン濃度（pH），B

※

OD 等について基準値が定め
られており，その基準は類型を指定した水域に
適用されている。

（１）環境基準の達成状況
24 年度の公共用水域の水質測定として，健康

項目では河川 101 地点，湖沼 19 地点及び海域７
地点の計 127 地点において測定した結果，すべ
ての項目で環境基準を達成することができた。

また，生活環境項目のうち，水質汚濁を判断
する代表的な指標である BOD（河川に適用），
C
※

OD（湖沼・海域に適用）については，類型指
定されている 115 水域のうち環境基準を達成し
たものは 84 水域（達成率は 73.0％）であった。

水域類型
水質汚濁に係る環境基準のうち，BOD，COD，窒素，りんなどの生活環境の保全に関する環境基準については，河川，湖沼，海域別に利水目的に応じた類型

を設けている。各公共用水域に水域類型の当てはめを行うことにより該当水域の環境基準が具体的に示される。利根川（霞ヶ浦を含む），那珂川，鬼怒川など２
都道府県以上にまたがる重要な河川や湖沼，海域については，原則として国が，その他の水域は都道府県知事があてはめを行う。

公共用水域
水質汚濁防止法で「河川，湖沼，港湾，沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共溝渠，かんがい用水路その他公共の用に供される水路

をいう。ただし，下水道法で定めている公共下水道及び流域下水道であって，終末処理場を有しているもの，また，この流域下水道に接続されている公共下水道
は除く。」とされている。

健康項目
水質汚濁物質の中で，人の健康に有害なものとして定められた物質。主なものとしては，シアンや蓄積性のある重金属類（カドミウム，水銀，鉛など），科学

技術の進歩で人工的に作り出した物質（PCB）などがある。環境中の濃度については，人の健康の保護に関する環境基準により物質ごとに定められている。工
場などからの排水中に含まれる有害物質の量は，物質ごとに排水基準として排出許容限度が定められている。

生活環境項目
水質汚濁物質の中で，生活環境に悪影響を及ぼすおそれがあるものとして定められている項目であって，pH，DO，BOD，COD，SS（直径２mm 以下の水

に溶けない懸濁性の物質），大腸菌群数などが定められている。環境基準は，河川，湖沼，海域別に，水道，水産，産業用水，工業用水，水浴などの利用目的によっ
て基準が定められ，排水基準においても健康項目と同様に項目別に定められている。

BOD（生物化学的酸素要求量）
水中の有機物が微生物により分解されるときに消費される酸素の量をいう。数値が大きいほど汚濁が進んでいることを示す。河川の汚濁の程度を表すのに用い

られる。
COD（化学的酸素要求量）

水中の被酸化性物質を酸化剤（過マンガン酸カリウム）で酸化し，その際に消費される酸素量を表す。数値が大きいほど汚濁が進んでいることを示す。湖沼や
海の汚濁の程度を表すのに用いられる。

用語
解説
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図表2-2-1　 BOD（COD）の環境基準達成率の推移及び
河川全水系の水質（BOD年平均値）の推移



年度
水系 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度

多 賀 水 系 1.0 0.8 1.2 0.9 1.1 1.2

新 川 水 系 1.7 2.1 1.6 1.5 1.6 1.6

久 慈 川 水 系 1.1 1.1 1.1 0.9 1.0 1.3

那 珂 川 水 系 1.8 1.9 1.6 1.6 1.5 2.0

利 根 川 水 系 2.5 2.0 2.2 1.9 2.3 2.4

利 根 川 水 域 3.1 2.1 2.6 2.4 2.6 2.8

鬼 怒 川 水 域 1.6 1.5 1.2 1.0 1.4 1.8

小 貝 川 水 域 2.5 2.2 2.1 1.7 1.9 2.1

霞 ヶ 浦 水 域 2.5 2.1 2.2 1.7 2.3 2.6

北 浦 水 域 1.8 1.7 2.0 1.7 2.3 2.3

常陸利根川水域 2.7 2.5 2.8 2.5 3.2 2.8

全水系の平均 2.0 1.7 1.8 1.6 1.8 2.1

（２）水域別の水質状況
ア　河川（BOD）

24 年度の環境基準の達成率は 23 年度に比べ
て 7.9 ポイント低下した。河川全体の BOD（年
間平均値）は 23 年度より上昇したが，原因と
して，24 年度の降水量が減少していることも要
因の一つと考えられる。なお，新川水系，久慈
川水系では，良好な水質を維持している。

一方で，霞ヶ浦等に流入する生活排水の汚濁
負荷割合の高い一部の中小河川においては水質
の改善が十分ではなく，霞ヶ浦に係る湖沼水質
保全計画（第６期）に基づき対策を進めている。

イ　湖沼（COD）
本県の代表的な湖沼としては，霞ヶ浦，涸沼

及び牛久沼がある。
霞ヶ浦の COD（年間平均値）は 24 年度 7.8mg/ℓ

であり，23 年度の 8.2mg/ℓに比べ改善した。
涸沼は 24 年度 6.1mg/ℓであり，23 年度の 5.9 

mg/ℓに比べやや上昇したが，長期的には，横ば
いであった。牛久沼は，24 年度 8.1mg/ℓであり，
23 年度の 7.5mg/ℓに比べ，上昇した。

ウ　海域（COD）
24 年度は 22 水域すべてで環境基準を達成（達

成率 100％）した。

40

第
二
章　

地
域
環
境
保
全
対
策
の
推
進

第
二
節　

水
環
境
の
保
全

図表2-2-2　 河川の水系別水質の推移（BOD年間平均値） （単位：㎎ /ℓ）



水浴場名 所在市町 開設前 開設中

磯原二ツ島 北茨城市 − −

高　萩 高萩市 B A

伊師浜 日立市 A B

川　尻 日立市 A A

会　瀬 日立市 A A A A

河原子 日立市 A A A A

水　木 日立市 A A A A

久慈浜 日立市 A A A A

阿字ケ浦 ひたちなか市 B B

平　磯 ひたちなか市 B B

姥の懐マリンプール ひたちなか市 B B

大　洗 大洗町 B A

大洗サンビーチ 大洗町 B B

大竹海岸鉾田 鉾田市 B B

下　津 鹿嶋市 A A B

平　井 鹿嶋市 A A B

日川浜 神栖市 B B

波　崎 神栖市 A A B

（３）海水浴場の水質の状況
本県の約 180km の海岸線には，24 年度におい

ては磯原二ツ島海水浴場を除く 17 か所の海水浴
場が開設された。

24 年度の遊泳期間前及び遊泳期間中における
水質は，環境省の水浴場の水質判定基準による
と，すべての海水浴場が水浴場として適当な水
質であった。

（４）ゴルフ場周辺環境調査結果
「茨城県ゴルフ場における農薬の安全使用等

に関する指導要綱」に基づき，元年度から指導
要綱対象ゴルフ場で立入調査及び水質調査を実
施している。

24 年度は，指導要綱対象ゴルフ場 135 場のう
ち 20 場を対象に，農薬の適正使用に関する指導
を実施した。また，５場の排水口等において水
質調査を実施したところ，暫定指導指針値（２
年環境省通知）を超過したものはなかった。

県内の地下水質の概況を把握するため，元年度
から県内各地で地下水質の調査を実施している。

24 年度は，県内 39 市町村 87 地点（井戸）（県
66 地点，水戸市７地点，笠間市３地点，ひたち
なか市２地点，つくば市３地点，筑西市３地点，
国土交通省３地点）の民家の生活用井戸などを
対象に，ひ素やトリクロロエチレンなど 28 項目

について調査を行い，これらの物質が検出され
た地点では，周辺の井戸を対象に，より詳細な
調査を実施した。

また，元年度からの調査で，ひ素，トリクロ
ロエチレン等が環境基準を超過していた地点に
ついては，経年的な推移を把握するため，継続
監視調査を実施した。

２　地下水の水質測定結果
（１）地下水質の状況
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図表2-2-3　海水浴場水質調査結果（24年度）



類　　型 水生生物の生息状況の適応性 全亜鉛
（㎎ /ℓ以下）

ノニルフェノール
（㎎ /ℓ以下）

河

川

及

び

湖

沼

生 物 A イワナ，サケマス等比較的低温域を好む水生生物及びこれら
の餌生物が生息する水域 0.03 0.001

生物特A 生物 A の水域のうち，生物 A の欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 0.03 0.0006

生 物 B コイ，フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこれらの餌生
物が生育する水域 0.03 0.002

生物特B
生物 A 又は生物 B の水域のうち，生物 B の欄に掲げる水生
生物の産卵場（繁殖場）又は，幼稚仔の生育場として特に保
全が必要な水域

0.03 0.002

海
域

生 物 A 水生生物の成育する水域 0.02 0.001

生物特A 生物 A の水域のうち，水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼
稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 0.01 0.0007

県内 87 井戸で調査した結果，80 井戸で環境
基準を達成し，達成率は 92.0％であった。環境
基準を超過した井戸は，硝酸性窒素及び亜硝酸
性窒素が５井戸（水戸市，龍ケ崎市，常総市，
八千代町，境町），ひ素が２井戸（鹿嶋市，神栖市）
であった。

また，測定した物質が検出された地点（硝酸
性窒素及び亜硝酸性窒素については環境基準を
超過した地点）については，周辺の調査を実施

した。その結果，ひ素が 11 井戸で，硝酸性窒
素及び亜硝酸性窒素が 19 井戸で環境基準を超
過した。

元年度以降環境基準を超過した 40 市町村 250
井戸で実施した継続監視調査では，ひ素が 31 井
戸，四塩化炭素が２井戸，トリクロロエチレン
が１井戸，テトラクロロエチレンが 20 井戸，硝
酸性窒素及び亜硝酸性窒素が 92 井戸，ふっ素が
１井戸で環境基準を超過した。

水環境の保全には水生生物を含めた生態系の
保全が必要であることから，国は 15 年度に，有
用な水生生物及びその餌生物並びにそれらの生
息又は生育環境の保全を目的として，「水生生
物の保全に係る水質環境基準」を設定した。基
準項目として 24 年度末現在「全亜鉛」及び「ノ
ニルフェノール」が指定されている。

これを受けて県は，水質や魚介類の生息状況
等の調査を行い，19 年度に多賀水系９河川，新

川水系１河川及び久慈川水系９河川の計 19 河
川 19 水域について，20 年度に牛久沼流入出河
川を除く利根川水系 40 河川 40 水域について，
22 年度に那珂川を除く那珂川水系 11 河川１湖
沼（13 水域），牛久沼及びその流入出河川に限
る利根川水系３河川１湖沼（５水域）の計 14
河川２湖沼 18 水域について類型指定した。

３　水生生物の保全に係る水質環境基準の類型指定

（２）地下水質の調査結果
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図表2-2-4　 水生生物保全環境基準の類型と全亜鉛及びノニルフェノールの基準値



事案種類別割合

油流出
91%

魚類へい死
2%

排水・汚泥　5% その他　2%

第２　水環境保全に関する施策
１　河川・湖沼等の水質保全対策 ２　生活排水対策

（１）水質事故対策
公共用水域で魚の浮上・へい死，油の流出等

の異常水質が発生した場合には，環境保全上問
題になるばかりでなく，上水道や農工業用水，
水産資源への影響など利水上大きな影響を及ぼ
すおそれがある。

このため，県では「緊急水質事案対策要領」
を定め，国や市町村等関係機関の連携・協力に
より迅速な情報伝達，原因調査，被害防止措置
等の対策を実施している。

24 年度に県内で発生した魚の浮上・へい死，
油の流出等の水質事故は 44 件であり，23 年度
と比べ５件減少している。

一般的に事故の原因は，魚の浮上・へい死に
ついては水中の酸素欠乏等の自然要因によるも
のなど，また，油の流出については，工場・事
業場のバルブの誤操作や配管類からの漏出など
であるが，発生後時間が経過している場合や暗
渠を経て流下する場合などには発生源が究明で
きないことも多い。

（２）住民による水質浄化活動への支援
公共用水域の水質浄化には，流域住民の自発

的な実践活動が不可欠である。このため県は，
広報啓発を行うとともに，流域市町村と住民等
で構成する水質保全協議会（那珂川水系，久慈
川水系）が行う水質浄化に係る監視活動や清掃
活動などの実践活動，啓発冊子配布や各種イベ
ント等の普及啓発活動に対し，指導・助言を行っ
ている。

（１）生活排水対策の状況
工場・事業場等の排水については，「水質汚

濁防止法」等の法令に基づく排水規制，指導等
により汚濁負荷の削減が図られてきた。河川

（BOD），湖沼（COD）等の水質環境基準の達成
率は 73.0％（24 年度）であり，全国平均値と比
べると依然として低い状況にある。

この要因として，炊事，洗たく，入浴等の生
活排水による負荷が大きいことから，県では，

「生活排水ベストプラン」を策定し，それぞれ
の地域に適した効率の良い下水道，農業集落排
水施設，合併処理浄化槽等の生活排水処理施設
の整備促進を図っている。

また，「生活排水対策推進要綱」を定め，市
町村，関係機関等と連携を取りながら，処理施
設の整備促進，住民意識の啓発，生活の工夫に
よる負荷の低減等の生活排水対策の推進に努め
るとともに，県民の理解と協力を得るために，
パンフレットを作成し広報活動を行っている。

さらに，17 年３月に制定した「生活環境の保
全等に関する条例」では，生活排水の適正処理
を促進して公共用水域の一層の水質汚濁を防止
するとともに，生活排水ベストプランの目標達
成に資するため，生活排水対策に係る県民の努
力規定を盛り込んでいる。

具体的には，調理くず，廃食用油等の処理，
洗剤・漂白剤等の適正な使用，野外活動等の油
の回収，下水道等が整備されていない地域での
合併処理浄化槽の設置の促進などである。

そのほか，水質環境基準が継続的に達成され
ず，かつ，生活排水の汚濁負荷が高いなど，生
活排水対策を特に推進する必要があると認めら
れる地域については，水質汚濁防止法に基づき
生活排水対策重点地域に指定し，生活排水対策
推進計画の策定，啓発，浄化施設の整備等各種
の生活排水対策を推進している（図表 2 － 2 －
6）。

また，当面下水道等の整備が見込まれない地
域の生活環境の保全を図るため，生活排水によ
り汚濁した水路等に浄化施設を設置する市町村
に対して事業費の一部を助成することにより水
質浄化施設整備の促進を図ってきた。
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図表 2-2-5　水質事故発生状況（24 年度）



（２）下水道の整備
下水道は，生活環境の改善及び公共用水域の

水質保全を図るための施設として大きな役割を
担っている。しかし，本県の下水道普及率は，
24 年３月末現在 57.9％（処理人口 / 行政人口）と，
全国平均の 75.8％（23 年度末）に対し低い状態
であり，公共用水域の水質保全の上からも整備
の推進を図っている。

ア　流域下水道
流域下水道は，２市町村以上の公共下水道か

ら汚水を集めて処理する施設である。本県では，
霞ケ浦湖北，霞ケ浦常南，那珂久慈，霞ケ浦水
郷，利根左岸さしま，鬼怒小貝及び小貝川東部
の 7 つの流域下水道の整備を進めており，全て
の流域下水道で供用を開始している。

イ　公共下水道（特定環境保全公共下水道を含む）
公共下水道は，主として市街地及びその周辺

の家庭や事業場から発生する汚水や雨水を排水
施設によって集め，汚水を終末処理場で処理す
るか，又は流域下水道に接続し流域下水道の終
末処理場で処理する施設である。公共下水道事

業は，25 年４月現在で県内 43 市町村で実施し，
すべての市町村で供用を開始している。

ウ　特定公共下水道
公共下水道のうち，特定の事業者の事業活動

に主として利用されるものを特定公共下水道と
いう。本県では，鹿島臨海特定公共下水道と水
海道大生郷特定公共下水道（常総市）がある。

（３）合併処理浄化槽の設置促進
河川や湖沼等の公共用水域の水質の汚濁を防

止するため，国では合併処理浄化槽（し尿と生
活雑排水を併せて処理する浄化槽）の設置促進
を図ることとし，昭和 62 年度から家庭用の合
併処理浄化槽の設置に対し助成制度を設けてい
る。

県においても，昭和 62 年度から県費補助を
開始した。11 年度には国費補助に合わせ高度処
理型浄化槽（N 型）を補助対象とし，霞ヶ浦流
域については，15 年度から，富栄養化防止のた
め窒素及びりんが除去できる高度処理型浄化槽

（NP 型）も補助対象とした。さらに，20 年度
からは森林湖沼環境税を財源に補助制度を拡充
し，高度処理型浄化槽の設置等を促進している。

（４）農業集落排水施設の整備
農業用用排水の水質保全，農業用用排水施設

の機能維持又は農村生活環境の改善を図り，併
せて公共用水域の水質保全に寄与するため，農
業集落排水施設の整備を推進している。

農業集落排水事業は，農村集落を対象として
昭和 59 年度から着手し，25 年４月現在で県内
32 市町村（200 地区）で実施している。供用開
始している地区は，191 地区（一部供用開始を
含む。）に至っている。

事業は，県営（過疎市町村対象）及び団体営（市
町村）で実施しており，団体営については，県
の補助を行っている。特に霞ヶ浦流域市町村に
ついては，霞ヶ浦浄化のために県補助のかさ上
げを行っている。

また，農業集落排水施設の接続率を向上させ
るため，キャンペーンを実施している。

44

第
二
章　

地
域
環
境
保
全
対
策
の
推
進

第
二
節　

水
環
境
の
保
全

図表2-2-6　生活排水対策重点地域の指定状況（25年３月31日現在）



区分 特定事業場
総　数

規制対象
事業場数

立入検査
延事業場数

排出水検査
延事業場数

排水基準値
不適合件数 改善済み 指導中

法律の対象 9,495 1,620 767 637 96 66 30

条例の対象 3,838 348 190 173 49 38 11

（１）工場・事業場の排水対策
河川・湖沼・海域等の公共用水域及び地下水

の水質の汚濁を防止するため，「水質汚濁防止
法」，「湖沼水質保全特別措置法」，「生活環境の
保全等に関する条例」及び「霞ケ浦水質保全条
例」に基づき，立入検査を実施し排水基準等の
遵守を指導している。

また，排水基準が適用されない事業場等に対
しては，霞ヶ浦流域については，「霞ケ浦水質保
全条例施行規則」で，その他の水域については

「小規模事業所排水対策指導要綱」で遵守すべき
基準を定め排水の適正な処理を指導している。

ア　水質汚濁防止法及び生活環境の保全等に
関する条例に基づく規制

「水質汚濁防止法」では，汚水・廃液を排出
する施設（特定施設）を設置する場合には届出
の義務を課すとともに，特定施設を設置する工
場・事業場（特定事業場）から排出される排出
水について排水基準を定めている。この排水基
準は，「有害物質（健康項目）」及び「生活環境
項目」に区分される。有害物質は，カドミウム，
シアン等 28 項目であり，これら有害物質の排
水基準は排水量の多少にかかわらず，すべての
特定事業場に適用される。また，生活環境項目
については，排水量が 50㎥ /日以上の特定事業
場を対象に，BOD（COD）等 15 項目について
基準が定められている。

また本県では，「水質汚濁防止法に基づき排水
基準を定める条例」及び「霞ケ浦水質保全条例」
により水域ごとに国が定める排水基準（一律基
準）よりも厳しい基準（上乗せ排水基準）を定
めるとともに，生活環境項目については，水域
により排水量 10 ～ 30㎥ / 日以上に裾下げし適
用している。

また，「生活環境の保全等に関する条例」では，
「水質汚濁防止法」が適用されない汚水・廃液

を排出する施設を「排水特定施設」として指定
し，これを設置する工場・事業場に届出の義務
を課し，これらを設置している事業場等からの
排出水について，水域ごとに排水基準を定めて
いる。

イ　霞ケ浦水質保全条例に基づく規制
「霞ケ浦水質保全条例」では，霞ヶ浦の水質の

保全を図るため，富栄養化の原因物質である窒
素・りんを含む排水を公共用水域に排出する施設
を「指定施設」として指定し，これを設置してい
る工場・事業場に届出の義務を課し，10 ㎥ /日以
上排出する事業場等には窒素・りんの排水基準を
定めている。

ウ　特定事業場の届出状況
24 年度末現在の特定事業場の届出数は 13,333

事業場であり，このうち，排水規制対象事業場
は 1,968 事業場で，全体の約 14.8％を占めている。

エ　立入検査結果
特定事業場の排水基準遵守状況を監視するた

め，24 年度は県下全域で延べ 957 事業場に立入
検査を実施し，施設の届出状況，排出水の自己
監視及び排水処理施設の管理状況について確認
及び指導を実施した。

このうち，810 の事業場に対して排出水の水
質検査を実施した結果，大部分の工場・事業場
では排水基準を遵守していたが，145 の事業場
が排水基準に適合していなかったため水質改善
指導を実施した。その結果，104 の事業場で改
善が図られたが，41 事業場については，改善を
指導中である。

３　工場・事業場等排水対策
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図表2-2-7　水質汚濁防止法等に基づく24年度の立入検査結果



オ　小規模事業所の排水対策
「水質汚濁防止法」等の排水規制の対象とな

らない飲食店等の小規模な事業場（以下「小規
模事業所」という。）については，それぞれの
汚濁負荷量は少ないものの，規制対象の事業場
に比べ数が多いことから，その影響は軽視でき
ないものとなっている。

このため，小規模事業所の排水対策を推進す
ることを目的に，６年３月に「小規模事業所排
水対策指導要綱」を制定し，また，17 年 10 月
には同要綱を改正し，小規模事業所に対する県
の指導・助言及び勧告できる旨の規定を盛り込
み，施設の改善や作業の見直し等による汚濁物
質の削減及び排水処理施設の設置を指導してい
る。

（２）地下水汚染対策
県では，「水質汚濁防止法」及び「地下水汚

染対策事務処理要領」により，地下水の水質監
視測定及び事業者に対する有害物質の地下浸透
規制・指導を行うとともに，汚染が確認された
地域での原因調査・飲用指導・汚染除去指導等
を進めている。

ア　井戸設置者等に対する結果の通知及び飲
用対策の指導

地下水の水質調査を実施した井戸の設置者に
対して調査結果を通知するとともに，環境基準
値を超えていた井戸の設置者等に対しては，保
健所等と連携して上水道への転換等の指導を実
施し，住民の健康被害を未然に防いでいる。

イ　原因調査，工場・事業場に対する指導等
24 年度調査においてひ素，硝酸性窒素及び亜

硝酸性窒素が環境基準を超過した地点の周辺に
おいて，工場・事業場の立地状況，当該物質の
使用状況等汚染原因究明調査を実施した。

その結果，ひ素については，周辺に使用する
工場・事業場等がなく，原因の特定には至って
いない。なお，超過地点のある利根川下流域の
ように，かつて海であった地域の土壌中には，
自然由来のひ素が含まれることが知られている。

また，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素について
は，周辺に使用する工場，事業場等がなく，原
因の特定に至らなかったが，土地利用状況など
から農業における過剰施肥や生活排水に由来す
ると考えられる。

ウ　神栖市のヒ素汚染対策
神栖市のヒ素汚染対策については，国が 15 年

６月６日の「閣議了解」及び同年 12 月の「閣議
決定」に基づき原因究明と健康被害への対応等を
実施しており，19 年度までに，汚染源とされる高
濃度の有機ヒ素化合物を含むコンクリート様の塊
とその周辺の汚染土壌の撤去・処理が終了した。

20 年度，県は環境省から委託を受け，汚染地
下水を処理するための施設を掘削現場近傍に設
置し，21 年度から 23 年度までの３年間地下水
処理を行ってきた。環境省では，３年間の地下
水処理により有機ヒ素化合物の除去に十分な効
果が得られたとして 24 年３月に地下水処理を
終了し，24 年度中に施設の解体・撤去を行った。

なお，24 年度以降も環境省は地下水の汚染状
況を把握するため，定期モニタリングを継続し
て行っていくこととしている。

（３）畜産排水対策
家畜排せつ物に関しては，「家畜排せつ物の

管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に
基づき，野積み・素掘りなどの不適切な管理方
法を解消するため，法の対象農家に対する巡回
指導を実施して，法の遵守を求める一方，補助
事業・リース事業・融資制度を活用して，家畜
排せつ物処理施設の計画的な整備を推進してい
く。

（４）ゴルフ場の水質保全対策
ゴルフ場で使用されている農薬による公共用

水域の水質汚濁を防止するため，県は，元年に
「茨城県ゴルフ場における農薬の安全使用等に
関する指導要綱」を定めた。この要綱では，①
毒
※

物，劇物及び魚
※

毒性 C 類の農薬使用は避ける，
②グリーン及びティーグランドの除草は手作業
で行う，③フェアウェー及びラフの除草につい
ては出来る限り除草剤を使用しないなどの農薬
使用の削減と，調整池等で魚類を飼育すること
等による水質の常時監視，排出水の水質測定及
び報告を義務付けている。

この他に，4 年度からは「ゴルフ場における
農薬除去指導指針（暫定）」に基づき，グリー
ンにおける農薬浸透の防止，グリーン及び調整
池における残留農薬の除去等農薬流出の防止に
関する対応策について指導している。

さらに，12 年４月，ゴルフ場周辺の公共用
水域における良好な水質を引き続き確保するた

毒物，劇物
人や家畜に対する毒性が高く，毒物及び劇物取締法により規定される物質

魚毒性
水生動物に対する毒性の評価。C 類は最も強く，魚介類に強い影響を及ぼすため，河川，湖沼，海域及び養魚池等に飛散・流入するおそれがある場所では使用しない

用語
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め，同要綱を改正し，「排出水の自主管理目標値」 を設定し，排水の適正な管理を指導している。

第３　今後の取り組み
公共用水域等の水質の汚濁状況を把握するた

め，「水質測定計画」を作成し，水質の監視観測
を実施する。また，水質汚染事案の原因究明や
周知方法の検討にあたっては，専門家の意見を
踏まえて実施する。

さらに，水質汚濁の未然防止を図るため，工
場・事業場に対し，排出水の適正処理等の指導
を行うとともに，下水道等の整備促進，県民の
浄化意識の高揚等，生活排水対策の実施促進を
図る。

１　河川・湖沼等の水質保全対策
河川，湖沼，海域などの公共用水域における

水質の汚濁状況及び水質環境基準の維持達成状
況を把握するため，公共用水域の水質測定計画
に基づき，カドミウム，トリクロロエチレンな
どの健康項目，BOD，COD などの生活環境項
目等について水質の監視測定を行う。

２　生活排水対策
生活排水による河川，湖沼等の水質汚濁を防

止するため，生活排水対策の実施主体である市
町村と連携を図りながら，下水道，農業集落排
水施設等の整備促進，合併処理浄化槽の普及を
図るとともに，パンフレットを作成し，県民の
浄化意識の高揚を図る。

３　工場・事業場等排水対策
（１）工場・事業場の排水対策

「水質汚濁防止法」，「生活環境の保全等に関す
る条例」，「霞ケ浦水質保全条例」及び「公害防
止協定」に基づき，工場・事業場について，届
出時の事前指導や立入検査，排出水の水質検査
等を実施して排出水の適正処理，有害物質の地
下浸透防止等の指導を行い，公共用水域及び地
下水の水質の保全に努める。

なお，「水質汚濁防止法」又は「生活環境の保
全等に関する条例」の排水基準が適用されない
小規模事業所に対しては，霞ヶ浦流域については

「霞ケ浦水質保全条例施行規則」で，その他の水
域については，「小規模事業所排水対策指導要綱」
に基づき適正な排水対策を講ずるよう指導する。

（２）畜産排水対策
家畜排せつ物の適正処理については，「家畜

排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関す
る法律」及び「茨城県家畜排せつ物利用促進計
画」に沿って，良質な堆肥の生産・利用を促進
するとともに，家畜排せつ物を適切に管理・利
用するよう指導する。

４　水道水源水域の水質安全
水道原水中のフミン質等の有機物が消毒用の

塩素と反応して，発ガン性が疑われているトリ
ハロメタンが生成され，その濃度が水道水の水
質基準を超えるおそれがあることから，近年水
道水源の水質を保全する要請が高まっている。

このため，国では「特定水道利水障害の防止
のための水道水源水域の保全に関する特別措置
法」（環境省）及び「水道原水水質保全事業の
実施の促進に関する法律」（厚生労働省）を制
定し，６年５月から施行した。

これらの法律では，地域を指定して水質の保
全事業についての計画を策定し，トリハロメタ
ンの生成を抑制するため，事業場に対する排水
規制，下水道や合併処理浄化槽等の生活排水処
理施設の整備等を総合的・計画的に実施するこ
ととしている。

県では，水道水源水域となっている河川・湖
沼でトリハロメタン生成能の調査を実施するな
ど，水道事業者と協力して，当該水域の水質保
全を図っている。
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第３節　土壌・地盤環境の保全

年 度 調査対象面積（㎢） ２cm 以上沈下面積（㎢） 年間最大沈下量及び地点（㎝）
20 335 0 1.4 龍ケ崎市小通幸谷
21 335 0 1.3 つくばみらい市小絹
22 305 2.28 2.2 五霞町釈迦地蔵前
23 305 305.41 15.2 つくば市北条 5262 − 3
24 305 0.09 2.3 八千代町沼森字登戸前

ｰ829

ｰ1267

ｰ832

ｰ1275

ｰ1400

ｰ1200

S48 50 52 54 56 58 60 62 3 5 7 9 11 13 15 17 19 20 21 22 23 24年H元

ｰ637ｰ631

ｰ572ｰ555ｰ556

主な環境指標
◇地盤沈下面積（２cm以上沈下）
　0.09㎢（24年度）

第１　土壌・地盤環境の現状
１　土壌汚染の現況

土壌の汚染は，そのほとんどが事業活動に
伴って排出される重金属類や化学物質等の有害
物質を含んだ排水，ばい煙，廃棄物等を介して
もたらされている。

過去にカドミウム汚染米が生産された地域
は，土地改良事業等を実施し，土壌汚染対策を

完了しており，現在，県内においてはカドミウ
ム汚染に係る農用地はない。

市街地等については，15 年２月に施行された
「土壌汚染対策法」に基づき，24 年度末時点で
県内16箇所を土壌汚染のある区域として指定し，
適切な対策や管理が行われている。

地盤環境においては，地盤沈下が最も大きな
問題となっている。地盤沈下は，地下水の過剰
な採取によってその水位が低下し，粘土層が収
縮することによって生じる。

本県では，利根川の旧河道の沖積層を中心に
県南・県西地域で地盤沈下が生じているため，
これらの地域を中心に精密水準測量を実施して

いる。24 年度の調査結果では，年間最大沈下量
は八千代町沼森字登戸前の 2.3cm であった。ま
た，23 年度の調査結果をみると，近年地盤沈下
がほとんど見られなかった地域において地盤が
大きく変動したことなどから，23 年３月に発生
した東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動等の
影響を大きく受けたものと考えられる。

２　地盤沈下の現況
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図表2-3-1　地盤変動面積と年間最大沈下量

図表2-3-2　主な地点の経年地盤変動量



年度
法・件数

H15
〜 H20 H21 H22 H23 H24 累計

法第３条
（旧法第３条）

1. 有害物質使用特定施設の使用が廃止された件数 164 19 39 45 72 339

2. 土壌汚染状況調査の結果報告件数 14 3 10 7 2 36

3. 知事により土地の利用方法からみて人の健康被害
を生ずるおそれがない旨の確認を受けた件数 154 15 32 44 63 308

4. その他（調査を実施するか , 確認の手続きを行う
か行政において検討中のもの等含む） 4 0 1 1 1 7

法第４条
1. 一定規模（3,000㎡）以上の土地の形質の変更の届
出件数 − − 207 241 287 735

2. 土壌汚染状況調査の結果報告件数 − − 2 3 7 12

法第５条
（旧法第４条）

知事により土地による健康被害が生ずるおそれがあ
るものとして調査命令を発した件数 0 0 0 0 0 0

法第14条 自主調査において土壌汚染が判明し，知事に区域指
定を申請した件数 − − 0 3 3 6

法第６条 要措置区域指定した件数 − − 3 3 1 7

法第11条 形質変更時届出区域指定した件数 − − 2 5 6 13

（旧法第５条） 基準に適合しない汚染が認められ指定区域として指
定した件数 1 1 − − − 2

第２　土壌・地盤環境保全に関する施策
１　土壌汚染防止対策

県は土壌汚染を未然に防止するため，「水質
汚濁防止法」，「大気汚染防止法」等の関係法令
に基づく規制・指導を行うとともに，土壌汚染
対策法に基づく調査及び事業所等が自主的に実
施した調査の報告により，土壌汚染の状況を把
握し，基準を超える汚染が確認された土地につ
いては，浄化対策を指導するなど，汚染の拡散
防止を図っている。

また，農用地の土壌汚染の未然防止を図るた
め，汚泥を利用した有機質肥料の使用に当たっ
ては，「肥料取締法」等で示されている使用規
制等の遵守・徹底に努めている。

さらに，生活環境の保全等を防止するため，
土地埋立者等が行う埋立地等汚染状況調査等に
ついて，「土砂等による土地の埋立て等の規制
に関する条例」等の関係法令に基づき指導を行
うとともに，市町村に対しては，残土条例の制
定，条例に基づく埋立てに用いる土の土質検査
等を指導している。

加えて，「生活環境の保全等に関する条例」
では，有害物質を取り扱う事業者に対し，構造
基準の遵守，定期点検等の義務を課し，土壌・
地下水汚染の未然防止と汚染の早期発見及び拡
大防止に努めている。
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図表2-3-3　本県における土壌汚染対策法の施行状況

法：　平成 22 年４月改正後の土壌汚染対策法
旧法：平成 22 年４月改正以前の土壌汚染対策法



条 例 名 生活環境の保全等に関する条例 地下水の採取の適正化に関する条例

条 例 の 目 的 地盤沈下の防止 地下水の保全

条 例 の 対 象 揚水機吐出口の断面積 揚水機吐出口断面積

揚 水 施 設 19㎠以上 生活・工業用	 50㎠超

農業用	 125㎠超

規 制 等 届出 許可及び揚水量報告義務

対 象 地 域 県全域 県南，県西，鹿行の 30 市町村

地盤沈下防止対策には，条例に基づく地下水採
取規制，地下水位等の監視・観測，地下水の代
替水の供給事業の関連事業があり，諸対策の連
携を図りながら地盤沈下防止対策を進めている。

（１）条例による規制等
地下水の保全と地盤沈下の防止を図るため，

揚水機設置者に対し条例による規制を行ってい
る。

２　地盤沈下防止対策

（２）監視・観測
24 年度は，地盤変動量の実態把握等のため，

県南・県西地域 12 市町，測量延長 191km で一
級精密水準測量を実施した。

（３）代替水供給事業
地下水の揚水の削減を図るため，水道用水，

工業用水，農業用水等の代替水供給事業を進め
ている。

代替水供給事業は，県西広域水道用水供給事
業，県西広域工業用水供給事業，霞ヶ浦用水事
業である。

（４）復旧対策事業
地盤沈下による農業用用排水路等の損傷によ

り用水不足や排水不良等が発生している。この
ため，用排水機場や用排水路の改修等を行う地
盤沈下対策事業を進めており，24 年度は五霞３
期地区（五霞町）外５地区を実施している。

（５）関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱
による広域的地盤沈下防止対策の推進

茨城，栃木，群馬，埼玉及び千葉県の関東平
野北部地域で広域的に地盤沈下が生じているこ
とから，地盤沈下の防止及び地下水の保全を目
的に，３年 11 月「関東平野北部地盤沈下防止
等対策要綱」が閣議決定された。同要綱に基づ
き関係５県で保全地域が 74 市町村，観測地域
が 36 市町村指定され，地域の実情にあった総
合的な対策を推進することとされている。

ア　保全地域における対策
関東５県の保全地域内の地下水採取量を年間

6.6 億㎥から 4.8 億㎥に削減することを目標に，
地下水採取規制，代替水供給事業等が進められ
ている。

本県では，古河市外４市町が保全地域の指定
を受けている。

イ　観測地域における対策
本県においては，常総市外４市町が観測地域

の指定を受け，地盤沈下，地下水位等の状況の
調査・観測を行っている。
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図表2-3-4　条例による規制等の概要



第３　今後の取り組み
１　土壌環境の保全対策
「土壌汚染対策法」の遵守を指導していくと

ともに，土壌汚染事案の適切な処理及び未然防
止に努める。また，22 年４月１日に施行された

「土壌汚染対策法の一部を改正する法律」に基づ
き，形質変更される土地の土壌汚染の状況の把
握，搬出汚染土壌の適正処理の確保等に努める。

２　地盤環境の保全対策
東北地方太平洋沖地震等に伴う地殻変動の影

響を考慮しながら，引き続き，「関東平野北部地
盤沈下防止等対策要綱」の保全地域及び観測地
域に指定された県南・県西地域を中心に，精密

水準測量による観測を実施し，地盤変動の状況
を把握する。

また，地下水は，土壌を通じた自然の浸透過
程における浄化作用を受けた良質の水資源であ
り，地盤沈下を生じさせないよう適正に利用す
ることが重要である。

本県を含む関東平野北部地域は，比較的地盤
沈下の多い地域となっているため，「地下水の
採取の適正化に関する条例」などにより揚水の
規制，指導を行うほか，関東５県が協力して広
域的な地盤沈下対策を推進する。

51

第
二
章　

地
域
環
境
保
全
対
策
の
推
進

第
三
節　

土
壌
・
地
盤
環
境
の
保
全

図表2-3-5　地盤沈下対策地域（25年３月31日現在）



第４節　化学物質の環境リスク対策

事業所（PRTR 法届出対象事業所）
政令で定める 24 の業種で，事業者全体の従業員数が 21 人以上，かつ事業所における化学物質の年間取扱量が 1 トン以上等の一定要件に該当する事業所が対象

排出量（PRTR 法における排出量）
排ガスや排水等として大気や公共用水域等に排出された物質の量

移動量（PRTR 法における移動量）
廃棄物や下水として事業所の外に移動した物質の量

用語
解説

7,4777,6189,287

353

140

1

8,934

区　　分 H13 H22 H23 H13―H23

届 出 事 業 所 数
茨城県 966（13） 1,183（12） 1,151（12） 19％

全　国 34,820 37,488 36,638 5％

排出量・移動量
茨城県 27 （5） 17 （5） 17 （6） △ 37％

全　国 530 379 399 △ 25％

図表2-4-2　化学物質の届出事業所数，排出量・移動量（単位：件，千ｔ）

主な環境指標
◇ダイオキシン類の環境基準の達成率（24年度）
　大気100％	 土壌100％　公共用水域水質95.5％
　地下水100％	 底質100％

第１　化学物質環境リスクの現状
１　23 年度の排出量等の集計結果

25 年２月に「特定化学物質の環境への排出量
の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

（RPTR 法）」に基づく全国の 23 年度分の事業者
から届出のあった排出量等の集計結果が公表さ
れた。その結果，県内で届出のあった事

※

業所は
1,151 件であり，届出排

※

出量と移
※

動量の合計は
16,905 トン／年（全国 398,870 トン／年の 4.2％）
で全国６位であった。

大気や公共用水域等の環境中に排出された量
は 7,618 トン／年（全国 173,843 トン／年の 4.4％）
であり，廃棄物等として事業所の外に移動した
量は 9,287 トン／年（全国 225,027 トン／年の
4.1％）であった。前年度に比べ排出量は 686 ト
ン減少，移動量は 378 トン増加した。排出量・
移動量の合計は 13 年度から 23 年度の 11 年間で
約 37％減少している。

排出量・移動量の多い上位 3 物質は，県内で
はトルエン（4,618 トン／年），キシレン（1,827 ト
ン／年），ノルマルーヘキサン（1,444 トン／年）
の順であり，全国ではトルエン（99,978 トン／年），
マンガン及びその化合物（49,124 トン／年），キシ
レン（40,548 トン／年）の順であった。
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図表2-4-1　県内の届出排出量・移動量の構成（23年度）



年度
区分 ９年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度
ダイオキシン類の総排出量

（ g - T E Q  ／ 年 ） 179 21.3
〜22.9

14.2
〜15.8

9.6
〜11.2

9.1
〜10.7

12.9
〜14.7

8.6
〜10.2

8.9
〜9.5

9.0
〜9.4

7.7
〜8.2

7.9
〜8.3

削減目標値（g-TEQ ／年） 179 23.8 22.3

削減率実績（Ｈ ９ 年度比） ― 87〜88% 91〜92% 94〜95% 94〜95% 92〜93% 94〜95% 94〜95% 94〜95% 95〜96% 95〜96%

削減率目標（Ｈ ９ 年度比） ― 87% 88%

区　分 調査地点数 平均値 最小値 最大値 単位

大気 ( 常時監視地点） 10 0.030 0.0084 0.064 pg-TEQ/ ㎥

土壌 ( 常時監視地点） 22 4.4 0.033 36 pg-TEQ/ g

公共用水域水質（〃） 44 0.39 0.047 1.9 pg-TEQ/ ℓ

公共用水域底質（〃） 44 6.5 0.19 76 pg-TEQ/ g

地下水（　　〃　　） 22 0.022 0.017 0.046 pg-TEQ/ ℓ

国全体での取り組みにより，我が国のダ
※

イオ
キシン類の総量は 23 年には 141 ～ 143g-T

※

EQ/
年で，９年（7,680 ～ 8,135g-TEQ/ 年）と比べ
約 98％削減された。

県内におけるダイオキシン類の排出総量は，
年々減少し，23 年度は，９年度（179g-TEQ/ 年）
に比べ，95 ～ 96％削減され，7.9 ～ 8.3g-TEQ/
年 と な っ て お り， 指 針 の 目 標 値（17 年 度；
22.3g-TEQ/ 年）を下回った。

特に，９年度の排出総量の 83％を占めていた

廃棄物処理分野（149g-TEQ/ 年；一般廃棄物焼
却炉，産業廃棄物焼却炉及び小型焼却炉の合計）
については，21 年度までに約 97％削減された。

排出量が削減された主な要因としては，14 年
12 月までに，廃棄物焼却設備の構造基準・維持
管理基準や「ダイオキシン類対策特別措置法」
の排出基準などに係る規制の強化が図られたこ
と，指針に基づき県民，事業者及び行政が一体
となって各種削減対策に取り組んできたことが
挙げられる。

２　ダイオキシン類の削減状況

「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき，
大気，公共用水域の水質，底質等の測定を実施
した結果，24 年度は公共用水域の水質の２地点
を除き，すべての地点で，環境基準を達成した。

公共用水域の水質調査で環境基準を超過した

山田川及び一の瀬川については，２河川とも，
検出された成分（同族体）の構成から，ダイオ
キシン類はかつて流域で使用された農薬（ＰＣ
Ｐ，ＣＮＰ等）に由来することが推測された。

３　ダイオキシン類の監視

ダイオキシン類
一般に，ポリ塩化ジベンゾ - パラ - ジオキシン（PCDD），ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）及びコプラナーポリ塩化ビフェニル（コ

※

プラナー PCB）の総称を『ダ
イオキシン類』と呼んでいる。

ダイオキシン類の中でも最も毒性が強い物質である２，３，７，８-TCDD を使った動物実験では，動物の種類によって違いはあるものの，サリンの約２倍，青酸カリ
の約 1,000 倍の毒性があることが分っている（急性毒性）。また，動物によるダイオキシン類の慢性毒性実験では，動物の種類によって違いはあるが，発ガン性，体
重減少，胸腺萎縮，肝臓代謝障害，心筋障害，性ホルモンや甲状腺ホルモンへの影響，さらに学習能力の低下などの症状が報告されている。

また，WHO（世界保健機構）の国際がん研究機関（LARC）では，２，３，７，８-TCDD については人に対する発ガン性があるという評価を行っている。
私たちが日常摂取しているピコグラム（１兆分の１グラム）のレベルでは，ダイオキシン類の毒性はほとんど問題にならない。

コプラナー PCB
PCB（ポリ塩化ビフェニール）のうち，塩化原子がつく位置によってダイオキシン類と同じく平面構造（＝コプラナー）となったもの。

TEQ
毒性等量（Toxicity Equivalency Quantity）。ダイオキシン類の毒性を評価するため，ダイオキシン類の量を２，３，７，８-TCDD の量に換算した量として表記する

際の符号。

用語
解説

53

第
二
章　

地
域
環
境
保
全
対
策
の
推
進

第
四
節　

化
学
物
質
の
環
境
リ
ス
ク
対
策

図表2-4-3　ダイオキシン類の総排出量の推移

※　総排出量に幅があるのは，焼却能力 50kg/h 未満の小型焼却炉について法令で届出の義務がないため，設置基数等を推定したことによる。

図表2-4-4　24年度ダイオキシン類の測定結果



県では，県内の河川等公共用水域において，
要監視項目及び環

※

境ホルモンについて調査を実
施している。

24 年度は要監視 28 項目，環境ホルモン２項
目の計 30 項目の調査を県内 15 水域で実施した。
その結果，磯川，雁通川及び新利根川で全マン
ガンの指針値を超過した。今回新たに超過が確
認された磯川流域５地点，雁通川流域３地点で

追加調査を実施した（新利根川は 21 年度に実
施済）。その結果，周辺の陸土のマンガン分布
状況は比較的高く，またマンガンの排出事業所
もないことが判明したことから，自然由来であ
ると推定された。

その他，指針値及び魚類に対する予測無影響
濃度を超過した水域はなかった。

４　水環境化学物質調査

第２　化学物質環境リスク対策
１　化学物質の総合的なリスク対策

（１）国の取り組み
国は，昭和 48 年 10 月に，人の健康や生態系

を損なうおそれがある化学物質による環境汚染
を防止するため，「化学物質の審査及び製造等
の規制に関する法律」を制定し，新規の化学物
質の製造や輸入の際に，事前にその物質が難分
解性や慢性毒性などの性状を有するかどうかの
審査を行う制度を設けるとともに，その性状に
応じ製造，輸入，使用等の規制を行っている。

また，11 年７月に，有害性が判明している様々
な化学物質の環境への排出量を把握することな
どにより，化学物質を取り扱う事業者の自主的
な管理の改善を促進し，環境汚染を未然に防止
するため，P

※

RTR 制度と M
※

SDS 制度を二つの大
きな柱とする「特定化学物質の環境への排出量
の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」
が制定され，現在，人や生態系への有害性があ
り，環境中に広く存在すると認められる 462 の
物質（第一種指定化学物質）について，事業者
による排出量等（前年度の実績）の届出が行わ
れている。

（２）県の取り組み
県では，７年１月に，県内の工場・事業場に

おける化学物質の自主管理と環境汚染の未然防
止を図ることを目的として「化学物質の環境に
やさしい取扱指針」を策定し，化学物質（特別
配慮化学物質：96 物質）の安全管理の取り組み
を開始したが，国の法整備や管理指針の制定を
受けて，17 年 10 月に「生活環境の保全等に関す
る条例」に基づき事故防止対策に関する事項等
を追加した「化学物質適正管理指針」を新たに
策定し，事業所における化学物質の適正管理の
更なる推進などの指導を行っている。

環境ホルモン
環境中に放出された化学物質の中には体内に入って，体内のホルモンと同じような，あるいはホルモンの働きを阻害する作用をもつものがある。これらの化学

物質は「内分泌攪乱物質」と呼ばれるが，環境中に放出されてホルモン様の作用を示すことから，「環境ホルモン」とも呼ばれている。
PRTR 制度

化学物質を取扱う事業者自らが，化学物質の環境への排出量及び廃棄物等として事業所の外に移動する量を把握し，その結果を都道府県を経由して国に報告を
行い，国は家庭，農地，自動車等の事業所以外からの排出量を推計して，事業所からの報告と併せて集計して公表する制度

MSDS 制度
化学物質やそれを含む製品を事業者間で取引する際，相手方に対してその性状及び取扱いに関する情報（MSDS ＝ Material Safety Data Sheet）の提供を

義務づける制度（対象となる化学物質は第一種指定化学物質（462 物質），第二種指定化学物質（100 物質）及びこれらを含む製品）

用語
解説
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媒 体 基　準　値 備　考

大 気
年 間 平 均 値 と し て
0.6pg-TEQ/㎥以下

工業専用地域，車道その他一般
公衆が通常使用していない地域
又は場所については適用しない。

水 質
年 間 平 均 値 と し て
1pg-TEQ/ℓ以下

すべての公共用水域及び地下水
に適用する。

土 壌 1,000pg-TEQ/g以下

廃棄物の埋め立て地，その他の
場所であって，外部から適切に
区別されている施設については
適用しない。

底 質 150pg-TEQ/g 以下 すべての公共用水域に適用する。

年度
区分 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

食
品
か
ら
の

摂

取

量

体重１kg 当たりの
１日摂取量

(pg-TEQ/kgbw/ 日）

0.93
（0.35～2.51）

0.92
（0.13～1.90）

0.84
（0.28～1.49）

0.81
（0.43～1.61）

0.68
（0.37～1.54）

個人総ばく露量
(pg-TEQ/kg/ 日） 1.13 1.09 1.01 0.69 －

耐容１日摂取量（ＴＤＩ） ４pg-TEQ/kg/ 日

２　ダイオキシン類対策
（１）国の取り組み

国は，ダイオキシン類の排出を抑制し，国民
の健康の保護を目的として 11 年７月に「ダイオ
キシン類対策特別措置法」を制定し，大気，水
質，底質及び土壌の環境基準や耐容１日摂取量

（T
※

DI）を設定するとともに，12 年１月から廃棄
物焼却炉等の排出ガスや製紙工場塩素漂白施設
等の排出水を規制している。

23 年度の全国の環境基準の達成率は大気では
100％，公共用水域の水質では 98.2％，底質では
99.8％，地下水では 100％，土壌では 100％と，
ほとんどの地点で環境基準を達成している。

食品はダイオキシン類等の人への主なばく露
経路の１つと考えられることから，個別の食品
の汚染実態を把握するとともに，通常の食事に
よる摂取量を推計することを目的に，９年度か
ら全国調査を実施している。また，呼吸により
空気から摂取される量や手についた土が口に入
るなどして摂取される推計量を加え，日本人が
一日に平均的に摂取する体重１kg 当たりのダイ
オキシン類の量（個人総ばく露量）を推計して
いるが，その量は，耐容 1 日摂取量（生涯にわ
たって継続的に摂取したとしても健康に影響を
及ぼすおそれがない一日当たりの摂取量）の４
pg-TEQ/kg/日を下回っている。

また，国は，24 年８月に「我が国における事
業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量を
削減するための計画」を変更し，削減目標量を
176g-TEQ/年とするとともに，更なるダイオキ
シン類削減対策を進めている。

TDI
人が生涯摂取しても，人体に及ぼす健康影響がないと判断される１日，体重１kg 当たりのダイオキシン類の摂取量。耐容１日摂取量（Tolerable Daily Intake）

用語
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資料：環境省

図表2-4-5　ダイオキシン類に係る大気，水質等の環境基準

図表2-4-6　ダイオキシン類の１日摂取量

注 ：数値は平均値，（　）内は範囲を示す。なお，体重１㎏当たりの１日摂取量は，日本人の平均体重を 50kg として計算している。
出典：「厚生労働省　平成 23 年度食品からのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について」，「環境省　平成 23 年度ダイオキシンをは

じめとする化学物質の人への累積量調査・ばく露実態調査結果報告書」



大気基準適用施設 水質基準適用施設
区　　分 事業所数 施設数 区　　分 事業所数 施設数

鉄鉱業焼結施設 1 2 アセチレン洗浄施設 1 1
製鋼用電気施設 3 5 二塩化エチレン洗浄施設 1 9
亜鉛回収施設 2 2 アルミニウム合金製造洗浄施設等 2 2
アルミニウム合金製造施設 6 32 廃棄物焼却炉洗浄施設等 25 67
廃棄物焼却炉 334 380 フロン類破壊施設洗浄施設 2 5

下水道終末施設 4 4
合　　計 346 421 合　　計 35 88

区　分 内　容
融資限度額 5,000 万円 ( 事業費の 80％以内）
利子補給率 年率 0.6％

融 資 期 間 ７年以内（1年以内据え置きの割賦償還）

県は，10 年３月に「茨城県ダイオキシン類対
策指針」を策定（13 年 12 月改正）し，17 年度
までに廃棄物焼却炉等から環境中に排出される
ダイオキシン類の総量を 22.3g-TEQ/ 年とする
削減目標を定め，①ごみの減量化・リサイクル
の促進，②発生源対策の推進，③環境監視・調
査の実施，④情報の収集・広報などの総合的な
ダイオキシン類対策に取り組んできた。その結
果，県内におけるダイオキシン類の排出総量
は，17 年度は 9.1 ～ 10.7g-TEQ/ 年（９年度比
94 ～ 95％削減）となり，指針に係る削減目標
量を下回った。

引き続き，県は，ダイオキシン類の排出削減
に努めており，23 年度は 7.9 ～ 8.3g-TEQ/ 年ま
で削減されている。

ア　廃棄物の減量化・リサイクル
ダイオキシン類は，主に廃棄物の焼却等に伴

い環境中に排出されることから，廃棄物の排出
量を減らし，焼却量を削減することが極めて重

要である。
このため，23 年４月に策定した「第３次廃棄

物処理計画」に基づき，各種の施策を推進し，
計画目標年度の 27 年度には，一般廃棄物につい
ては，１人１日あたりのごみ排出量を 19 年度
に対し約５％以上削減し，リサイクル率が 23％
以上となるよう取り組んできた。

イ　発生源対策
「ダイオキシン類対策特別措置法」に定める

ダイオキシン類に係る特定施設を設置している
工場・事業場数は，25 年３月 31 日現在で，大
気に係る特定施設設置事業所が 346（421 施設），
水質に係る特定施設設置事業所が 35（うち焼却
炉に係る洗浄施設等設置事業所：25）（88 施設）
である。

同法による規制対象施設を設置している事業
所については，立入調査などを通じて，ダイオ
キシン排出削減対策を指導している。

（２）県の取り組み

なお，同法に基づき特定施設の設置者が測定
したダイオキシン類の測定結果については，大
気基準適用施設で 282 施設，水質基準適用施設
で 18 事業所から報告があり，すべての施設で
排出基準を遵守していることが確認された。

また，県環境保全施設資金融資に特別枠を設
け，焼却施設の改善等事業所が行うダイオキシ
ン類対策を支援している。
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図表2-4-7　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設の設置状況

※１つの事業所に複数区分の施設がある場合には代表となる施設区分に計上

（25 年 3 月 31 日現在）

図表2-4-8　融資制度の概要



第３　今後の取り組み
１　化学物質の総合的なリスク対策

化学物質による環境リスクを低減するため，
「化学物質適正管理指針」に基づく工場・事業
場への指導・啓発に努めるとともに，PRTR 制
度の円滑な運用を図り，事業者による化学物質
の自主管理の改善を促進する。

また，国及び他の地方自治体との連携・協力
を図り，環境リスク対策を推進する。

２　ダイオキシン類対策
県民，事業者及び行政の連携のもとに引き続

き廃棄物の減量化・リサイクルの促進，発生源
対策の推進，環境監視・調査の実施等ダイオキ
シン類対策の推進を図る。

また，大気，水質等の環境調査や産業廃棄物

焼却施設の排ガス調査を行い，ダイオキシン類
の実態の把握，排出基準の遵守指導に引き続き
努める。

３　環境ホルモン対策
環境ホルモン対策を推進するうえでは，全県

的な実態を把握することが重要であることか
ら，県内の河川・湖沼の水環境調査等を継続的
に実施する。

また，関係部局間等で情報の収集及び交換を
行うとともに，国が行う調査研究などの動向を
踏まえ，県としての取り組みを進める。

環境省は，10 年５月に「外因性内分泌攪乱化
学物質問題への環境庁の対応方針について（環
境ホルモン戦略計画 SPEED'98）」を策定し，環
境ホルモン緊急全国一斉調査を行った。

さらに，内分泌攪乱化学物質問題検討会（10
年６月設置）において，12 年度より SPEED'98
でリストアップした 65 物質の中から，優先して
リスク評価に取り組む物質を選定し（36 物質），
内分泌攪乱作用の試験を実施，魚類（メダカ）
に対し，ノニルフェノール，４－ t －オクチル
フェノール，ビスフェノール A，DDT の 4 物
質について，内分泌攪乱作用が確認された。

その後，環境省では，科学的知見の蓄積や国
際的な取り組みの進展状況を踏まえ，対応方針

を改定し，17 年度に「化学物質の内分泌かく乱
作用に関する今後の対応方針について－ExTEND 
2005 －」を，22 年度に「化学物質の内分泌かく
乱作用に関する今後の対応－ EXTEND 2010 －」
を策定し，調査研究等を推進している。

（２）県の取り組み
県では，全庁的に環境ホルモンに関する情報

の共有化を図り，連携して取り組んで行くため，
17 年１月，「有害化学物質対策連絡会議」（構成
員：関係部局の 20 課等）を設置するとともに，
情報収集に努めている。

３　環境ホルモン対策
（１）国の取り組み
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図表 3-1-1　COD の経年変化（全水域平均）

図表 3-1-3　全りんの経年変化（全水域平均）

図表 3-1-2　全窒素の経年変化（全水域平均）
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第３章　湖沼環境保全対策の推進
第１節　霞ヶ浦の総合的な水質保全対策

主な環境指標
◇霞ヶ浦全水域平均（年平均）（実績／目標）
　COD 7.8mg/ℓ（24 年度）／ 7.4mg/ℓ（27 年度）
　全窒素 1.0mg/ℓ（24 年度）／ 1.0mg/ℓ（27 年度）
　全りん 0.084mg/ℓ（24 年度）／ 0.084mg/ℓ（27 年度）

霞ヶ浦の湖内の現況としては，昭和 50年代に
CODが 11mg/ℓを記録して以来，緩やかな改善
傾向の後，上昇が見られたが，ここ数年は，改善
傾向にある。（図表3－ 1－ 1）

また，24 年度は，全窒素は前年より改善し，
全りんは前年よりわずかに高くなった。（図表 3
－ 1－ 2，図表 3－ 1－ 3）

第１　霞ヶ浦の現状
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主要な流入河川については，北浦に流入する
全窒素が上昇してきたが，近年下げ止まった。
COD及び全りんは，長期的には改善傾向もしく
は横ばいであった。（図表 3－ 1－ 4〜 6）

24 年度における全窒素濃度の高い河川は，鉾
田川，武田川，巴川でありいずれも北浦流入河
川であった。
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図表 3-1-6　流入河川の全りん経年変化

図表 3-1-5　流入河川の全窒素経年変化

図表 3-1-4　流入河川の COD 経年変化



霞ヶ浦の水質浄化に，より一層取り組むため，
18 年度に長期ビジョンを掲げ概ね平成 32 年度
に実現することとしている。
また，浄化対策をより実効性のあるものとす
るため，「霞ケ浦富栄養化防止条例」を「霞ケ
浦水質保全条例」として，全面的に改正のうえ，
19 年 10 月より施行し，各種汚濁源に対する規
制等の措置を強化した。
さらに，20 年度から導入した森林湖沼環境税
を活用し，霞ヶ浦の水質保全を総合的，計画的
に推進している。
今後は，24 年３月に策定した「霞ヶ浦に係る
湖沼水質保全計画（第６期）」に基づき，引き
続き水質浄化に取り組む。

１　霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第６期）の概要
（１）長期ビジョンと計画期間
○長期ビジョン
「泳げる霞ヶ浦」「遊べる河川」を掲げ，実
現時期を 32 年頃とする。

○長期ビジョンの実現に向け，段階的に水質
の改善を図るため，５年ごとに水質浄化に
関する対策の進捗状況を検証・評価し必要
な見直しを行う。

○第６期計画の期間
23 年度から 27 年度までの５年間

（２）水質目標

２　生活排水対策
（１）下水道の整備
下水道の整備は，24 年度までに土浦市等 22
市町村で事業を実施し，処理人口約 589,200 人，
普及率 60.2％となっている。
また，霞ケ浦湖北流域下水道，霞ケ浦水郷流
域下水道等において，窒素・りんの除去を目的
とした高度処理を実施している。

（２）その他の生活排水処理施設の整備
農業集落排水施設については，24 年度末まで

に，処理人口は約 67,200 人となっており，すべ
て高度処理である。
高度処理型浄化槽については，24 年度末で
9,874  基，処理人口約 35,600 人である。

３　工場・事業場等排水対策
（１）法律・条例に基づく規制
ア　水質汚濁防止法及び湖沼水質保全特別措

置法に基づく規制
霞ヶ浦流域では，霞ヶ浦や流入河川の水質汚
濁を防止するため，「水質汚濁防止法」で規定
している特定施設を設置する工場・事業場（特
定事業場）及び「湖沼水質保全特別措置法」で
規定している湖沼特定施設を設置する工場・事
業場（湖沼特定事業場）からの排出水に対し，
国が定める排水基準（一律基準）よりも厳しい
基準値を定めている。
また，霞ヶ浦流域では，排水基準が適用とな
る排水量を 10㎥／日以上まで裾下げを行ってお
り，県内の他の水域（30㎥／日以上）よりも厳
しい基準としている。

イ　生活環境の保全等に関する条例及び霞ケ浦
水質保全条例に基づく規制

「水質汚濁防止法」が適用されない汚水・廃
液を排出する施設については「生活環境の保全
等に関する条例」で排水特定施設，「霞ケ浦水
質保全条例」で指定施設としてそれぞれ指定し
ている。
これらの施設を設置している排水量 10㎥／日
以上の工場・事業場に対し，「霞ケ浦水質保全
条例」で窒素・りん，「生活環境の保全等に関
する条例」で BOD等の項目について，国が定
める排水基準（一律基準）よりも厳しい排水基
準値をそれぞれ定めている。

（２）立入検査及び指導状況
霞ヶ浦流域の特定事業場等の排水基準遵守状
況を監視するため，24 年度は延べ 504 の工場・
事業場に対して立入検査を実施した。
このうち，469 の工場・事業場に対して排出
水の水質検査を実施した結果，117 の工場・事
業場が排水基準に適合していなかったため，改
善指導を実施した。その結果 85 の事業場で改
善が図られたが，32 の事業場については，改
善を指導中である。

図表 3-1-7　湖内基準点８地点平均値

項　目 現　況
（H22）

水質目標
（H27） 環境基準

COD（mg/ℓ） 8.7 7.4 3.0

全 窒 素（ 〃 ） 1.3 1.0 0.4

全 リ ン（ 〃 ） 0.10 0.084 0.03

図表 3-1-7　湖内基準点８地点平均値

項　目 現　況
（H22）

水質目標
（H27） 環境基準

COD（mg/ℓ） 8.7 7.4 3.0

全 窒 素（ 〃 ） 1.3 1.0 0.4

全 リ ン（ 〃 ） 0.10 0.084 0.03

第２　霞ヶ浦の水質保全に関する総合的な施策
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（３）小規模事業所に対する指導
24 年度は霞ヶ浦流域の 1,745 の小規模事業所

に対して「霞ヶ浦水質保全条例」で規定された
「水質に関する基準」の遵守等を指導した。

４　畜産業に係る対策　
畜産に係る汚濁負荷対策としては，助成制度

を活用して，家畜排せつ物堆肥化施設などを整
備するとともに，堆肥の流通が進むよう畜産農
家に肥料取締法に基づく特殊肥料届出について
理解を求め，24 年度までに届出件数は，573 件
となった。

５　流出水対策
（１）環境にやさしい農業（エコ農業茨城）の推進
環境にやさしい農業に取り組む生産者の支援

をしており，エコ農業茨城に取り組む地域や生
産者の耕作面積が増加している。
化学肥料の削減に対する取り組みとしては，

水田では適正な施肥と水管理の徹底，及び肥料
成分の流出抑制が図られるよう，施肥田植機に
よる局所施肥や流出抑制肥料の使用を推進し
た。施肥田植機については，24 年度末までに累
計 4,931 台が導入された。
また，畑においても土壌の飛散流出を防ぐカ

バークロップの導入を推進している。
さらに，化学肥料を削減した栽培の普及展示

ほの設置や，溶出抑制肥料の推進，堆肥等の活
用による土壌の物理性向上についても推進した。

（２）市街地等からの流出負荷抑制
市街地等から降雨に伴い汚濁負荷が流出する

のを未然に防止するため，山王川流域（石岡市）
と鉾田川流域（鉾田市）を流出水対策地区に指
定し，地元住民の協力を得て歩道や側溝等の清
掃のほか各種対策を実施した。

（３）森林の適正管理
森林の公益的機能の維持・増進を図るため間
伐等の森林整備を行うとともに，平地林・里山
林については市町村が主体となり，森林所有者，
地域住民等と保全協定を結び，下刈り，間伐等
の森林整備を実施し，その保全を図っている。
24 年度は，18 市町村で事業を実施した。

６　漁業に係る浄化対策
コイ養殖については，コイヘルペスウィルス
病発生による影響で，16 年度から休止していた
が，耐性コイ生産技術やまん延防止を図る出荷
方法の確立等を受け，21 年４月に再開した。飼
育にあたっては，条例に基づく適正飼育基準の
遵守徹底を図るとともに，年２回，水質・底質
のモニタリング調査を行っている。
また，漁業による窒素・りんの回収方策とし
て，24 年度のハクレン，アメリカナマズ等の外
来魚の漁獲回収については，これら外来魚から
福島第一原発事故由来の放射性物質が検出され
た影響により，実施を見合せた。

７　霞ヶ浦及び流入河川の直接浄化対策
（１）湖沼の浄化対策
ア　アオコ処理対策
ア
※

オコの発生に迅速に対応すべく，発生が予
想される夏季に，国土交通省，関係市町村及び
県でアオコの監視パトロールを実施している。
24 年度は，アオコが大発生したことから，国
土交通省及び市町村と連携してアオコフェンス
の設置及びアオコの回収等の対策を実施した。
また，前年度において悪臭被害の大きかった土
浦市の新川に新たにアオコ抑制装置を設置し，
アオコの発生抑制および悪臭被害の防止に努め
た。
さらに，アオコ対策の円滑な推進を図るため，
連絡会議を開催し，関係者への協力要請を行った。
イ　しゅんせつ等の底泥対策
底泥（富栄養化した堆積土）に起因する水質
悪化に対処するため，国土交通省直轄事業とし
て昭和 50年度から 23 年度までの 37年間で累計
800 万㎥の底泥しゅんせつが実施された。
ウ　生態系の持つ自然浄化機能を活用した浄

化対策
魚類等の繁殖の場となり，水質浄化機能もあ
るヨシ等の水生植物帯の造成を実施している。

図表 3-1-8　霞ヶ浦流域の工場・事業場の状況
法律による
対 象 数

条例による
対 象 数 合 計

工 場・ 事 業 場 数 3,560 1,997 5,557

排水基準適用件数 563 245 808

立入検査延べ件数 347 157 504

水質検査延べ件数 321 148 469

排水基準不適合件数 74 43 117

改 善 さ れ た 件 数 52 33 85

図表 3-1-8　霞ヶ浦流域の工場・事業場の状況
法律による
対 象 数

条例による
対 象 数 合 計

工 場・ 事 業 場 数 3,560 1,997 5,557

排水基準適用件数 563 245 808

立入検査延べ件数 347 157 504

水質検査延べ件数 321 148 469

排水基準不適合件数 74 43 117

改 善 さ れ た 件 数 52 33 85

アオコ
植物プランクトンの一種である藍藻類の俗称。窒素やりん分の多い富栄養湖沼において夏から秋にかけて異常繁殖して湖沼水を緑色に変色させる。
アオコが発生すると透明度が低下したり，着臭等により上水道への利用が不適当となる。さらにアオコが死滅する際，悪臭を発生するとともに水中の溶存酸素
を奪うため水産や観光上重大な被害をもたらす。

用語
解説 61
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霞ケ浦環境科学センター

（２）流入河川の直接浄化対策
国土交通省では園部川を始めとする５河川の
河口部に湖内湖植生浄化施設（ウェットランド）
を設置している。
また，本県では，清明川上流部の調節池内に
レキ間接触酸化による直接浄化施設を設置して
いるほか，現在，桜川において河川敷（高水敷）
に植生浄化施設の整備を進めている。

８　霞ケ浦環境科学センターの活動　
霞ケ浦環境科学センターは，環境保全に関す
る調査研究に取り組むとともに，環境学習や市
民活動の拠点として 17 年４月に開設され，市
民・研究者・企業及び行政の４者のパートナー
シップのもと，次の４つの機能を効果的に発揮
できるよう事業を展開している。

（１）調査研究・技術開発
霞ヶ浦をはじめとする県内の湖沼・河川の水
環境や大気環境などの保全のための調査研究や
技術開発を行う。（p112 参照）

（２）環境学習
展示室見学のほか，研修室での水質分析・プ
ランクトン観察，霞ヶ浦周辺での自然観察会な
ど，子どもから大人まで親しみやすく参加しや
すい体験型学習を実践した。また，20 年度から
霞ヶ浦湖上体験スクールを実施し，多くの小中
学生が水環境に関する理解を深めている。

（３）市民活動との連携・支援
環境保全活動の輪を広げるためオープンス
ペースとして「交流サロン」を運営し，各種情
報提供などを行った。また，県内の水関連市民
団体等の交流を図るため，環境フォーラムを開
催したほか，軽トラックや刈払機，顕微鏡や透
視度計などの水辺環境保全や環境学習の機材を
整備し無料で貸し出すなど，市民団体等の活動
支援を行った。

（４）情報・交流
研究者と市民，市民相互の交流や，内外の研
究機関，大学などとの連携や交流を促進する。
また，霞ヶ浦等に関する様々な情報を収集・蓄
積し，県民へ発信した。（p112 参照）
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20 年度から導入した森林湖沼環境税を活用
し，水質保全対策をより一層強化していく。
また，第６期計画に基づき，水質浄化に向け

総合的な対策を推進する。

１　霞ヶ浦及び流域河川の水質保全対策
汚濁負荷量の削減に向け，森林湖沼環境税を

活用し，下水道や農業集落排水への接続補助や
高度処理型浄化槽の設置補助などの生活排水対
策を実施するほか，家畜排せつ物の燃料化に関
する技術の調査・検討を行い，家畜排せつ物の
新たな処理及び利活用について検討する。
また，工場・事業場からの排水対策，農業・

畜産業等における水質保全対策を推進するほ
か，霞ヶ浦及び流域の水環境を的確に把握する
ため，定期的に水質監視を行う。

２　流出水対策
農地からの流出水対策としては，減肥技術な

どによる環境にやさしい農業を推進する。また，
地域住民の協力を得て，市街地における歩道・
側溝の清掃，森林の適正管理を推進する。
さらに，森林湖沼環境税を活用し，農業排水

を循環利用する循環かんがい施設を整備し，負
荷削減を図る。

３　自然の浄化機能の保護と生態系の保全
魚類等の繁殖の場となり，水質浄化機能もあ
るヨシ等の水生植物帯の造成を図るとともに，
湖岸植生帯の保全を促進する。また，アメリカ
ナマズ等の未利用魚の漁獲回収を進めるほか，
森林保全を通した水源かん養機能や水質浄化機
能の維持・増進などにより，流域の総合的な生
態系保全を図る。

４　県民との連携・協力による流域管理
県民の理解と積極的な協力を得るため，霞ケ
浦環境科学センターを中心に霞ヶ浦環境学習等
推進事業などを展開し，各種広報啓発や河川流
域単位での浄化運動などを推進する。
また，森林湖沼環境税を活用し，県民が自ら
企画し活動する水辺の清掃や水環境学習に対し
助成を行い，県民活動の一層の活性化を図る。

５　霞ケ浦環境科学センターの事業
霞ヶ浦をはじめとする県内の湖沼，河川など
の水質保全や大気などの環境保全に取り組むた
めの総合拠点となる「霞ケ浦環境科学センター」
において，調査研究，環境学習，市民活動との
連携・支援等を進める。

第３　今後の取り組み
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トピックス 畜産系負荷低減の新たな取り組み

県では，森林湖沼環境税を活用して，家畜排せつ物処理施設整備への助成や，家畜ふん堆肥（以
下，「堆肥」という）の品質向上を図り，特殊肥料として流通を促進することにより，霞ヶ浦へ
の汚濁負荷削減を進めてきました。
しかし，家畜の飼養頭羽数が多い霞ヶ浦流域では，利用されている量に対して生産される堆肥

の量が多いことから，森林湖沼環境税を活用した負荷削減の新たな取り組みとして，次の２事業
を進めます。

◆　良質堆肥広域流通促進事業
【事業の目的】霞ヶ浦流域内で生産された良質な堆肥を，霞ヶ浦及び涸沼流域外の耕種農家に

流通させることにより，霞ヶ浦への窒素負荷削減を図ります。
【事業の内容】

（1）堆肥コーディ
ネーターの配置

茨城県たい肥利用促進協議会（事務局：（公社）茨城県畜産協会）に，
堆肥の生産者と利用者をマッチングする「堆肥コーディネーター」
を配置します。

（2）堆肥需要調査の
実施

県内（特に霞ヶ浦の流域外）の耕種農家における堆肥の需要を幅
広く調査します。

（3）堆肥利用集団の
取組支援

霞ヶ浦流域内の畜産農家と，流域外の（堆肥を使いたい）２戸以
上の耕種農家で組織する「堆肥利用集団」の取組を支援※します。

※初年度のみ

①　広域流通（流域内から流域外へ）に必要な施設・機械等の整
備補助（補助率１／２）

②　輸送費掛かり増し経費の一部補助（750 円 /t 〜）
③　堆肥利用実証圃設置に対する奨励金（6,000 円 /10a）

◆　畜産バイオマス燃料化推進モデル事業
【事業の目的】堆肥の燃料利用（農地還元しない）により，汚濁負荷削減を図ります。

具体的には，家畜ふん尿を原料とした堆肥の燃料としての利活用に向けて，実
証モデル農場を設置して，実用化に向けた検証を行います。

【事業の内容】
　〇　低塩素処理燃料化実証モデル
　　　セメント工場における燃料利用としての検証を行います。

　〇　畜産農場内燃料化実証モデル
　　　畜産農場内における熱源利用としての検証を行います。

　〇　発電施設等利活用調査
　　　発電施設等における堆肥の利活用について調査・検討を行います。

家　畜
ふん尿

固液分離及び
発酵・乾燥

低水分・低塩素化
堆肥の製造

セメント工場
（燃料利用）

家　畜
ふん尿

畜舎暖房・温水洗浄
（熱利用）

発酵・
堆肥製造

焼却炉
（燃焼）

給　　湯
システム
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第２節　涸沼の水質保全対策

6.1

24
年度
23211917151311975363615957S55 H元

第3期計画

1.6

24
年度
23211917151311975363615957S55 H元

第3期計画

0.075

24
年度
23211917151311975363615957S55 H元

第3期計画
0.060

1.1

24
年度
23211917151311975363615957S55 H元

第3期計画

主な環境指標
◇涸沼の水質（実績／目標）
　COD：年平均値6.1mg/ℓ（24年度）／5.5mg/ℓ（26年度）
　全窒素：年平均値1.6mg/ℓ（24年度）／1.4mg/ℓ（26年度）
　全りん：年平均値0.075mg/ℓ（24年度）／0.060mg/ℓ（26年度）

第１　涸沼の現状
涸沼は，富栄養化等に伴う水質汚濁が進行し

ているため，12 年３月に，昭和 49 年に指定し
た COD等に係る環境基準の達成期間を見直す
とともに，新たに窒素及びりんに係る環境基準

の類型指定を行った。また，12年６月に涸沼水
質保全計画，17年 12月には第２期，22年 12月
には第３期の計画を策定し総合的・計画的に水
質浄化対策を進めている。
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図表 3-2-4　透明度の水質経年変化

図表 3-2-1　COD の水質経年変化

図表 3-2-2　全窒素の水質経年変化

図表 3-2-3　全リンの水質経年変化



第２　涸沼の水質保全に関する施策
22 年 12 月に，涸沼の水質保全対策を総合的
に定めた「第３期涸沼水質保全計画」を策定し，
水質保全目標値を COD，窒素，りん及び透明
度の４項目について定めた。これらの目標の達
成に向けて，生活排水対策，畜産対策等の汚濁
負荷削減対策，広報・啓発活動，環境教育，環
境学習，計画の推進体制の整備など，各種施策
を計画的に推進するとともに，庁内各課で構成
する「涸沼・牛久沼水質保全計画推進連絡会議」
を設置し，実施状況を点検・評価しながら，計
画の進捗状況の管理している。

１　第３期涸沼水質保全計画の概要
（１）計画期間
○ 22 年度から 26 年度までの 5 か年間
○ 26 年度以降については，対策の進捗状況，
水質の改善状況，流域の社会的要因の変化
などを踏まえ，必要な見直しを行う。

（２）水質目標

（３）　主な対策の内容
ア　汚濁負荷削減対策
（ア）下水道，農業集落排水施設の整備，接続
推進，高度処理型浄化槽の設置促進により，
生活排水処理率を現状（H 20）の 64.6％から
84.5％に拡大する。

（イ）市町村における生活排水対策を推進する。
特に，生活排水による負荷の割合の高い石
川川流域について，水戸市と連携し下水道
への接続促進などを重点的に実施する。

（ウ）食器の油のふきとり，アクリルタワシの
使用，食用油の使いきり，風呂水の洗濯・
散水への再利用など，水環境にやさしいラ
イフスタイルを確立する。

（エ）工業，事業場については，立入検査等に
よる排水処理指導の強化や法令の規制の対
象とならない小規模事業に対する指導の徹

図表 3-2-5　水質目標

項　　目 現　　況※
（H21）

水質目標※
（H26） （参考）環境基準

COD（㎎/ℓ） 6.2 5.5 5（75%値）

全窒素（〃） 1.9 1.4 0.6

全りん（〃） 0.080 0.060 0.05

透明度（ｍ） 0.9 1.0 ―

※上記の表は，環境基準点３地点（親沢，宮前，広浦）の平
均値

図表 3-2-5　水質目標

項　　目 現　　況※
（H21）

水質目標※
（H26） （参考）環境基準

COD（㎎/ℓ） 6.2 5.5 5（75%値）

全窒素（〃） 1.9 1.4 0.6

全りん（〃） 0.080 0.060 0.05

透明度（ｍ） 0.9 1.0 ―

※上記の表は，環境基準点３地点（親沢，宮前，広浦）の平
均値

底により，汚濁物質の削減を図る。
（オ）家畜排せつ物については，高度処理施設
（強制発酵施設，浄化処理施設，炭化焼却施
設，ペレット化施設等）や堆肥散布機械（堆
肥運搬車等）等を整備する。また，耕畜連
携による良質な堆肥の生産利用及び広域的
な流通を促進する。

（カ）施肥基準や土壌診断結果等に基づいた適正
施肥を進め，環境にやさしい農業を推進する。

（キ）ヨシ等の植生の活用や直接浄化施設の整
備により流入河川の浄化を促進する。

（ク）水産資源の維持増大を図り，漁業による
窒素やりんの湖外への取り出しを推進する。

イ　推進体制の整備等
（ア）住民，団体，事業者及び行政による「クリー
ンアップひぬまネットワーク」の活動を通
じて，地域一体となった浄化実践活動など
を推進する。

（イ）計画の進行管理については，庁内関係各
課で構成する「涸沼・牛久沼水質保全計画
推進連絡会議」を設置して実施する。

（ウ）環境学習・環境教育を推進する。
ウ　調査研究の推進
湖内及び流入河川における水質などの定期的
な調査，遡上水の挙動を含めた汚濁機構の解明
などの調査研究を行う。

２　水質浄化対策
（１）発生源対策
「水質汚濁防止法」及び「生活環境の保全等
に関する条例」に基づき，工場・事業場について，
排出水の適正処理等の指導を行うとともに，小
規模事業所に対しては，「小規模事業所排水対
策指導要綱」に基づき適正排水処理を指導した。
また，畜産農家に対しては，家畜排せつ物の
不適切な管理を解消し，堆肥の有効利用を図る
ため，家畜排せつ物処理施設等の整備，家畜排
せつ物の有効利用等を推進し，さらに農業から
の環境負荷の軽減を図るため，環境保全型農業
直接支援対策等により化学肥料の削減や水田の
適正な水管理等を推進した。

（２）生活排水対策（H24）
下水道や農業集落排水施設の整備，合併処理
浄化槽の設置を推進し，下水道普及率は 39.5％
（生活排水処理総合普及率は約 82.1％）となった。
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（３）涸沼水質浄化運動の展開
13 年３月に「恵み豊かで美しい涸沼の創造を

目指して」の理念のもと住民，事業者，団体，
行政による水質浄化運動組織「クリーンアップ
ひぬまネットワーク」が設立された。
24 年度は，各地域における一斉清掃活動，稚

魚の放流などの身近な水質浄化活動を始め，以
下の事業に取り組んだ。
○第 12 回ひぬま環境フォーラムの開催（24 年
11 月 25 日，いこいの村涸沼で実施）

○涸沼水質浄化ポスターの募集及び巡回展示
・ポスターの募集結果　総応募数　402 点

○広報紙の発行
広報紙「クリーンアップひぬまネットワー
クだより」を23年９月，21年２月の２回発行し，
涸沼流域全世帯（約５万世帯）に配布した。
○インターネットによる情報の発信
ネットワークのホームページを運営し，
ネットワークや流域市町での取り組み行事予
定をはじめ，涸沼周辺の観光スポットなど幅
広く涸沼に関する情報を発信した。
○ひぬま流域クリーン作戦
24 年７月 21 日に涸沼自然公園及びその周辺
で清掃活動を実施した。

「第３期涸沼水質保全計画」（22年 12 月策定）
に基づき，総合的な水質保全対策を推進してい
くため，涸沼・牛久沼水質保全計画推進連絡会
議を運営し，事業の進捗状況を管理する。
さらに，流入河川の水質調査など小・中学校の

環境学習を支援するとともに，地域一体となった
浄化実践活動への取り組みを促進するため，住民，
団体，事業者及び行政による「クリーンアップひ
ぬまネットワーク」の活動に対して支援する。

第３　今後の取り組み
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第３節　牛久沼の水質保全対策
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24
年度
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年度
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24
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232119171513119753S50 52 H元5654 626058

主な環境指標
◇牛久沼の水質（実績／目標）
　ＣＯＤ：（年平均）8.1mg/ℓ（24年度）／7.2mg/ℓ（28年度）
　全窒素：年平均値 1.5mg/ℓ（24年度）／1.3mg/ℓ（28年度）
　全りん：年平均値 0.071mg/ℓ（24年度）／0.059mg/ℓ（28年度）

第１　牛久沼の現状
牛久沼では，昭和 55年頃からアオコの発生が
見られ富栄養化による水質汚濁が進行したこと
から，11 年２月に環境基準のあてはめを河川か
ら湖沼に改定するとともに，15 年２月に牛久沼

水質保全計画，19 年 12 月に第２期，25 年３月
に第３期の計画を策定し，総合的・計画的に水
質浄化対策を進めている。
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図表 3-3-2　全窒素の水質経年変化

図表 3-3-1　COD の水質経年変化

図表 3-3-3　全リンの水質経年変化



25 年３月に牛久沼の水質保全対策を総合的
に定めた「第３期牛久沼水質保全計画」を策定
し，COD，窒素及びりんについて水質保全目標
値を定め，その達成に向け生活排水対策などの
他，広報啓発活動，環境学習の実施など各種施
策を計画的に推進するとともに，庁内各課で構
成する「涸沼・牛久沼水質保全計画推進連絡会議」
を設置し，実施状況を点検・評価しながら，計
画の進捗状況を管理している。　

１　第３期牛久沼水質保全計画の概要
（１）計画期間
○ 24 年度から 28 年度までの 5 か年間
○ 28 年度以降については，対策の進捗状況，
水質の改善状況，流域の社会的要因の変化
などを踏まえ，必要な見直しを行う。

（２）水質目標

（３）主な対策の内容
ア　汚濁負荷削減対策
（ア）生活排水対策については，下水道等の整備
及び高度処理型浄化槽の設置促進により，生
活排水処理率を87.2%から91.1%に向上させる。

（イ）工場・事業場排水対策については，水質汚
濁防止法等に基づく排水基準の遵守の徹底を
図るとともに，環境保全施設資金融資制度を
活用した排水処理施設設置の促進を図る。

（ウ）つくばエクスプレス沿線の開発等により
増加が懸念される市街地からの汚濁負荷削
減について，洪水の防止，地下水の涵養及
び流出負荷の抑制などのため，貯留浸透施
設の集水面積を開発面積の 60％以上確保し，
水循環機能の保全を図る。

（エ）化学肥料等の低減や適正施肥などの環境
にやさしい農業を推進し，農用地から流出
する環境負荷の削減を図る。

（オ）多様な生態系を育み，うるおいある水辺
空間を保全するため，流入河川において，
自然環境や生態系に配慮した多自然川づく
りを推進する。

イ　推進体制の整備等
（ア）流域市町村及び団体で構成する「牛久沼
流域水質浄化対策協議会」が実施する一斉
清掃，浄化キャンペーン等の浄化実践活動
や広報・啓発活動を支援する。

（イ）計画の進行管理については，庁内関係各
課で構成する「涸沼・牛久沼水質保全計画
推進連絡会議」を設置して実施する。

（ウ）環境学習・環境教育を推進する。

ウ　調査研究の推進
湖内及び流入河川の水質などの定期的な調査
を行うとともに流入負荷に関する調査研究を行
い，これらのデータを基に汚濁機構の解明を図
る。

２　水質浄化対策
（１）発生源対策
「水質汚濁防止法」及び「生活環境の保全等
に関する条例」に基づき，工場・事業場について，
排出水の適正処理等の指導を行うとともに，小
規模事業所に対しては，「小規模事業所排水対
策指導要綱」に基づき適正排水処理を指導した。
また，畜産農家に対しては，家畜排せつ物の
有効利用を推進するとともに，耕種農家に対し
ては農業からの環境負荷の軽減を図るため，環
境保全型農業直接支援対策等により化学肥料の
削減等を推進した。

（２）生活排水対策
下水道や農業集落排水施設の整備，合併処理
浄化槽の設置を推進し，生活排水処理総合普及
率は 88％となった。
また，家庭からの生活雑排水の汚濁負荷を軽
減するとともに，発生源対策をより促進する動
機付けとして，各市において，催事等を利用し
て，ケナフ水切り袋，キッチンペーパーを作成・
配布した。

（３）牛久沼水質浄化運動の展開
水質浄化には流域住民の理解と協力が不可欠
であるため，牛久沼流域水質浄化対策協議会（会
長：龍ケ崎市長，４市等で構成）を中心に，県，
市町村及び流域住民が一体となって水質保全に
向けた広報啓発や各種の浄化運動を展開した。

図表 3-3-4　水質目標 （単位：mg／ℓ）

項　　目 現　　況
23年度 目標値 （参考）

環境基準

ＣＯＤ（年平均値） 7.5 7.2 5（75%値）

全窒素（　〃　） 1.4 1.3 0.6

全りん（　〃　） 0.062 0.059 0.05

図表 3-3-4　水質目標 （単位：mg／ℓ）

項　　目 現　　況
23年度 目標値 （参考）

環境基準

ＣＯＤ（年平均値） 7.5 7.2 5（75%値）

全窒素（　〃　） 1.4 1.3 0.6

全りん（　〃　） 0.062 0.059 0.05

第２　牛久沼の水質保全に関する施策
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「第３期牛久沼湖沼水質保全計画」（25 年３月
策定）に基づき，総合的に水質保全対策を推進
していくため，涸沼・牛久沼水質保全計画推進
連絡会議を運営し，事業の進捗状況を管理する。

また，地域一体となった浄化実践活動への取
り組みを促進するため，牛久沼流域水質浄化対
策協議会の活動に対して支援する。

第３　今後の取り組み

○牛久沼流域清掃活動；約 5,000 人が参加
○牛久沼水質浄化ポスターの募集及び巡回展示
　・ポスターの募集結果　総応募数　439 点
○牛久沼啓発用パンフレットの作成
生活排水対策を掲載したパンフレットを作
成し，流域の小中学校等に配布した。
○食用廃油対策事業

流域市において，廃油回収事業及び家庭排
水対策の広報・啓発を行った。
回収量　約 2,100ℓ

○牛久沼環境学習促進事業
流域市町村の小学生等を対象に，牛久沼の
湖上研修，流域河川の水質検査，湖畔の自然
観察会等を実施した。
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トピックス 牛久沼に係る湖沼水質保全計画（第３期）の策定について

牛久沼は，茨城県で３番目に大きい湖沼です。
（１位：霞ヶ浦（西浦，北浦及び常陸利根川をいう。），
２位：涸沼，３位：牛久沼）
また，昔から農業用水や漁場としての利用はもと

より，釣りなどのレクリエーションや憩いの場，自
然観察の場となっています。
しかし現在，牛久沼においてアオコの発生がみら

れるなど，富栄養化による水質汚濁が進行したこと
から，県では，これまで牛久沼水質保全計画に基づ
く水質浄化対策（第１期：平成 15 年度〜平成 18 年度，
第２期：平成 19 年度〜平成 23 年度）を行ってきま
した。その結果，第２期計画においては，ＣＯＤ及
び全窒素の水質目標値を達成することが出来ました
が，未だ環境基準には達していません。
そこで，第３期の牛久沼水質保全計画を策定し，

引き続き総合的な水質保全対策を推進していきます。

計画期間 平成 24 年度から平成 28 年度まで（５年間）

主な対策 ①生活排水対策（下水道の整備・接続促進，高度処理型浄化槽の設置促進等）
　　生活排水処理率：H23：87.2%　⇒　H28：91.1%
②農地対策（エコファーマーの認定促進などによる化学肥料等の使用量削減の推進）
　　エコファーマーの栽培面積：1,354ha　⇒　3,053ha（約 2.3 倍）
③森林対策（水質の浄化等の機能を有する平地林の適正な管理等）
　　森林整備面積：226ha　⇒　394 ha（約 1.7 倍）
④その他（流域住民等に対する意識啓発の推進，水生植物の育成・保全，水産資
源の維持増大など）

【水質目標】（単位：mg/L）

環境基準 第２期計画
目標値

H23
測定結果

第３期計画
目標値

ＣＯＤ 5.0 7.5 7.5 達　成 ＣＯＤ 7.2

全窒素 0.6 1.4 1.4 達　成 全窒素 1.3

全りん 0.05 0.060 0.062 未達成 全りん 0.059

牛久沼の諸元
湖沼の成因 堰止湖
最大水深（m） ３
平均水深（m） 1
湖面積（㎢） 6.5

湖容積（百万㎥） 6.5
流域面積（㎢） 144

牛久沼の諸元
湖沼の成因 堰止湖
最大水深（m） ３
平均水深（m） 1
湖面積（㎢） 6.5

湖容積（百万㎥） 6.5
流域面積（㎢） 144
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第４章　資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進
第１節　３Ｒ（リデュース，リユース，リサイクル）

主な環境指標
◇１人１日当たりごみ排出量
　1004g（23年度）／949g（27年度目標）
◇一般廃棄物資源化率　20.0％（23年度）／23％（27年度目標）

ごみの総排出量は，９年度以降は，ダイオキ
シン類の問題から家庭等で行うごみ焼却が事実
上禁止されたことにより増加傾向に転じ 14 年
度にピークになり，それ以降減少傾向にあった
が，23 年度のごみの総排出量は 1,092 千トンと

なった。その内訳は，市町村が収集するごみが
961 千トン，直接搬入ごみが 85 千トンとなって
いる。

これを県民１人１日当たりに換算すると
1004g となり，前年より 64g 増加している。

第１　廃棄物の現状
１　一般廃棄物（ごみ）の状況

（１）ごみ排出量の推移

23 年度の市町村における資源化量（ごみの選
別，破砕等を行い，回収・資源化された紙，プ
ラスチック，金属，ガラス等の量）は 174 千トン，
また，住民団体によって資源回収された集団回
収量は 45 千トンとなっている。

市町村の資源化量と集団回収量を合わせた 23
年度の資源化率は 20.0％となっており，前年度
に対し 2.0 ポイントの増加となった。

一般廃棄物の資源化率は，平成 18 年度以降，
ほぼ横ばいで推移してきたが，平成 23 年度は
大きく上昇した。これは，資源物の回収品目の
拡大等によりリサイクル量が増加したことに加
え，これまで統計上把握されていなかった民間
事業者から再生事業者への直接再生利用量等リ
サイクル量についても，積極的に把握を図るこ
ととしたこと等によるものと考えられる。

（２）リサイクルの状況
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図表 4-1-1　県内のごみ排出量の推移

図表 4-1-2　資源化率の推移



産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち，燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃プラスチック類等法令で定められた 20 種類の廃棄物をいう。
産業廃棄物は，排出事業者の責任において処理しなければならないこととされており，他者に委託して処理する場合には産業廃棄物処理業の許可を受けた業者

に委託しなければならない。
鉱さい

主に製鉄業の溶鉱工程（高炉，平炉，転炉，電気炉等）において生ずる残さいで，高炉スラグには水砕スラグと徐冷スラグがあり，徐冷スラグは路盤材等に利用されている。
中間処理

廃棄物の最終処分に先立って，その安定化・減量化のために行う前処理で，焼却，中和，溶解，脱水，砕枠，圧縮等がある。

用語
解説

（１）産
※

業廃棄物の排出量等
21 年度に実施した産業廃棄物実態調査による

と，20 年度の本県における産業廃棄物（農業か
ら発生する産業廃棄物を除く。）の推定発生量
は，10,597 千トンとなっており，発生量から有
償物量を引いた排出量は 7,837 千トンである。

前回調査時の 15 年度に比べ，発生量は 0.8％
減少し，排出量は 1.5％の減少となっている。

また，発生量を業種別に見ると汚泥及び鉱
※

さ
い等を排出する製造業が 63％，汚泥等を排出す
る電気・水道業が 21％，がれき類等を排出する
建設業が 15％などとなっている。

（２）リサイクルの状況
産業廃棄物排出量のうち，自己中

※

間処理及び
委託処理により再生利用された量は，4,915 千ト
ンである。

また，発生量のうち有償物量は 2,760 千トン
である。

再生利用量と有償物量をあわせた資源化量は
6,689 千トンであり，発生量に対する資源化率は
63％である。前回調査の 15 年度に比べ，5％の
上昇となっている。

２　産業廃棄物の状況

第２　３Ｒに関する施策
１　廃棄物の発生抑制・減量

（１）一般廃棄物に対する減量化・リサイクル対策
一般廃棄物の減量化・リサイクルを推進するた

め，環境にやさしい買物運動やエコ・ショップ制
度（環境にやさしいお店認定制度）を実施した。

さらに，「容器包装に係る分別収集及び再商
品化の促進等に関する法律」（容器包装リサイ
クル法）を円滑に実施するため「分別収集促進
計画」に基づき市町村支援を実施するなど，容
器包装廃棄物の分別収集及びリサイクルの推進
に努めている。

ア　環境にやさしい買物運動
環境にやさしい買物運動は，レジ袋や過剰包

装を少なくするもので，身近に実践してもらえ
る方策として有効である。

そこで県では，内閣府や「３Ｒ活動推進フォー
ラム」と連携をはかり，環境にやさしい買物キャ
ンペーン（12 月）を実施し啓発を行った。

イ　エコ・ショップ
環境にやさしい商品の販売やレジ袋の削減な

ど，ごみ減量化・リサイクル活動に取り組む小
売店を「エコ・ショップ」として認定する制度
を推進した。

エコ・ショップでは包装の簡素化・無包装や
空き缶，空きビン，ペットボトルの店舗回収等
の取り組みを行っている。

24 年４月では 465 店舗が認定されている。

ウ　市町村におけるレジ袋の無料配布の中止
レジ袋の使用削減を推進するため，事業者，

市民団体，市町村による三者協定を，24 年度
末時点で 26 市町村が締結した。

また，これまで市町村ごとに取組んできたレ
ジ袋の削減をさらに推進するため，県において
も三者協定を締結し，県全域を対象としたレジ
袋無料配布の中止を開始した。
・食品スーパーマーケット
　開始日　21 年７月１日〜
　参加事業者　27 事業者　272 店舗
・クリーニング店
　開始日　22 年 10 月１日〜
　参加事業者　15 事業者　288 店舗

（２）産業廃棄物に対する減量化・リサイクル対策
ア　リサイクル優良事業所認定制度の運用

事業活動に伴い生じる産業廃棄物の発生抑制や
リサイクルの取り組み，リサイクル技術の開発等
が優良な県内の事業所を知事が認定する「茨城県
リサイクル優良事業所認定制度」を実施している。

イ　多量排出事業所減量化等促進事業
廃棄物処理法に基づき，多量に産業廃棄物を

排出する事業所に対し，処理計画の策定を指示
し，減量化・有効利用の促進を図った。

産業廃棄物については，事業者への啓発活動
などにより 20 年度の発生量は 15 年度から減少
しており，着実に取り組みは進んでいる。
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セ
ン
タ
ー

セ
ン
タ
ー

センター エネルギー

センター

引取業登録数 864 件
フロン類回収業登録数 312 件
解体業許可数 226 件
破砕業許可数 27 件

年 度 18 19 20 21 22 23 24

相談指導件数 329 365 303 363 339 511 471

RDF（Refuse Derived Fuel）
産業廃棄物や一般廃棄物の中から選別した可燃物を，粉砕，粒度調整，成形固化などの加工により製造した固形燃料をいう。本来は「ごみに由来する燃料」の意。

用語
解説

また，事業者に対するリサイクルの相談・指
導，情報の提供などにより資源化率は向上して
おり，資源化目標に向けて順調に進んでいる。

さらに，埋立処分量は減少しており，取り組
みは着実に進んでいる。

２　総合的なリサイクルシステムの確立
（１）食品リサイクルの推進

13 年５月に施行された「食品循環資源の再生
利用等の促進に関する法律」（食品リサイクル
法）に基づいて食品循環資源の再生利用等を促
進するため，食品関連事業者等を対象に普及啓
発を実施している。

（２）サーマル・リサイクルの推進　
県では，鹿島地域において，循環型社会のモ

デルとなる「鹿島共同再資源化センター」を整
備し，廃棄物のサーマル・リサイクル（熱回収）
を推進している。

鹿島共同再資源化センターでは，鹿嶋市及び
神栖市から排出される一般廃棄物から製造した
固形燃料（R

※

DF）と，鹿島地区の企業から排出
される産業廃棄物とを合わせて焼却するととも
に，焼却により発生する熱を回収・利用し，電
力エネルギーとして再利用を行った。

（３）使用済自動車の適正処理の推進
「使用済自動車の再資源化等に関する法律」

（自動車リサイクル法）が 17 年 1 月に本格施行
されたことにより，使用済自動車の最終残さで
あるシュレッダーダスト，エアバッグ類及び
カーエアコンのフロン類を自動車メーカー・輸
入業者が引取ってリサイクル（フロン類につい
ては破壊）されることとなった。

県では，使用済自動車の引取業者等の登録，解
体業者等の許可及び許可取得のための事前審査
を行い，適正処理の推進を図るとともに，県民向
けに，リサイクル料金の負担と使用済自動車の引
取業者への引渡しについて広報活動を実施した。

（４）廃棄物再資源化指導センター設置運営事業
４年４月から「茨城県廃棄物再資源化指導セン

ター」を設置し，リサイクル推進員による事業者
等の相談・指導，情報の収集・提供等を行った。

また，有効利用可能な産業廃棄物を事業所間
で交換し有効利用を図る「産業廃棄物交換制度」
を運営している。
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図表 4-1-3　事業イメージ図

図表 4-1-4　引取業者等の登録・許可件数 （25 年３月末現在）

図表 4-1-5　廃棄物再資源化指導センター相談指導件数 （単位：件）



（５）リサイクルシステム確立のための個別対策
ア　家畜排せつ物リサイクルの推進

家畜排せつ物処理施設を計画的に整備し，良
質堆肥を生産するとともに，地域土づくり推進
協議会と協力し，堆肥の成分分析を進めて地域
での堆肥需要を喚起した。一方，県域では「茨
城県たい肥利用促進協議会」を中心として，堆
肥の広域流通を促進し，畜産農家と耕種農家の
連携による資源循環型農業を推進した。

イ　建設リサイクルの推進
（ア）建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律の施行
「建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律」（建設リサイクル法）に基づき，本県にお
ける特定建設資材に係る分別解体等及び特定建
設資材廃棄物の再資源化促進等に関する「茨城
県における建設工事に係る資材の再資源化等に
関する指針」を定め，「建設リサイクル法」の適
正な執行を図った。

（イ）茨城県建設副産物リサイクル推進協議
会の設置・運営

13 年５月 25 日に「茨城県建設副産物リサイ
クル推進協議会」を設置し，建設副産物のリサ
イクルを官民一体となって推進している。

（ウ）茨城県建設リサイクルガイドラインに
基づく公共工事の実施

「茨城県建設リサイクルガイドライン」を策
定し，これに基づき，建設副産物のリサイクル
を率先して実施している。

（エ）建設ゼロ・エミッション工事の実施
土木部出先機関が実施する全工事を対象に，

「建設ゼロ・エミッション工事」を実施した。

（オ）茨城県リサイクル建設資材評価認定制
度の策定

公共工事において再生資材の率先利用を図る
ため，「茨城県リサイクル建設資材評価認定制
度」を策定し，25 年２月 27 日までに，140 の
リサイクル建設資材を認定した。

（カ）解体工事業者登録の実施
「建設リサイクル法」に基づき 13 年 5 月 30

日から解体工事業者の登録受付を開始し，25 年
3 月 31 日までに 501 業者を登録した。

３　いばらきゼロ・エミッションの推進
リサイクル製品の認定制度等を通じて，循環

型社会の形成に向けた，県民，事業者，行政の
自主的な取り組みの推進を図った。

第３　今後の取り組み
廃棄物の排出抑制，再使用，再生利用及び適

正処理を「第３次廃棄物処理計画（23 ～ 27 年
度）」に基づき推進し，埋立処分する廃棄物を
限りなくゼロに近づける「いばらきゼロ・エミッ
ション」を実現するため，県民・事業者・行政
が一体となって廃棄物の減量化・リサイクルに
向けた各種事業に取り組むとともに，県民に対
して意識の高揚を図る。

１　廃棄物の排出抑制・減量化　
廃棄物問題を解決するために環境にやさしい

買い物運動の啓発やエコ・ショップ制度の推進
など各種ごみ減量化・リサイクルに関する施策
を推進するとともに，市町村における新たなご
み減量化・リサイクル施策に対し支援を行う。

また，「容器包装リサイクル法」に基づく分
別収集の徹底や「家電リサイクル法」の円滑な
運営のための普及啓発を進めていく。　

さらに，関東甲信越静１都９県で構成する「関
東甲信越静環境活動推進連絡協議会」に参画し
て広域的なごみ散乱防止対策を推進しながら，
ごみ散乱防止キャンペーンなど各種の住民啓発
活動や市町村に対するごみ散乱防止条例の制定
支援に努めていく。

２　総合的なリサイクルシステムの確立　
廃棄物再資源化指導センター事業を継続し，

産業廃棄物の減量化・リサイクルを促進する。
家畜排せつ物については，家畜排せつ物処理

施設を計画的に整備して堆肥化を進める一方，
利用側である耕種農家との連携を強め，堆肥生
産・流通システムの構築を図り，資源循環型農
業を推進する。

また，建設副産物については，「建設リサイ
クル法」に基づき，分別解体と再資源化等の徹
底を図るとともに普及啓発活動の実施に努め，
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第２節　廃棄物の適正処理

2,969,553
1,046,505

949,964

11,342

85,199

0

983,910 97,984

45,036

96,066

789,860 846,357
23,577

92,477

174,115

60,067

113,876

96,066

97,984

66,897

9080

2,969,553

56,497

20,491

23,574

「建設リサイクル推進行動計画 2009. 3」に基づ
く各種施策を実施する。

使用済自動車の再資源化及び適正処理を図る
ための「自動車リサイクル法」に基づき，解体
業者等の登録・許可を進めるなど，自動車リサ
イクルのための施策を実施する。

小型家電に使用された有用金属の再資源化を
促進するための「小型家電リサイクル法」に基
づき市町村における小型家電の回収並びに事業

者への引渡が円滑に進むよう必要な支援を行
う。

３　いばらきゼロ・エミッションの推進
「第３次廃棄物処理計画」を推進するととも

に，一定の基準を満たしたリサイクル製品を認
定し積極的な広報を行う「茨城県リサイクル製
品認定制度」を活用するなど，ごみの減量化・
リサイクルの普及・啓発を推進する。

主な環境指標
◇一般廃棄物
　最終処分量　114 千 t（23 年度）／126 千 t（22 年度目標）
　最終処分率　10.4％（23 年度）

第１　廃棄物処理の現状
１　一般廃棄物（ごみ）処理の状況

一般廃棄物の処理は市町村の責務とされてお
り，それぞれの市町村が一般廃棄物処理計画を
策定し，それに基づいて行われている。

家庭等から排出されたごみは，一部は自家処
理されるものの，通常市町村や一部事務組合等
の収集車により収集・運搬され，直接又は中間
処理（焼却・破砕処理）をされた後，最

※

終処分

場に埋め立てられる。
処理の状況をみると，焼却量が 790 千トン，

うち粗大ごみ処理施設等で処理後に焼却したも
のが 51 千トン，粗大ゴミ処理施設で処理した
ものが 96 千トン，資源化施設等で処理したも
のが 98 千トンとなっており，総埋立量は 114
千トン，うち焼却残さが 92 千トンとなっている。

◇ ごみ処理施設のダイオキシン類対策
市町村等が設置するゴミ焼却施設は，廃棄物

処理法施行令に規定される施設の技術上の基準
に適合するとともに，排ガス中のダイオキシン
類濃度の規制にも適合する必要がある。

市町村等から報告のあった 28 施設におけ
る排ガス中のダイオキシン類濃度は，0 〜 2.9 
ng-TEQ/㎥ N であり，全ての施設で基準値を達成
していた。

最終処分
廃棄物を自然環境に還元すること。これには埋立処分，海洋投入処分があり，法令により一定の処理基準が定められている。
最終処分場には，一般廃棄物の処理施設としてのものと産業廃棄物の処理施設とがあり，後者には安定処分場，管理型処分場及びしゃ断型処分場がある。

用語
解説76

第
四
章　
資
源
の
有
効
利
用
と
廃
棄
物
の
適
正
処
理
の
推
進

第
二
節　

廃
棄
物
の
適
正
処
理

図表 4-2-1　ごみ処理の状況（23 年度）



13,889
〔100%〕

2,760
〔26%〕

11,128
〈100%〉〔80%〕

8,206
〈74%〉〔59%〕

4,826
〈43%〉〔35%〕

3,380
〈30%〉〔24%〕

7,758
〈70%〉〔56%〕

4,561
〈41%〉〔33%〕

28
〈0.3%〉〔0.2%〕

1
〈0%〉〔0%〕

3,167
〈28%〉〔23%〕

2,932
〈26%〉〔21%〕

2,806
〈25%〉〔20%〕

2,118
〈19%〉〔15%〕

688
〈6%〉〔5%〕

361
〈3%〉〔3%〕

332
〈3%〉〔2%〕

29
〈0.3%〉〔0.2%〕

2,417
〈22%〉〔17%〕

86
〈0.8%〉〔0.6%〕

委託中間処理後
再 生 利 用 量

委託中間処理後
埋 立 処 分 量

①

③ ④ ⑤

② ⑩

⑥

⑦

⑧

⑨

⑬

⑪

⑫

⑫

⑭

⑭

⑮

⑮

区　　　分 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度
し尿等収集量（㎘） 703,035 703,245 683,267 660,282 672,255
対前年増加率（％） △ 3.3 0.03 △ 2.8 △ 3.3 1.81

（１）発生・排出及び処理状況
産業廃棄物の発生等の状況は，５年毎に実施

している実態調査（直近の調査は 20 年度値）に
よると，本県における産業廃棄物の推定発生量
は，13,889 千トンとなっており，発生量から有
償物量を引いた排出量は 11,128 千トンである。

排出量の 74％が自己中間処理されており，
26％が産業廃棄物処理業者等委託処理されてい
る。処理全体を見ると，委託による中間処理は
県内で 75％，県外が 25％，最終処分先は県内

が 92％，県外が 8 ％となっている。
また，再生利用量は，自己中間処理後再利用

された量等 4,561 千トンと委託処理後再利用され
た量 2,417 千トンをあわせた 6,979 千トンである。

最終処分量は，自己埋立処分量 28 千トン，
委託による直接埋立処分量 361 千トン，委託中
間処理後の残さ埋立処分量 86 千トンをあわせて
475 千トンとなっている。

３　産業廃棄物の処理の状況

２　し尿処理の状況等
浄化槽や下水道により水洗化されている人口

は，23 年度で 2,709,763 人と県民の 91.3％となっ
ている。内訳は，浄化槽人口が 1,149,027 人，下
水道人口が 1,560,736 人である。

し尿及び浄化槽汚泥の収集量は 672,255㎘，１
日当たりの収集量は 1,837㎘となっており，収集
されたし尿や浄化槽汚泥がし尿処理施設により処
理された割合（衛生処理率）は 99％に達している。
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図表 4-2-3　産業廃棄物処理フロー（20 年度値）（単位：千トン）

図表 4-2-2　し尿等収集量の推移



業務内容 許可件数
収集運搬 5,587
処 分（中間処理） 195
処 分（最終処分） 5
処 分（中間処理・最終処分） 10
特別管理収集運搬 663
特別管理処分（中間処理） 21
特別管理処分（最終処分） 1
特別管理処分（中間処理最終処分） 0

計 6,482

区 分
ご み 焼 却 施 設 粗 大 ご み 処 理 施 設 ご み 燃 料 化 施 設
箇所数 処理能力（t ／日） 箇所数 処理能力（t ／日） 箇所数 処理能力（t ／日）

市 町 村 17 2,611 11 343 0 0
一 部 事 務 組 合 13 2,033 13 495 2 277
合 計 30 4,644 24 838 2 277

区 県北・県央 鹿行 県南 県西 計

自社処理施設 20 19 36 42 117

特定小型焼却施設 - - 5 22 27

中間処理等業者 163 93 146 126 528

令７条（許可） 88 36 57 44 225

条　例（許可） 75 57 89 82 303

合 計 183 112 182 168 645

（２）産業廃棄物処理業の許可状況
25 年３月末現在の産業廃棄物の許可業者数は

延べ 6,482 件となっており，業務内容別に見る
と，収集運搬の許可件数（特

※

別管理産業廃棄物
の収集運搬を含む。）が 6,250 件で，全許可業者
の約 96％を占めている。

（３）処理業者による 22 年度の処分状況
産業廃棄物処理業者による最終処分量は 167

千トンで，種別は，燃え殻 59％，がれき類 14％
などとなっており，県外廃棄物は全体の９％を
占めている。中間処理量は 3,275 千トンで種類
別ではがれき類が 52％，汚泥 10％となってお
り県外廃棄物については 23％となっている。

市町村等で整備しているごみ焼却施設は 30
施設で処理能力 4,644 トン／日が稼働中であり，
ごみ燃料化施設は２施設で処理能力 277 トン／
日が稼働中である。

また，粗大ごみ処理施設は 24 施設で処理能
力 847 トン／日が稼働中である。最終処分場は
14 箇所あり，23 年度は 73 千トンが埋立処分さ
れている。

４　廃棄物の処理施設の状況
（１）一般廃棄物（ごみ）処理施設の整備状況

（２）し尿処理施設の状況
市町村等で整備しているし尿処理施設は 31

施設で，処理能力 2,865 ㎘/日が稼働中である。

（３）産業廃棄物処理施設の設置許可又は届
出の状況

産業廃棄物中間処理施設及び最終処分場の設
置許可を行っており，25 年３月末現在，490 の
中間処理施設及び 12 の最終処分場が処分業の
用に供されている。

産業廃棄物処理施設である中間処理施設と最
終処分場は，その維持管理について関係する法

令により，より高度な技術が求められる施設と
なってきている。

特別管理産業廃棄物
産業廃棄物のうち，爆発性，毒性，感染性その他の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして法令で定めるものをいう。

用語
解説78
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図表 4-2-4　産業廃棄物処理業許可業者数（許可件数） （25 年３月末現在）

注：複数の業務内容に該当する許可業者については，それぞれ該当
する許可件数欄に重複して計上している。

図表 4-2-5　ごみ処理施設整備状況（23 年）

図表 4-2-6　産業廃棄物中間処理施設数（25 年３月末現在）

※　特定小型焼却施設，令７条，条例の施設数は内数



エコフロンティアかさま

第２　廃棄物の適正処理に関する施策
１　ごみの適正処理

市町村に対して一般廃棄物処理計画の策定と
計画的な施設整備を行うための技術的支援を実
施するとともに，ごみの散乱を防止するため，
市町村に対してごみ散乱防止条例の制定を指導
し，42（県内 44 市町村）の市町村が当該条例を

制定している。加えて市町村との連携のもと，
一斉清掃活動やごみ散乱防止キャンペーン，ポ
スター・標語コンテストなど住民の意識の啓発に
努めた。

循環型社会を形成するためには，廃棄物の発
生抑制と循環的利用の促進を図るとともに，循
環的利用の困難な廃棄物について適正に処理す
ることが重要である。

このため，14 年 10 月，（財）茨城県環境保全
事業団では，県及び笠間市とともに，公共関与
による廃棄物処理施設の建設に着手し，約３年
の工事期間を経て，17 年８月に「エコフロンティ
アかさま」が開業した。

この「エコフロンティアかさま」は，循環型
社会の形成を推進する拠点施設として，パー
フェクトリサイクルを実現するガス化溶融処理
施設や多重遮水工による安全性の高い管理型最
終処分場を備えており，県内事業所や市町村か
ら発生する廃棄物を，安心かつ確実に処理する
ことができる。

（１）最終処分場の特長
〇表面しゃ水工は多重構造とし，安全性を高

めている。
〇万が一，しゃ水シートに破損が生じても，

検知システムが設置してあり，破損位置の
特定と修復が可能。

〇表面しゃ水工に加え，さらに安全性を高
めるため，地盤のしゃ水性を改善する鉛直
しゃ水工を施行している。

〇表面しゃ水工下部の地下水を適切に排除す
るため，地下水集排水管を設けている。

〇処分場に埋め立てる廃棄物は無機物が主体
で，ガスの発生はほとんどない。

（２）溶融処理施設の特長
〇 1,600℃以上の高温で処理するため，ダイオ

キシン類は溶融炉で無害化される。さらに，
排ガスの集じん対策を行い，ダイオキシン
類の排出濃度を国の基準の 10 分の１以下
としている。

〇有価金属の回収や焼却灰のスラグ化などマ
テリアルリサイクルに優れている。

〇高効率発電などサーマルリサイクルに優れ
ている。

（３）環境学習施設の特長
ごみについて，暮らし，歴史，産業，自然な

どとの関わりから多面的に取り上げ，幅広い視
野から学習できる施設を併設している。

図表 4-2-7　エコフロンティアかさま主要施設

項 目 内 容

管理型最終処分場 面積 9.8ha

容量 240万㎥

浸出水処理施設 処理能力 400㎥（日）

溶融処理施設 規模 145ｔ／日（２炉計）

炉形式 シャフト炉方式ガス化溶融炉

発電出力 7,200kw

付帯施設 破砕処理施設，自動保冷庫

管理・環境学習棟 事務室・展示室・多目的研修室ほか

図表 4-2-7　エコフロンティアかさま主要施設

項 目 内 容

管理型最終処分場 面積 9.8ha

容量 240万㎥

浸出水処理施設 処理能力 400㎥（日）

溶融処理施設 規模 145ｔ／日（２炉計）

炉形式 シャフト炉方式ガス化溶融炉

発電出力 7,200kw

付帯施設 破砕処理施設，自動保冷庫

管理・環境学習棟 事務室・展示室・多目的研修室ほか
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５　公共処分場「エコフロンティアかさま」



年度区分 19 20 21 22 23 24
主たる実施日 5 月 27 日 5 月 25 日 5 月 31 日 5 月 30 日 5 月 29 日 5 月 27 日
実施市町村数 41 市町村 41 市町村 42 市町村 40 市町村 40 市町村 38 市町村
参 加 人 数 365 千人 352 千人 362 千人 368 千人 330 千人 333 千人
ご み 回 収 量 601t 484t 589t 534t 444t 475t

年度
区分 19 20 21 22 23 24

県 費 補 助
基 数 2,348 2,733 2,691 2,924 2,814 2,894

補助額（千円） 247,440 584,157 630,761 689,577 714,867 728,613

高 度 処 理 型
基 数 348 1,026 1,145 1,244 1,336 1,338

補助額（千円） 58,595 394,795 448,968 497,296 541,918 545,250

年度
区分 19 20 21 22 23 24

産廃処理業の許可取消し等 9（9） 17（16） 16（16） 16（16） 15（11） 8（8）

産廃施設の許可取消し等 ０（０） ０（０） ０ ０（０） ０（０） ０

改善命令（法 19 条の 3） 1 0 0 0 0 1

措置命令（法 19 条の 5） 1 0 4 1 0 10
注：（　）内は，行政処分に係る件数のうち，許可取消しに係る件数

２　し尿の適正処理
市町村に対して一般廃棄物処理計画（生活排

水処理計画）に基づく計画的な処理を行うため
の技術的支援を実施するとともに，老朽化した
し尿処理施設を，資源回収も行う汚

※

泥再生処理
センターとして再整備する市町村に対しては，
循環型社会形成推進交付金制度を活用し，指導
監督を行う。

３　浄化槽の維持管理
浄
※

化槽が正常な機能を発揮し，その放流水の
水質を適正に維持するためには，維持管理を適
正に行うことが重要であることから，浄化槽管
理者に対して保守点検・清掃・法定検査の３つ
の義務の励行についてパンフレット等により啓
発活動を実施した。

トイレの汚水と生活雑排水を併せて浄化する
合併処理浄化槽は，川や湖などの水質汚濁の発
生源の 1 つである生活排水を適正に処理できる
ことから，その設置を推進するため，設置費用
の一部を補助した。

また，霞ヶ浦富栄養化防止のため，11 年度か

ら窒素が除去できる高度処理型浄化槽への補助
を開始し，15 年度からは窒素とりんが除去でき
る高度処理型浄化槽への補助制度を創設した。
さらに，20 年度からは森林湖沼環境税を財源に
補助制度を拡充し，高度処理型浄化槽の設置等
を促進している｡

４　合併処理浄化槽設置促進

汚泥再生処理センター
し尿，浄化槽汚泥及び生ごみ等の有機性廃棄物を併せて処理するとともに，資源を回収する施設をいい，水処理施設，資源化施設及び脱臭設備等の付属設備で

構成される。
浄化槽

水洗し尿及び生活雑排水（厨房排水，洗たく排水等）を一緒に沈でん分離あるいは微生物の作用による腐敗または酸化分解等の方法によって処理し，それを消毒し，放流する施設をいう。
なお，従前は水洗し尿のみを処理する施設（単独処理浄化槽）も浄化槽に含まれていたが，改正浄化槽法の施行（13 年４月１日）に伴い，水洗し尿及び生活雑排水を一緒に処理す

る施設（合併処理浄化槽）に一本化された。

用語
解説

５　産業廃棄物の適正処理
（１）立入検査の実施

産業廃棄物の適正処理を図るため，中間処理
業者 84 事業者，最終処分業者 16 事業者につい
て実施し，事業者に対し適正な廃棄物の保管
や維持管理の実施などの改善指導を行った。

（２）行政処分
行政指導によっては改善が図れなかった不適正

処理や産業廃棄物処理施設について，改善命令等
により改善を図るとともに，不法投棄等の「廃棄
物処理法」に違反した産業廃棄物処理業者に対し
ては，許可の取消し等の行政処分を行った。

図表 4-2-10　行政処分件数

80

第
四
章　
資
源
の
有
効
利
用
と
廃
棄
物
の
適
正
処
理
の
推
進

第
二
節　

廃
棄
物
の
適
正
処
理

図表 4-2-8　一斉清掃の状況

図表 4-2-9　合併処理浄化槽補助実績



年　度 10 15 20

搬出量 877 660 717

搬入量 291 497 762

差 686 163 △45

年　度 20 21 22 23 24

件　数 1,121 942 1,118 840 483

年　度 23 24

事業者 6 39

件　数 13 53

出典：産業廃棄物実態調査（茨城県廃棄物対策課）

（３）広域移動監視体制の強化
産業廃棄物については，県境を越え広域的に

移動し処理されている実態にあり，本県では県
内に搬入され処理される産業廃棄物の量が増大
している（図表 4 － 2 － 11）。

県外から県内に搬入される産業廃棄物の適正
処理を図るため，県内搬入処分事前協議を昭和
61 年から実施している（図表 4 － 2 － 12）。

20 年度に県内に搬入された廃棄物は，埼玉か
らのものが最も多く，栃木，千葉など関東近隣か
らのものが大多数を占めている。県外に搬出さ
れた廃棄物も，埼玉，千葉，栃木の順に多い。

（４）講習会の開催
事業者及び処理業者に対し，（社）茨城県産

業廃棄物協会や各種団体が開催する講習会等を
通じ，適正処理の啓発を行った。

（５）産業廃棄物焼却施設のダイオキシン類対策
廃棄物処理法施行規則に基づき，産業廃棄物

焼却施設の設置者は，排ガス中のダイオキシン
類濃度を年１回以上測定する義務がある。この
測定が適切に履行されるよう，技術的支援，指
導を行った。

（６）産業廃棄物焼却施設の状況
改正政省令が施行された９年 12 月１日時点で

272 施設あったものが，現在は 78 施設（うち稼
働中 66 施設）となっている。

（７）優良な産業廃棄物処理業者の認定
23 年４月１日から，「優良産廃処理業者認定

制度」がスタートし，産業廃棄物処理業の実施
に関し優れた能力及び実績を有する者の基準

（優良基準）への適合性について審査を行い，適
合者を県のホームページにおいて公表するな
ど，排出事業者自らの判断により，優良な処理
業者を選択することができる環境を整えている。

（１）一般廃棄物処理施設の整備促進
市町村及び一部事務組合の一般廃棄物処理施

設の整備における計画作成を支援するととも
に，循環型社会形成推進交付金制度について，
指導監督を行う。

（２）浄化槽対策
森林湖沼環境税を財源に補助制度を拡充し，

高度処理型浄化槽の設置や単独処理浄化槽の撤
去を促進する。

また，浄化槽は維持管理が重要なため，22 年
度から，保守点検・清掃・法定検査を一括して
契約できる標準契約書の普及に努めるとともに，
文書等による法定検査受検指導を実施している。

（３）産業廃棄物焼却施設のダイオキシン類対策
立入検査等で焼却施設の構造基準や維持管理

基準の遵守状況を監視指導する。
また，産業廃棄物焼却施設から排出される排

ガス中のダイオキシン類の測定，分析を行わせ，
指導の強化に努める。

（４）適正処理の推進
立入検査を実施し，焼却，破砕，堆肥化施設

などの中間処理業者及び最終処分業者への適正
処理の徹底を図る。

また，排出事業者等に対する講習会及び県内
搬入事前協議により適正処理の一層の啓発に努
める。

第３　今後の取り組み
１　廃棄物の適正処理の推進
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図表 4-2-11　産業廃棄物の広域移動状況 （単位：千トン）

図表 4-2-12　県内搬入処分事前協議件数 （単位：件）



（５）PCB 廃棄物の対策
13 年７月 15 日に「PCB 廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法」が施行され，保管
事業者は毎年保管状況を県へ届出ることが義務
付けられているため，適正な保管の指導を行う。

また，県内に保管されている PCB 廃棄物は
日本環境安全事業株式会社北海道事業所におい
て 21 年１月から処理が開始されており，適正な
収集運搬等の確保に努める。

（６）小型焼却炉への対応
19 年 10 月１日に「廃棄物の処理の適正化に

関する条例」が施行されたことから，立入検査
等により指導を行う。

２　廃棄物の処理の啓発活動
「エコフロンティアかさま」内に整備した環

境学習施設等を活用し，県民の環境に対する学
習意欲の向上に努める。
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第３節　不法投棄等の防止

年　度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

件　数 351 330 315 316 210 245 162 133 136 171

年　度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

件　数 1,047
（63）

1,216
（47）

865
（34）

762
（29）

629
（25）

535
（16）

431
（63）

375
（14）

360
（7）

365
（23）

第１　不法投棄等の現状
１　不法投棄等の現況

（１）不法投棄等の新規発見の状況
不法投棄等の新規発生件数は，15 年度をピー

クに年間 300 件を上回っていたが，減少傾向に
あり，23 年度は 136 件となった。しかし，継続
事案数は，24 年度は 512 件と，23 年度より７
件増加しており，依然として多い。

不法投棄物は，解体工事等から排出された，
がれき類等の建築系廃棄物や廃プラスチック類
が全体の約 70％と多く，不法投棄の場所として
は，農地や山林・原野が全体の約 40％を占めて
いる。

（２）野外焼却の発生状況
野外焼却の発生件数は，11 年度，425 件をピー

クに，12 年の「廃棄物処理法」の改正で，不法
焼却が罰則の対象とされたことなどにより，減
少に転じ，24 年度は 48 件となっている。

（３）悪質巧妙化する不法投棄
不法投棄の手口としては，深夜や早朝の人目

につかない時間帯に集中的に投棄するなど悪質
巧妙化している。

第２　不法投棄等防止に関する施策
１　不法投棄対策

（１）不法投棄対策室の設置
悪質巧妙化している不法投棄事案に対処する

ため，11 年度から警察官を含む不法投棄対策室
を設置し，不法投棄の発見通報体制や監視指導
体制の充実強化を図っている。

（２）不法投棄監視班の設置
各県民センターに不法投棄監視班を設置し，

不法投棄の発見・監視体制の強化を図っている。

（３）ボランティア不法投棄監視員
不法投棄を未然に防止するためには，早期発

見・早期対応を図ることが重要であることから，

ボランティア不法投棄監視員 500 名を県下全域
に配置して，日常生活の中での不法投棄等の監
視をお願いしている。

（４）フリーダイヤル不法投棄 110 番
不法投棄の通報専用電話を設置し，県民の

方々などからの情報収集に努めている。
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図表 4-3-1　不法投棄新規発生件数の推移

図表 4-3-2　不法投棄等通報受理件数（下段：（　）はボランティア不法投棄監視員から）



（５）不法投棄監視協定の締結
早朝・夜間や山間部など，人の目の行き届き

にくい時間帯や場所の監視を強化するため，現
在，ハイヤー・タクシー協会，警備業協会，ト
ラック協会，東京電力，建設業協会，NTT 東
日本茨城支店，建設解体業協同組合，JA 中央会，
森林組合連合会，土地改良事業団体連合会，猟
友会及び石油業協同組合と監視協定を締結して
いる。

（６）民間警備会社への監視委託
不法投棄や野外焼却は，休日や夜間・早朝な

どの時間帯に行われることが多いため，10 年度
から民間警備会社に不法投棄現場等の監視業務
を委託している。

（７）市町村職員の県職員併任による立入検
査権限の付与

廃棄物処理法に基づく産業廃棄物に係る事業
所等への立入検査や残土条例に基づく土砂等の
埋立て等に係る立入検査権を市町村職員に付与
するため，44 市町村 261 名（残土：44 市町村
245 名）に対し県職員に併任の発令を行った。

（８）不法投棄防止強調月間の実施
６月と 11 月を「不法投棄防止強調月間」と

定め，警察及び市町村等の関係機関と連携し，

ヘリコプターによるスカイパトロールや車両に
よるランドパトロール，早朝・夜間パトロール
及び廃棄物運搬車両の一斉検査等を集中的に行
い，不法投棄の未然防止等に努めている。

（９）有害廃棄物等撤去基金
不適正に処分された有害廃棄物等の撤去・処

分に要する経費に充てるため「茨城県有害廃棄
物等撤去基金」を設置し，生活環境保全上の支
障の除去が必要な硫酸ピッチ等有害廃棄物の撤
去処分等を行った。

２　土砂等の埋立て等に関する規制
有害物質を含んだ土砂等を用いた埋立て等に

よる土壌汚染，土砂等の崩壊や流出等を防止す
るため，３年に県において条例準則を示し，各
市町村において条例を制定し，規制してきたと
ころであるが，16 年４月１日から「土砂等によ
る土地の埋立て等の規制に関する条例」を施行
し，土地の埋立て等の区域面積が 5,000㎡以上に
ついて県の許可を要することとした。

なお，5,000㎡未満の土砂等による土地の埋立
て等については，現在 44 市町村すべてが条例
を制定している。

24 年度には，新規埋立て等許可を 14 件，土
砂発生元の変更等による変更許可を 62 件行っ
た。

第３　今後の取り組み
１　不法投棄等の防止

（２）監視指導体制の強化
監視カメラや民間警備会社への委託による休

日・夜間の監視を実施するとともに，市町村，
警察等の関係機関との連携を強化する。また，
市町村職員を県職員に併任し，廃棄物処理法に
基づく産業廃棄物に係る立入検査等の権限を付
与することで，監視指導体制の一層の強化を図
る。

また，「不法投棄防止強調月間」に，車両や
ヘリコプターによる陸と空からのパトロールを
行うほか，廃棄物運搬車両の一斉検査を実施す
る。

（１）発見通報体制の強化
不法投棄や野外焼却の早期発見・早期対応を

図るため，ボランティア不法投棄監視員の委嘱，
早朝，夜間に営業している業界団体との監視協
定の推進などを行う。また，「不法投棄防止強
調月間」の一環として，不法投棄防止キャンペー
ンを行い，県民や事業者に不法投棄の未然防止
のための協力要請を行う。
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トピックス 使用済み小型家電のリサイクル

平成 25 年４月１日に「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」（小型家電リサ
イクル法）が施行されました。

小型家電リサイクル法は，使用済みとなった携帯電話やデジタルカメラなどの小型家電に利用
されている鉄やアルミ，レアメタルといった有用な金属を回収し，有効利用を図ること，また，
鉛などの有害な物質を含む小型家電を適正に処理することを目的とするものです。

小型家電は，主にお住まいの「市町村」が回収を行い，適正なリサイクルを実施する者として
国の認定を受けた「認定事業者」へ引き渡しを行った後，認定事業者が分解・破砕し，金属の種
類やプラスチックごとに選別し，金属精錬事業者が金属資源として再生します。再生された金属
資源は，再び製品の材料として利用されます。

小型家電リサイクル法の対象品目は，携帯電話やデジタルカメラのほか，電子レンジや掃除機
など 100 品目以上にのぼり，家電リサイクル法の対象品目であるテレビ，エアコン，冷蔵庫・冷
凍庫，洗濯機・乾燥機の家電４品目を除くほぼ全ての家電が対象とされています。また，小型家
電の回収方法として，「ボックス回収」（公共施設やスーパー，家電量販店などに専用の回収ボッ
クスを設ける方法），「ピックアップ回収」（粗大ごみや不燃ごみと一緒に回収し，市町村などの
ごみ処理施設で職員が小型家電を選別する方法），「ステーション回収」（ごみ回収の区分に新た
に「小型家電」を設けて回収する方法）などがあります。対象品目，回収方法については，お住
まいの市町村ごとに異なりますので，御確認をお願いします。

県内では，平成 25 年５月末現在で 11 市町が既に小型家電の回収を実施しています。回収を実
施していない市町村についても，回収体制が整い次第順次回収が開始されます。県では，市町村
に対してきめ細かな支援を行い，県内全市町村が小型家電リサイクル法の制度を導入できるよう
取り組んでまいります。

回収ボックスでの回収 資源ごみ集積所での回収
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種　　数 羽　　数

ハクチョウ類 3 種 1,621 羽

ガン類 1 種 85 羽

カモ類 20 種 102,658 羽

合計 24 種 104,364 羽

年度 17 18 19 20 21 22 23 24

総羽数 100,963 95,002 93,143 93,482 101,842 77,286 123,725 104,364

総種数 26 25 25 23 23 27 26 24

第５章　多様な自然の保全と活用
第１節　生物の多様性の確保

第１　野生生物の現状
本県では，自然公園内での各種行為による動
植物に与える影響を軽減するため，事業者に事
前総合調査の実施を義務づけるとともに，開発
地域にあっては，貴重種の保護対策を行わせる
など希少野生生物の保護に努めてきた。また，
鳥獣保護区の指定を行うこと等により野生生物
の保護に努めている。
しかし，近年の野生生物を取り巻く状況はよ
り複雑さを増し，状況に応じたより専門的な保
護対策の実施が必要になってきている。

１　野生鳥獣の生息状況に関する調査
（１）ガン・カモ・ハクチョウ類生息状況調査
越冬期におけるガン・カモ・ハクチョウ類の
飛来状況を把握するため，１月中旬に，全国一
斉調査の一環として県内 42 湖沼において生息
状況調査を実施した。
総羽数は，24 種 104,364 羽で，昨年より種類
は２種減少，羽数は 19,361 羽減少した。

主な環境指標
◇鳥獣保護区（実績／目標）
面積　60,499ha（24年度）／ 61,834ha（28年度）
箇所数　80箇所（24年度）／ 81箇所（28年度）

生物の多様性
「生物の多様性」とは，すべての生物の間の変異性をいうものであり，①多様な生態系が存在するという「生態系の多様性」，②多様な種が存在すること，すな

わち，全地球的に種の絶滅が防止され，個々の生態系が多様な種から構成されているという「種間の多様性」，③同じ種においても，多様な地域的個体群が存在
することを含め，同じ種の中でもそれぞれの個体が有している遺伝形質が異なるという「種内の多様性」の３つのレベルの多様性をいう。

用語
解説

第２　生
※

物の多様性の確保に関する施策
１　野生生物の保護・管理
（１）第 11 次鳥獣保護事業計画に基づく事
業の推進

「第 11 次鳥獣保護事業計画」（24 年度から 28
年度）に基づき鳥獣保護区等の設定などの鳥獣
保護事業を推進した。
【計画の主な内容】
①鳥獣保護区，特別保護地区及び休猟区に関
する事項

②鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可
（有害鳥獣に係る）に関する事項
③鳥獣の生息状況の調査に関する事項
④鳥獣保護事業の実施体制の整備に関する事
項

⑤その他鳥獣保護事業の実施のため必要な事
項など

（２）鳥獣保護思想の高揚
野生鳥獣は，自然を構成する大切な要素とし
て，自然生態系の維持，生物多様性の保全上重
要な役割を担っており，人間の生活にとっても
欠くことのできないものである。これら鳥獣に
対する理解を深め，鳥獣保護思想の高揚を図る
ため，愛鳥モデル校の指定（小学校９校，中学
校３校）を行っている。また，鳥獣センター，
愛鳥週間等を通じて鳥獣保護思想の普及啓発を
図った。
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図表5-1-1　ガン・カモ・ハクチョウ類生息状況調査結果（24年度）

図表 5-1-2　ガン・カモ・ハクチョウ類生息状況調査結果（経年）



区　　　分
新　　　設 拡　　　大 設　置　数

箇　所 面　積 箇　所 面　積 箇　所 面　積

鳥 獣 保 護 区 ― ― ― ― 80 60,449

同 特 別 保 護 地 区 ― ― ― ― 7 1,270

休 猟 区 ― ― ― ― 4 5,818

特定猟具使用禁止区域（銃） 1 39 2 663 210 61,813

（３）鳥獣保護区等の指定
鳥獣の保護を図るため，「鳥獣の保護及び狩

猟の適正化に関する法律」に基づき鳥獣保護区
を指定し，鳥獣の捕獲を禁止するとともに，鳥
獣の種類が豊富で個体数が多いなど鳥獣の保護

繁殖にとって特に重要な地域については特別保
護地区に指定し，各種行為を規制して，鳥獣の
生息環境を保全した。24 年度は，「第 11 次鳥獣
保護事業計画」に基づき，特定猟具使用禁止区
域（銃）の指定を行った。

（４）鳥獣保護員
鳥獣保護事業の実施に関する事務を補助する

ため，「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する
法律」に基づき鳥獣保護員を 97 名配置し，鳥
獣保護区・休猟区等の管理，違法捕獲・違法狩
猟の監視等を行った。各地域に鳥獣保護員を配
置することにより，違法捕獲・違法狩猟等の通
報があった際などにも迅速に対応した。

（５）有害鳥獣の捕獲
農林水産業の被害防止と生活環境の保全を図

るため，県又は市町村において，農林水産業や
生活環境に被害を与える鳥獣について捕獲許
可を行い，24 年度は，271 件の捕獲を許可し，
8,823  頭（羽）の捕獲を実施した。

（６）傷病鳥獣の救護
けがなどで衰弱した野生鳥獣について，県民

の通報を受けて救護活動を行った。
専門医の治療を要するものについては，指定

の診療実施機関（20 機関）で治療を行った。24
年度は 359 羽（頭）の傷病鳥獣を治療した。さ
らに継続して治療を必要とする鳥獣について
は，県の鳥獣センターで保護・飼養し，回復し
た後，自然に復帰させた。

（７）特定鳥獣（イノシシ）保護管理計画
イノシシによる農作物への被害が拡大してい

ることから，「特定鳥獣（イノシシ）保護管理
計画」を改定し，イノシシの生息数の適切な

管理対策等を実施し，人とイノシシとの共存を
図った。

（８）放鳥事業
減少しつつある鳥類の繁殖を図るため，休猟
区など繁殖が必要と認められる箇所に放鳥を
行った。24 年度はキジ 1,800 羽，ヤマドリ 200
羽を放鳥した。

（９）鳥獣センターの運営
鳥獣保護思想の普及啓発の拠点として，傷病
野生鳥獣の保護・飼養，展示鳥の飼養を行った。
特に，長期に治療を必要とする鳥獣については，
指定獣医師による治療により，早期に野外に放
すよう努めた。

（10）狩猟対策
狩猟免許取得のための試験や免許更新の講習
を実施するとともに，県内で狩猟をしようとす
る者の狩猟者登録を行った。24 年度は狩猟免許
試験を３回，免許更新講習を 33 回実施すると
ともに 4,153 件の狩猟者登録を行った。
また，法令を遵守し，安全で適正な狩猟を推
進するため，司法警察員及び鳥獣保護員による
狩猟者への指導・取締りを行うとともに，県警
本部（各警察署）にも取締りを要請した。
さらに，狩猟者研修センターの適正な維持管
理や施設整備等を行った。
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図表 5-1-3　県内の鳥獣保護区等の箇所数と面積（24年度）� （単位：ha）



２　希少な動植物の保護
（１）茨城県版レッドデータブック等
本県においては，全国で最初に発見されたヒ
ヌマイトトンボやツクバスゲ等希少な動植物が
数多く分布しており，これらの保護を図るため
には地域レベルにおける野生動植物の現状を明
らかにした基礎資料を整備することが重要であ
ることから，県版レッドデータブックを整備し
ている。
15 年度には，これらレッドデータブックを
基礎資料として，希少野生動植物の保護のあり
方の基本的な考え方等を整理した「茨城県希少
野生動植物保護指針」を策定した。
野生動植物の状況は常に変化しており，現状

に即した保護対策を講じるため，22 年度から
レッドリストの見直しに着手しており，植物編
については，24 年度にレッドデータブックの改
訂を行った。

（２）希少野生生物の保護対策
「茨城県希少野生動植物保護指針」や，オオタ
カ等の保護に関し，環境省（当時の環境庁）が
取りまとめた「猛禽類保護の進め方」（24 年 12
月改訂）等を参考に，各種開発事業実施時にお
ける，希少野生動植物の保護について，関係事
業者等への指導を行った。

第３　今後の取り組み
「希少野生動植物保護指針」や「第 11 次鳥獣
保護事業計画」に基づき，適正な保護対策に努
める。
さらに，狩猟免許試験等の適切な実施や，狩
猟期間中，狩猟者に対する取締りを実施し，事
故，違反の防止に努めるとともに，狩猟者研修
センターの維持改修を行い，狩猟技術の向上と
狩猟の適正化を図る。

また，生態系や農作物への被害をもたらすア
ライグマの目撃情報が県内各地から寄せられ，
20 年 10 月以降，捕獲される事例も増えている
ことから，22 年５月に「茨城県アライグマ防除
実施計画」を策定し国の確認を受けたところで
ある。今後は，この計画に基づき，市町村等と
連携して，防除に取り組む。
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トピックス ラムサール条約登録湿地

24 年７月に渡良瀬遊水地（茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県）がラムサール条約（特に水鳥の
生息地として国際的に重要な湿地に関する条約）に登録されました。
渡良瀬遊水地は本州最大級のヨシを主体とする湿地が広がり，700 種以上の植物が確認され，

タチスミレなどの希少植物が数多く生育しています。鳥類ではオオヨシキリや，チュウヒなど約
140 種が確認されています。今回は，渡良瀬遊水地の他８箇所の湿地が登録され，国内の登録湿
地は 46 箇所（計 137,968 ha）となりました。渡良瀬遊水地の本県部分は，古河市の 19 ha（遊水
地全体 2,861 ha）ですが，本県としては初めてのラムサール条約登録地です。

県内には渡良瀬遊水地の他，国際的に重要な湿地である潜在候補地が，霞ヶ浦及び北浦，涸沼，
利根川下流域の３箇所があります。これらの潜在候補地のうち，鳥獣保護法などの法律により将
来にわたり自然環境の保全が図られ，地元の賛意が得られることが登録の要件になります。
ラムサール条約では，湿地を水鳥の生息地としてだけではなく，私たちの生活環境を支える重

要な生態系として保全・維持すること，そして，そこから得られる恵みを持続的に利用すること
が求められています。

県では，ラムサール条約に登録されることより，多くの県民が自然環境の保全に関心を持ち，
豊かな自然を後世に伝えていく契機となること，また，国際的に重要な湿地と認められることに
より，内外からの関心を集め，地域の魅力を発信することによって地域おこしが展開できること
から，県内の潜在候補地の登録を目指しております。
27 年（2015 年）にウルグアイで開催される，第 12 回ラムサール条約締約国会議において，県

内の湿地が登録されるよう地元市町村と連携して気運の醸成を図っていきます。
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第２節　自然公園等の保護と利用

自然環境
保全地域

・高山性植生，亜高山性植生の森林・草原
・すぐれた天然林を有する森林
・特異な地形，地質，自然現象の存する土地
・自然環境がすぐれた状態を維持している河川，湖沼等
・植物の自生地，野生動物の生息地，繁殖地

緑地環境
保全地域

・樹林地，池沼，丘陵，草原等が市街地，集落地等と一体となって良好な自然環境
を形成している土地

・歴史的，文化的，社会的資産と一体となって良好な自然環境を形成している土地

本県の温泉は，県北の山間部及び太平洋沿岸
に多く分布し，比較的泉温の低いものが多い。
泉質別では，多い順に塩化物泉，単純温泉，炭
酸水素塩泉，硫黄泉，硫酸塩泉となっている。
近年，土地掘削技術の向上により 1,000m 以
上の大深度温泉掘削が可能となり，温泉がゆう

出しにくいと考えられてきた県南・県西地域に
おいても，温泉の掘削がみられる。
また，日帰り温泉施設等の増加や，温泉利用
方法の多様化（温泉スタンド，タンクローリー
等による温泉水輸送等）により，県民が温泉を
利用する機会が増えている。

第２　自然公園等の保護と利用に関する施策
１　自然公園の保護・管理と適切な利用
（１）自然公園の規制
公園ごとに定めた公園計画によって，公園区
域を「特別保護地区」，「特別地域（第１種，第
２種，第３種）」及び「普通地域」に区分し，
自然公園の風致景観を保護するため，各種行為
の規制を行っている。

国定公園及び県立自然公園区域内で工作物の
新築，土地の形状変更等所定の行為を行う場合，
特別保護地区及び特別地域では知事の許可が，
普通地域では届出が必要である。

自然公園は，優れた自然の風景地を保護する
とともに，国民が自然公園を快適に利用できる
よう必要な施設を整備し，国民の保健，休養及
び教化に役立てることを目的として，国土のう
ち優れた自然の景観区域を選び指定されたもの
である。
自然公園には，国を代表する傑出した自然の
風景地である「国立公園」，これに準ずる「国
定公園」，その地方を代表する優れた自然の風
景地である「都道府県立自然公園」がある。
現在，本県内には水郷筑波国定公園と９か所
の県立自然公園があり，面積は 90,896 ha と，県
土面積の 14.9％を占めている。
この自然環境の適切な保護を図るとともに，

近年の県民の自然とふれあう気運の高まりや
ニーズの多様化に対応するため，園地・歩道等
の施設の整備に努めている。

２　自然環境保全地域等
優れた天然林や市街地の周辺地域にある樹林
地等で，良好な自然環境を形成している地域の
保全を図り，県民の健康で文化的な生活の確保
に寄与するため，「自然環境保全条例」に基づき，
自然環境保全地域及び緑地環境保全地域を指定
している。
現在までに自然環境保全地域34か所645 ha（う
ち特別地区 82 ha），緑地環境保全地域 44 か所
114 ha を指定している（図表 5－ 2－ 1）。

主な環境指標（24年度）
◇自然公園	 面積 90,896ha
◇自然環境保全地域	 面積 645ha　34箇所
◇緑地環境保全地域	 面積 114ha　44箇所

第１　自然公園等の現状
１　自然公園の保護・管理

３　温泉
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（２）現地管理体制
自然公園の現地管理体制の強化を図り，併せ

て利用者の案内指導を行うため，国定公園管理
員２名，県立自然公園指導員 60 名を配置し，区
域内のパトロール等を実施している。また，環
境省では国の国立・国定公園の適正な管理を行
うため，自然公園指導員を委嘱しており，本県
では 52 名が委嘱されている。
また，保護管理の適正を期すため，採取等を

禁止する植物（指定植物）を指定しているほか，
公園区域内に規制板，案内板等を設置するとと
もに，自然公園ごとに保護管理協議会を設置し，
美化清掃等に努めている。
さらに，23 年度に，衰退のみられる筑波山の

ブナ林保護対策を図るため「筑波山ブナ林保全
指針」を策定した。

（３）自然公園の施設整備と利用の促進
自然公園の適正な利用を図るため，各々の自

然公園には規制計画とともに施設計画が定めら
れている。これに基づき利用のために必要な施
設の効果的な配置・整備に努めており，現在ま
でに園地，野営場，公衆トイレ，駐車場等の基
幹的施設の整備を進めてきた。

（４）自然保護思想の普及啓発
自然環境を保全するためには，県民の自然に

対する正しい認識と郷土の自然を守る自主的な
活動に負うところが大きいことから，筑波山ア
カデミーを始めとする各種行事や自然ガイド等
印刷物の作成など自然保護思想の普及啓発に努
めている。
【首都圏自然歩道の整備と歩こう大会】
自然や史跡等を探訪し，自然保護に対する理

解を深めることを目的として整備された首都圏
自然歩道（関東ふれあいのみち）の利用促進を
図るため，茨城県自然歩道利用促進協議会等の
協力を得て，コースマップの作成と無償配布，
歩道及び標識等の整備を実施した。
また，６年度から首都圏自然歩道の踏破記念

制度が始まり，24 年度までに 181 名が茨城県全
18 コース約 255kmを踏破した。

２　自然環境保全地域等の保全と活用
自然環境保全地域内では，生態系構成上重要
な地区等を特別地区とし，それ以外の地区を普
通地区として指定している。特別地区内で工作
物の新築等所定の行為には許可が，普通地区で
の所定の行為には届出が，緑地環境保全地域で
の所定の行為には届出がそれぞれ必要とされて
いる。
また，各保全地域に自然保護指導員１名（菅
生沼自然環境保全地域のみ２名）を配置し，保
全地域の管理と地域住民に対する自然保護思想
の普及啓発に努めている。
さらに，保全事業として標板・標柱を設置し，
自然観察の手引とするなど，意識の高揚を図っ
ている。

３　温泉の保護と利用
本県においては，既存源泉に影響を及ぼすな
ど，公益を害するおそれのある温泉掘削を未然
に防止するほか，過大な揚湯能力を有する動力
の装置を認めないなど，環境保全にも配慮し，
茨城県自然環境保全審議会における答申のもと
に温泉源の保護に努めているところである。
さらに，温泉利用についても，茨城県温泉利
用認定委員会において温泉利用に関する事項を
審議し，適宜，現地調査・利用指導を行うこと
で利用適正化を図っているところである。

図表 5-2-2　温泉関係許可事務取扱状況 （単位：件）

区分／年度 19 20 21 22 23 24

掘 さ く
申請 2 3 4 1 ― 3
許可 2 3 4 1 ― 3

増　　掘
申請 ― ― ― ― ― ―
許可 ― ― ― ― ― ―

動力装置
申請 5 3 3 1 4 1
許可 5 3 3 1 4 1

温泉利用
申請 21 15 11 5 7 14
許可 21 15 11 3 9 14

温泉採取
申請 14 5 ― 2 ―
許可 8 11 ― 2 ―
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第３　今後の取り組み
１　自然公園の保護・管理と適切な利用
自然公園の適正な維持管理を図るため，国定
公園管理員及び県立自然公園指導員による巡回
指導を行うほか，規制板・案内板の設置等を行
う。
自然公園内の施設整備については，水郷筑波
国定公園内の利用拠点になる歩道，案内板等の
整備を引き続き進めるほか，県立自然公園内に
おいても，施設整備を進めることにより，自然
公園の利用施設の整備促進を図る。
また，本県の自然公園内の優れた自然とふれ
あい，自然環境への理解を深めることを目的と
して，ウォークフェスティバルを開催する。

２　自然環境保全地域等の保全と活用
自然環境保全地域等の適正な保全管理を図るた

め，引き続き自然保護指導員による指導管理を行う
ほか，標板・標柱の設置等の保全事業を実施する。

３　温泉の保護と利用
温泉源の保護を図るため，公益を害するおそ
れのある温泉掘削を防止し，過大な揚湯能力を
有する動力についてもその装置制限を行う。
また，「温泉資源の保護に関するガイドライ
ン」に基づき，定期的に泉質や使用状況の調査
を行うとともに，新たな掘削等に際しては，水
位変動を確認するための計器の設置を指導す
る。
さらに，温泉の採取等に伴い発生する可燃性
天然ガスによる災害の未然防止のため，温泉の
採取者に対し適正な指導を行う。
加えて，温泉の適正利用を確保するために，
温泉を供するものに対し，再分析の実施や適切
な掲示について指導する。
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第３節　森林・平地林等の保全と創出

年
区分 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年

民
有
林

森 林 面 積 144,640 144,640 144,071 144,071 144,050 143,855 143,855 142,918 142,918 142,968 142,856 142,856 141,901

うち平地林 41,398 41,398 40,836 40,836 40,836 40,680 40,680 39,799 39,799 39,799 39,885 39,885 39,277

国有林 45,177 45,177 45,153 45,153 45,042 44,994 44,994 44,989 44,989 44,984 44,977 44,977 44,977

計 189,817 189,817 189,224 189,224 189,092 188,849 188,849 187,907 187,907 187,952 187,833 187,833 186,878

１　森林の維持と育成
（１）山地・山間地等の優れた自然の保全
ア　県土の保全－保安林の適正配備
保安林は，水源のかん養，土砂の流出防備，

公衆の保健等その目的によって 17種類に分けら
れ，24年度末で本県では，13種類 55,366 ha（民
有林17,341 ha，国有林38,025 ha）を指定している。
保安林の整備については，県土の開発及び都

市化の進展，水需要の増大，自然災害の防備等
に対処するため，「地域森林計画」に基づいて
計画的に進めた。

イ　森林の維持・育成
森林の計画的な伐採や造林を推進するため，

「森林法」に基づく「八溝多賀地域森林計画」
の樹立準備を進めるとともに，市町村森林整備
計画に即した計画的な森林整備等の推進につい
て支援した。

主な環境指標
◇森林面積　186,878ha（24年４月）
◇造林面積　68ha（24年度）

第１　森林・平地林等の現状
森林の持つ機能を高度に発揮させるため，健

全で活力ある多様な森林の整備を進める。
また，緑豊かなうるおいのある生活環境づく

りを進めるため，平地林等の保全整備を推進し
ている。
農業生産の基盤である農地については，環境

保全，景観形成の機能等，多様な公益的機能の
維持・推進を図るとともに，適正な管理による
保全を進めている。

１　森林の現状
森林は，水源のかん養や県土の保全，快適な

環境の形成など様々な機能を持ち，人間を含め
たすべての生物を支え育む自然環境の基盤をな
すものである。
森林の視点から本県の姿を見ると，県土面積
609,572 ha のうち，森林面積が 186,878 ha（24 年
４月現在）と県土面積の 30.7％，農地が 29.1％，
その他住居地等が 40.1％と全国と比較して特徴
ある土地利用区分となっている。
しかしながら，近年の土地利用の推移を見る
と，各種基盤整備等に伴い，道路，住宅地，工
業用地といった土地利用が増え，森林，農用地
といった緑の減少傾向が続いている。

２　平地林等の現状
森林のうち県央部から県南西部にかけて広く

分布している平地林や農村部等に点在する里山
林は，身近な自然として，また，多様な生態系
を維持するなど多くの役割を果たしてきている
が，都市基盤の整備等に伴う減少傾向とともに，
管理放棄による荒廃が著しく，適正な保全と整
備を図っていくことが課題となっている。

３　農地の現状
本県の農地は，約 17.4 万 ha（H24. 7. 15）と
県土の約 28.5％を占め，山林とともに本県の自
然環境・景観形成に重要な役割を担っている。
しかしながら，その面積は，宅地等への転用
やかい廃等によって減少してきている。

第２　森林・平地林等の保全と創出に関する施策
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図表 5-3-1　森林面積の推移（単位：ha）� （各年４月１日現在）



区分　　　 年度 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

民有林間伐面積 1,298 1,305 1,202 1,151 1,281 1,313 1,632 2,520 2,613 2,469 3,860 ー

※　「ー」は調査中

60

232221201918

6.0

（オ）森林保護対策
林野火災から森林を守るため，保安林や林野
火災の多発するおそれのある地域において森林
保全巡視員による森林パトロールを実施すると
ともに，林野火災予防の普及啓発に努めた。
また，保安林等重要な松林を松くい虫による
被害から保護するため，薬剤の空中散布や地上
散布による防除を実施するとともに，松くい虫
により枯損した松の伐倒駆除等を実施し，被害
の拡大防止に努めた。

（カ）県民参加の森
も

林
り

づくりの推進
県民の森林や緑に対する期待と関心は高まり
を見せているため，県民を対象にした，植樹，

下刈り，枝打ちなど，育林実践活動などを実施
している。

（ア）林業の担い手対策
木材価格の長期低迷，生産コストの上昇によ
る林業採算性の悪化など林業を取り巻く情勢が
厳しい状況にあることなどから，林業就業者は
減少傾向にあり，林業就業者の平均年齢も他産
業に比べて高い。
このため，５年度に設置した「森林整備担い
手対策基金」を活用して，林業就業者の新規参
入の促進，社会保険加入の促進，労働安全対策
等を行っている。また，就労条件の整備を推進
するとともに，省力化・魅力ある職場づくりに
欠かせない高性能林業機械のオペレーターの養
成を行っている。
さらに，「林業労働力の確保の促進に関する
法律」に基づき，10 年３月に設置した「茨城県
林業労働力確保支援センター」を通じて，林業
労働者の新規参入の促進と労働環境の整備を図
るため，普及啓発や各種の研修事業等を実施し
ている。

（イ）林道の整備と県産材安定供給体制の確立
林道は，林業生産性の向上，適正な森林管理
の推進のための基幹となる施設であるととも
に，山村地域の生活環境の改善と振興に大きな
役割を果たしている。このため，林道の開設，

改良及び舗装事業を計画的に実施した。
県産材の安定供給体制については，産地にお
ける生産・流通拠点施設の整備による品質の安
定した良質の木材製品の供給に努めている。

（ウ）造林の推進
水源かん養機能や地球温暖化防止などの森林
の有する公益的機能の高度発揮に対する県民の
要請が高まってきている。そのため，造林から
保育に至る一貫した森林の造成整備を推進し健
全で活力ある多様な森林を育成した。

（エ）間伐の推進
木材価格の下落，林業採算性の悪化等により，
間伐等の保育管理が遅れ，荒廃した森林が増加
している状況にある。一方，二酸化炭素の森林
吸収源対策として間伐の実施が急務になってい
る。
このため，20 年度から導入した森林湖沼環境
税を活用して，荒廃した森林における間伐の必
要性を周知し森林所有者等への働きかけを強化
するとともに，関係機関と連絡を密にする等，
積極的に間伐を推進し，水源かん養等の公益的
機能が持続的に発揮される健全な森林を整備し
ている。
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図表 5-3-2　民有林間伐面積の推移� （単位：ha）

図表 5-3-3　林野火災件数と焼失面積の推移



名　　　称 設　置　目　的 位　置

茨城県民の森 野生植物の観察並びに保健及び休養の場

那珂市戸
茨城県植物園 植物に関する知識の習得及び憩いの場

茨城県森のカルチャーセンター 森林及び野生鳥獣に関する知識の習得の場

茨城県きのこ博士館 きのこ類，山菜類その他の特用林産物に関する知識の習得の場

茨城県奥久慈憩いの森 森林に関する学習及び研修並びに自然探勝の場 大子町高柴

茨城県水郷県民の森 森林その他の自然環境に関する学習並びに保健及び休養の場 潮来市島須

（１）優良農地の保全
新規参入者を含む農業担い手の育成，農地や

農道等の農業基盤の整備を推進するほか，「農
業振興地域の整備に関する法律」に基づき市町
村農業振興地域整備計画の適正な管理を行い，
また，農地・水・環境の良好な保全と質的向上
を図る共同活動を支援し，優良農地の確保・保
全を図っている。

（２）都市農村交流の推進
近年，都市住民を中心に農業・農村に対する
関心が高まり，多くの市民農園や体験農園が開
設されるなど，都市農村交流施設の整備が進み，
農村への来訪者を受け入れようとする農家等の
動きも生じている。
このような動きを受けて，県では各種の事業，
制度を活用して都市農村交流施設や市民農園の
整備を推進するとともに，農家民宿の開設支援
などグリーン・ツーリズムを推進し，魅力ある
農村づくりを進めている。

（１）平地林等の整備
地域住民の提案等による地域の整備目的に

沿った平地林・里山林の保全整備を実施してい
る。

（２）自然観察施設の整備
県民の森林・緑に対する要請は，近年の余暇

時間の増大やライフスタイルの変化等によっ
て，自然と人との交流・ふれあいの場として利
用されるなど多様化しており，県民が身近に利
用できる施設の整備が必要となっている。
このため，身近に緑にふれあう場として，県

民が楽しみながら緑に接し，緑の大切さを学ぶ
野外活動の場として茨城県民の森をはじめとし
た自然観察施設の適切な管理・運営を図っている。

（３）ふるさと茨城の森（平地林等）保全活
用基本方針の普及・促進
９年度に策定した「ふるさと茨城の森（平地
林等）保全活用基本方針」の内容を PRするため，
「ふるさと茨城の森を守ろう」を関係機関等に
配布した。

（４）第２次緑のいばらき推進計画の策定
地球環境にやさしい緑豊かな県土の創造をめ
ざすため，「緑のいばらき推進計画」に基づき，
平地林等，適切な緑の保全や地域の特性を活か
した緑づくりを進めている。

２　平地林等の保全と創出

３　農地の保全と整備

95

第
五
章　

多
様
な
自
然
の
保
全
と
活
用

第
三
節　

森
林
・
平
地
林
等
の
保
全
と
創
出

図表 5-3-4　自然観察施設一覧（林政課所管）



第３　今後の取り組み
１　森林の維持と育成
貴重な動植物が生息する森林を利用するに当

たっては，自然環境の保全に留意し，保安林は
「地域森林計画」に基づき，また，林業生産の基
盤である林道及び作業道については，「森林・林
業振興計画」で掲げた林内路網密度の目標であ
る 25.1m/ha の達成に向けて計画的に整備する。
さらに，国補造林事業等により，25年度は造林
約48 ha，保育約2,473 haの森林整備を実施する。
森林計画については，25 年度に地域森林計画

の樹立・変更を行うとともに，森林計画制度見
直しによる地域の意見を反映した市町村森林整
備計画の作成を支援することにより，計画的な
森林整備等を推進する。
森林の保護については，林野火災から森林を

守るため，森林パトロールや林野火災予防の普
及啓発を行う。また，保安林等の重要な松林に
ついては，松くい虫による被害拡大を防ぐため，
薬剤散布等を実施する。
また，森林湖沼環境税を活用して，「森林環
境保全のための適正な森林整備の推進」，「いば
らき木づかい運動の推進」，「県民協働による森
林づくりの推進」の３つを施策の柱として，森
林の保全・整備に取り組む。

２　平地林等の保全と創出
平地林・里山林については，20 年度から開始
した「身近なみどり整備推進事業」により，25
年度には 200 ha を目標に整備する。
さらに，コナラやクヌギ，シイ，カシなどの
貴重な平地林が見られる「水郷県民の森」につ
いては，自然環境に関する学習の場としての利
活用を図る。

３　農地の保全と活用
（１）優良農地の保全
地域農業の担い手の育成を図りながら，担い
手への農用地利用の集積等を促進するととも
に，農地の基盤整備を推進するほか，「農業振
興地域の整備に関する法律」等に基づき，市町
村農業振興地域整備計画の適正な管理を行い，
優良農地の確保・保全を図っていく。

（２）都市農村交流の推進
農村の活性化を図るため，各種事業等を活用
し都市農村交流施設の整備や，グリーン・ツー
リズムに関する研修会の開催，市民農園や農家
民宿の開設支援などを実施し，都市と農村の交
流を推進する。
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トピックス 森林湖沼環境税を活用した森林の整備・保全

本県では，良好な自然環境を次代に引き継ぐため，20 年度より森林湖沼環境税を活用し，「森
林環境保全のための適正な森林整備の推進」「いばらき木づかい運動の推進」「県民協働による森
林づくりの推進」の３つを柱とする，健全な森林づくりに取り組んでいます。

◆　森林環境保全のための適正な森林整備の推進
緊急に間伐を必要とする森林を対象に，29 年度までの５年間で約 8,000 ヘクタールを目標とし

た間伐に取り組むほか，平地林や里山林の整備を進めています。さらに，松くい虫被害を受けた
海岸防災林の再生を図るため，広葉樹の植栽等を行います。

◆　いばらき木づかい運動の推進
県民の皆様に木の良さを知っていただき，県産材の需要を増やすことが森林整備をの推進にも

つながることから，県や市町村施設の木造化や学校等へ県産材を使った机や椅子などの導入に対
する支援，木造住宅の建築に対する支援などを行っています。さらに，木質バイオマスとして，
未利用間伐材の有効利用を推進します。

◆　県民協働による森林づくりの推進
森林の働きや重要性などについて広く県民の皆様に理解していただくため，森林づくりや森林

環境学習などを行う市町村やボランティア団体等を支援するとともに，森林・林業体験学習を実
施しています。

間伐で林内が明るくなった森林

森林・林業体験　みんなで丸太を切ってみよう
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トピックス 水源地域の保全

水は県民の暮らしを支え，作物の豊穣をもたらし，産業の発展に大きく寄与しています。常陸
国風土記において理想郷を意味する常世の国と称された茨城県は，久慈川，那珂川，利根川など
の水量豊かな河川や霞ケ浦などの広大な湖沼が存在する全国でも屈指の水に恵まれた県であり，
この地に暮らす私たちは，等しくその恩恵に浴しています。
この豊かな水資源は，森林が持つ水源涵養機能によって育まれているため，私たちは，水源地

域の森林を常に健全な状態に保つ必要があります。
しかしながら，近年，我が国においては，利用目的が明らかでない森林の買収事例が相次いで

確認され，適切な管理が行われない森林が増加することによる水源涵養機能の低下が懸念されて
います。
そのため，県民，水源地域の土地所有者等及び地方公共団体が連携し，協力して水源地域の保

全に関する施策を推進し，本県の水資源がもたらす恩恵を将来にわたって享受できるよう，茨城
県水源地域保全条例が，平成 24 年 10 月３日付けで公布 ･施行されました。
この条例に基づき，平成 25 年１月１日より森林の土地売買等の契約を締結しようとするとき

は，面積の大小にかかわらず，事前に知事への届け出が必要になりました。また，これにより，県，
県民及び土地所有者等の責務が明らかになり，所有者等に必要な助言や指導もできるようになり
ました。
県では豊かな水資源の保全のため，今後も水源地域の健全な維持管理に向けた施策を推進して

まいります。
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第４節　河川等水辺環境の保全と活用

第１　河川等水辺環境の保全と活用に関する施策
１　河川の保全と活用
近年，河川は洪水対策や水資源の確保に加え

て，私たちの生活にうるおいを与える水と緑の
貴重なオープンスペースとして大きな期待が寄
せられていることから，河川環境に配慮し，各
河川の特性に応じた河川整備に取り組んでい
る。
県では，沿川の幅をもった地域を「水際線」

と位置付け，水際線地域計画等に基づき，うる
おいのあるまちづくりや地域振興に寄与する水
辺空間づくりを推進している。24年度は前川（潮
来市）等において事業の推進を図った。

２　湖沼・湿地の保全と活用
多様な生態系を育みうるおいある水辺環境を

保全・創出するため，各湖沼や，湿地の特性に

応じ，自然の状態の維持・保全に努めるととも
に，自然環境や親水性に配慮した水際線整備を
図っている。24 年度は涸沼のモデル地区におい
て，水生植物帯の保全・再生整備の事後モニタ
リングを実施した。

３　沿岸・海域の保全と活用
砂浜の消失から生じる被害から県土を守るた
めに，鹿島灘海岸において，昭和 60 年度から
ヘ
※

ッドランド工法により侵食対策を実施してい
る。これまでに 34 基のヘッドランドが完成し，
24 年度は，養浜を実施した。
さらに，川尻港海岸及び鹿島港海岸において，
護岸などの整備を実施した。

ヘッドランド工法
侵食海岸に大規模な突堤を１km 位の間隔で設置し，波浪エネルギーを分散させ海浜の安定を図るもの。

用語
解説

第２　今後の取り組み
１　河川の保全と活用
各河川の特性に応じ，遊歩道や桜づつみの整

備，自然の河川に見られる多様性のある河岸や
みお筋を保全するなど河川環境に配慮した多自
然川づくりを推進する。
また，「茨城県水際線計画」に基づき，うる

おいのあるまちづくりや地域振興に寄与する水
辺空間づくりを推進する。
さらに，河川環境に対する地域住民の理解を

深めるため，河川に係る広報活動を充実し，河
川愛護思想の普及啓発に努める。

２　湖沼・湿地の保全と活用
河川と同様に，各湖沼や，湿地の特性に応じ，

自然の状態の維持・保全に努めるとともに，自
然環境や親水性に配慮した水際線整備を図る。
また，水生植物帯の保全・再生を図るなど，
水生植物の有する自然の水質浄化機能の活用に
努める。

３　沿岸・海域の保全と活用
鹿島灘海岸では，海岸侵食対策を推進すると
ともに，鹿島港海岸などにおいて，遊歩道など
の整備を進める。
また，河原子海岸では，周辺施設と一体となっ
たレクリエーション空間を創出するため，階段
護岸の整備を進める。
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第６章　快適で住みよい環境の保全と創出
第１節　都市地域の緑の保全と快適な生活環境の創出

主な環境指標（実績／目標）
◇１人当たり都市公園面積　8.82m²（23 年度）
／ 9.5m²（27 年度）

第１　都市地域の緑の保全と快適な生活環境の創出に関する施策
１　緑の空間の保全と創出
緑は，都市環境にうるおいとやすらぎをもた
らすなど，自然と人間が共生する生活環境を形
成するうえで重要な役割を担っており，都市部
においては，樹林地や水辺地等，既存緑地の保
全に努めるとともに，都市公園の整備促進等，
緑の創出に努めることが必要である。
市町村では，「緑の基本計画」により推進して

おり，25年４月１日現在12市町村が策定している。

（１）緑の保全対策
都市計画区域内において良好な自然環境を形
成する緑地の保全を図るため，25 年４月１日現
在 21 地区 1,081.5 ha を風

※

致地区として，１地区
24 ha を特

※

別緑地保全地区として指定している。

（２）都市公園の整備
緑豊かなゆとりとうるおいのある生活環境の
形成をめざし，緑の拠点となる都市公園の整備
を推進している。
本県における都市公園（都市計画区域外の特
定地区公園を含む）は，24 年３月末現在 44 市
町村で 1,838 箇所，面積 2,524.98 ha が開設され
ており，都市計画区域内人口１人当たりの公園
面積は 8.82 ㎡となっている。

風致地区
「都市の風致を維持するため定める地区」で，都市の樹林地・水辺等の良好な自然的環境を維持するため定め，都市における生活環境をより快適にするもので

ある。
特別緑地保全地区

都市計画区域内の樹林地，草地等の緑地で，都市緑地法の規定に基づいて定める地区。
生産緑地地区

市街化区域内の農地等について，計画的に保全し，良好な都市環境の形成に貢することを目的として，生産緑地法の規定に基づいて定める地区。

用語
解説

（３）公共施設等の緑化の推進
都市の緑化を総合的かつ効率的に推進するた
め，学校や道路等公共施設の緑化を含めた多面
的な緑化施策の展開が望まれている。
そのため，都市における緑の核となる都市公
園の整備を進めるとともに，住民や団体の参加
と協力を得て，都市緑化普及啓発のため各県営
都市公園等で「いばらきグリーンフェスティバ
ル」を春又は秋に開催している。

２　都市地域の農地の保全と活用
市街化区域内農地の無秩序な開発による生活
環境の悪化を未然に防ぐため，25 年４月１日現
在 387 地区 92.8 ha を生

※

産緑地地区として指定し
ている。 
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第２　今後の取り組み
１　緑の空間の保全と創出

緑地協定
「都市緑地法」に規定され，都市の良好な環境を確保するため，土地所有者等の全員の合意によって区域を設定し，市町村長の認可を受け，緑地の保全及び緑

化を推進する制度。

用語
解説

（１）都市景観形成の推進
「景観形成条例」に基づき，大規模な建築物
等の新築，増改築等や土地の形質の変更に係る
行為について届出を義務付け，周辺景観と調和
した景観形成の誘導を図るなど，地域の特性を
生かした景観形成に努めている。
また，「屋外広告物条例」により，屋外広告

物の表示の場所，方法等について必要な規制を
行うとともに，「屋外広告物のてびき」などに
より，屋外広告物に関する制度や内容等の周知
に努めている。
そのほか，良好な町並み，景観や緑の維持・

形成のため，24 年４月１日現在 59 区域 221 ha
で建築基準法に基づく建築協定を結んでいる。

（２）電線類の地中化の推進
都市景観の向上と，安全かつ円滑な道路交通

の確保を図るため，７年６月から施行された「電
線共同溝の整備等に関する特別措置法」に基づ
き電線類の地中化を推進している。
24 年度は，県道取手東線（取手市）外 15 路

線において電線共同溝の整備を進めた。

（３）交通安全施設等の整備
安全かつ円滑・快適な交通環境の確立を図る
ため，「特定交通安全施設等整備事業の実施計
画」に基づき，交通事故の多発している道路や
緊急に交通の安全を確保する必要のある道路に
ついて，歩道設置や交差点改良などの整備を
行っている。
また，自転車交通の安全を確保するとともに，
快適なスポーツ・レクリエーション活動に資す
ることを目的として，霞ケ浦自転車道（潮来市
～土浦市）の整備を推進した。

（４）まちづくり推進事業の実施
住民がまちづくりに関心を持ち，まちづくり
に自ら積極的に参加するような環境づくりを進
めるため，まちづくりシンポジウムを開催する
とともに，まちづくりに功績のあった住民等を
広く表彰するうるおいのあるまちづくり顕彰事
業を実施し，24 年度は６件表彰した。

（１）緑の基本計画策定と地域地区指定促進
市町村の緑の基本計画策定を促進するととも

に，風致地区の指定や，緑
※

地協定などを活用し，
都市計画区域内において良好な自然環境を形成
する緑地の保全・創出を図る。

（２）都市公園の整備
偕楽園公園，笠間芸術の森公園，鹿島灘海浜

公園，茨城空港公園等の県営都市公園の充実に
努めるとともに，市町村の行う都市公園整備に
ついても積極的に助言・協力を行う。

（３）公共施設等の緑化の推進
都市における緑の核となる都市公園の整備や

学校等の緑化を図るとともに，これをネット
ワーク化し都市の緑の骨格づくりのため道路等
の緑化に努める。
また，市街地の大半を占める民有地の緑化な

ど，住民等の広範な参加と協力を得て，都市緑

化推進運動を各県営公園等で展開するなど，官
民一体となって，緑化の普及啓発活動を進めて
いく。

２　都市地域の農地の保全と活用
市街化区域内農地等で，公害や災害を防止し
たり，都市の環境を守る役割を果たしているも
のや，公共施設等の敷地として適しているもの
については，市町村における生産緑地地区の指
定を促進する。

３　うるおいのある快適な都市空間の創出
（１）都市景観形成の推進
「景観形成条例」の適正な運用を図るととも
に，市町村が行う景観行政に対する助言や景観
に関する広報啓発を推進する。
また，屋外広告物の適正な表示を推進するた
め，屋外広告物制度の広報啓発や，違反広告物
の是正指導を進めるとともに，住民参加による

３　うるおいのある快適な都市空間の創出
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違反広告物の除去を行う茨城県まちの違反広告
物追放推進制度を実施する。
さらに，良好な住環境の形成のため建築協定
の活用を推進する。

（２）電線類の地中化の推進
電線類の地中化による道路の景観の向上と安
全かつ円滑な道路交通の確保を図るため，25 年
度も県道取手東線外 11 路線で引き続き電線共
同溝の整備を実施する。

（３）交通安全施設等の整備
「特定交通安全施設等整備事業の実施計画」
に基づき，安全かつ円滑・快適な交通環境の確
立を図るため，歩道設置や交差点改良など計画
的な整備を進める。
さらに，霞ケ浦自転車道（潮来市～土浦市）
の整備を推進する。

（４）まちづくり推進事業の実施
まちづくり推進事業として，まちづくりシン
ポジウム及びうるおいのあるまちづくり顕彰事
業を実施する。
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第２節　歴史的環境・自然景観の保全と活用

第１　歴史的環境・自然景観の保全と活用に関する施策
１　歴史的・文化的遺産の保全と活用
（１）　文化財の保護と史跡の公有化の推進

史跡
貝塚，古墳，都城跡，城跡，旧宅その他の遺跡で，歴史上又は学術上価値の高いもののうち重要なもの

名勝
庭園，橋梁，峡谷，海浜，山岳その他の名勝地で，芸術上又は鑑賞上価値の高いもののうち重要なもの

天然記念物
動物（生息地，繁殖地及び渡来地を含む。），植物（自生地を含む。）及び地質鉱物（特異な自然の現象の生じている土地を含む。）で，学術上価値の高いものの

うち重要なもの

用語
解説

第２　今後の取り組み
１　歴史的・文化的遺産の保全と活用
史跡については，計画的な土地の公有化につ

いて，市町村に助言・支援を行い，史跡公園等
の整備・活用を促進する。

また，名勝や天然記念物については，現状保
存とともに，周辺環境の整備を促進する。

ア　史跡名勝天然記念物の指定
「文化財保護法」に規定する文化財のうち，
史
※

跡，名
※

勝及び天
※

然記念物を総称して記念物と
いい，国・県・市町村はそれぞれの段階の特色
に応じて指定を行い，その保護を行っている。
記念物は，その内容が自然環境と極めて密接

な関連を有しており，文化財としての指定は原
則として指定時の現状を保存することを前提と
している。
指定された各記念物の指定価値を損なう現状

変更等は原則として認められておらず，保護・
保存が図られている。

イ　保護対策
（ア）史跡の公有化と整備
史跡は直接自然環境に関わるものではない

が，その多くは良好な自然環境を維持している。
本県では史跡のより一層の保護を図るため，

良好な歴史的環境を維持し，広く活用を図る目
的で公有化と史跡公園等の整備を促進している。
（イ）名勝の整備
名勝の存在は自然環境に支えられている。し

たがって，その保護は，そのまま自然環境の保
護につながるものである。
（ウ）天然記念物
天然記念物は自然そのものであり，動物の生

息条件は植物以上に周辺の環境に左右され，自
然環境の変化を如実に反映する。

なお，植物の指定には名木，巨樹，老木等の
単木のほか，植物生態学上の視点による自然林
や樹叢の指定がある。

（２）指定文化財の所有者・管理者への支援
国・県指定文化財の保存修理，防災設備等に
対し補助金を交付している。
東日本大震災で被災した文化財の早期復旧と
所有者等の負担軽減を図るため，本県独自に復
旧事業への補助を実施している。
文化財の保護のための支援を進めることに
よって，地域住民の文化財保護の意識の高揚を
図っている。

（３）文化財保護意識の高揚と人材の育成
市町村の文化財保護審議会委員や地域で文化
財保護活動をしている者を対象に，表彰や講演
会を実施し，文化財の保護や活用を推進してい
る。

（４）文化財に関する資料の刊行等
新たに指定・登録された文化財の解説と国・
県指定文化財，登録文化財を掲載した「茨城の
文化財」を刊行するとともに，遺跡台帳（埋蔵
文化財包蔵地調査カード）や「茨城県遺跡地図」
を完備・更新し，埋蔵文化財の保護活用と遺跡
の有無の照会，開発事業との調整の円滑化を
図った。
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第３節　自然災害の防止

防災公園
地震に起因して発生する市街地火災等の二次災害時における国民の生命，財産を守り，大都市地域等において都市の防災構造を強化するために整備される，広

域防災拠点，避難地，避難路としての役割をもつ都市公園および緩衝緑地。

用語
解説

主な環境指標（実績／目標）
◇河川改修率　57.1％（24年度）／ 57.9％（27年度）
◇急傾斜地崩壊対策事業整備率　29.1％（24年度）／ 29.4％（25年度）

第１　自然災害防止対策
１　水害・海岸災害の防止
（１）水害の防止
地域開発の進展に伴う人口の集中化・都市化
に対処し，河川流域住民を洪水の被害から守る
ため，河川改修やダム事業を推進するとともに，
大規模開発など流域の開発が著しい河川につい
ては，防災調節池等の整備と合わせて改修を進
めている。
24年度は，桜川など 34河川（37工区）で，改
修事業を実施した。

（２）海岸災害の防止
飛砂防備保安林等に指定されている海岸防災
林は，気象や土壌などが極めて悪いうえ，飛砂
や潮風などの被害を受けやすく，また，本県の
海岸は近年，気象の変化等により侵食性海岸に
なっている。このため，防潮護岸工を施工する
とともに，人工砂丘や静砂垣を設置し，植栽工
等を実施した。
また，高潮や侵食の被害を防止するため，護
岸やヘッドランド等の整備を実施しており，24
年度は，鹿嶋海岸など６海岸で実施した。

２　地震災害の防止
災害に強い都市環境の形成を図るため，駅前
や中心市街地を中心に市街地再開発事業や，土
地区画整理事業を推進している。23 年３月末現
在で，市街地再開発事業は 13 地区，土地区画
整理事業は 292 地区が完了している。
また，防災空間確保のための防

※

災公園や，住
民の避難，消防活動，緊急輸送のための道路の
整備を図るとともに，茨城港常陸那珂港区にお
いて耐震強化岸壁を供用している。
そのほか県耐震改修促進計画に基づき，県有
施設の耐震化の推進，木造住宅耐震診断への助
成，市町村の耐震改修促進計画策定促進を行っ
ている。

３　土砂・山地災害の防止
（１）土砂災害防止施設の整備推進
砂防事業，地すべり対策事業，急傾斜地崩壊
対策事業により，土砂災害防止施設の整備を
図っている。
24 年度は，砂防事業は羽根黒沢など９渓流，
地すべり対策事業は大塚地区など３地区，急傾
斜地崩壊対策事業は上田沢地区など 22 地区の
整備を実施した。

（２）土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒
区域等の指定推進
土砂災害から県民の生命・身体を守るため，
土砂災害警戒区域等の指定に努めている。
24 年度は，桜川市など６市村（154 箇所）で
指定を実施した。

（３）予防治山や復旧治山の推進
山地において台風や集中豪雨等の天然現象に
よって発生した崩壊地や，崩壊の可能性が高く，
崩壊土砂の流出により下流に被害を与えるおそ
れがあり，緊急に防止工事を要する箇所につい
て，「地域森林計画」に基づき治山ダム工や山
腹工，森林造成のための植栽工を実施した。

（４）保安林の適正配備と機能の維持・向上
土砂災害等山地災害を防備する目的で土砂流
出防備及び土砂崩壊防備保安林を指定してお
り，本県では主に県北山間部に配備し，面積は
24 年度末で 3,942 ha となっている。
また，保安林の機能が高度に発揮できるよう
保安林整備事業等により整備を進めている。

（５）土砂災害に対する防災意識の高揚
毎年６月の土砂災害防止月間に市町村ととも
にがけ地のパトロールを実施している。
また，小・中学校生徒を対象に「土砂災害防
止に関する絵画・作文」を募集・表彰して，土
砂災害に対する防災意識を高めている。
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第２　今後の取り組み
１　水害・海岸災害の防止
（１）水害の防止
河川改修を重点的に推進するとともに，大規

模開発など流域の開発が著しい河川について
は，防災調節池等と合わせた改修を推進するこ
ととし，25 年度は，改修事業については，桜川
をはじめ 34 河川（36 工区）で実施する。

（２）海岸災害の防止
25 年度は，神栖市矢田部など４か所で防潮護

岸工等を施工するとともに，日立市十王町伊師
など４か所で樹木の成長を促すため，静砂垣を
設置し植栽工を実施する。また，茨城沿岸津波
対策検討委員会の検討結果を踏まえ，津波に対
する減衰効果を高めるため北茨城市神岡上ほか
７箇所の防潮護岸の嵩上げ等を行う。
さらに，鹿島灘海岸で，養浜による浸食対策

を実施する。

２　地震災害の防止
市街地再開発事業や土地区画整理事業の面的

整備について支援等を行い，災害に強いまちづ
くりを推進する。また，防災公園や，緊急輸送

道路ネットワークに指定された路線の整備を推
進する。そのほか，建築物の耐震化を図るため，
県耐震改修促進計画に基づく各種施策を推進す
る。

３　土砂・山地災害の防止
砂防事業，地すべり対策事業，急傾斜地崩壊
対策事業による土砂災害防止施設の整備と，土
砂災害警戒区域等の指定を推進する。
また，荒廃山地の復旧及び荒廃危険山地の崩
壊を未然に防止するため，25 年度は大子町中
郷など６か所で山復工や治山ダム工等を実施す
る。
そのほか，保安林の機能が高度に発揮できる
よう保安林整備事業等を進めるとともに，大雨
による土砂災害発生の危険度が高まった時に気
象台と共同で発表する土砂災害警戒情報や補足
する情報を，県のホームページ等から市町村，
県民に配信し適切な避難ができるよう，避難体
制の支援を図る。
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第７章　パートナーシップによる環境保全活動の推進
第１節　環境教育・環境学習等の推進

今日の環境問題は，通常の事業活動や日常生
活に起因するところが多く，事業者や県民など
すべての主体が自主的かつ積極的に環境の保全
及び創造に取り組んでいくことが必要である。

このため，普及啓発や広報活動を含め，各種
の環境教育・学習推進事業を実施した。

１　環境教育・環境学習の推進
（１）エコ・カレッジの開催

環境についての幅広い知識と地域や職場にお
いて様々な環境保全活動を実践するために必要
なノウハウの習得を図るため，広く県民を対象
とした講座を開催した。
ア　体験コース

環境について幅広い視点を備えるため，環境
学習や環境保全活動に関するプログラム構築の
ノウハウを習得

○修了者数　49 人
○内容　講義，実習，ワークショップ等

イ　導入コース
インターネットを活用して学ぶ通信講座を新

たに開講
○修了者数　67 人
○内容　穴埋問題やレポート作成

ウ　職域コース
企業の環境保全担当者を対象に，環境に配慮

した事業活動を推進するため，環境保全業務に
関する知識やノウハウを習得（（一社）茨城県
環境管理協会で実施）

○修了者数　11 人
○内容　講義，事例研究等

（２）子ども向け環境実践プログラムの実施
子どもの頃から環境保全に関する意識を育む

ため，本県独自の環境実践プログラム「キッズ
ミッション」を県内の全小学校約 555 校で小学
校高学年を対象として実施した。

（３）高校３年生向け「How to エコライフ」
読本による啓発

高校卒業後に新社会人や大学生として新しい
暮らしを始める高校３年生を対象に，エコライ
フのノウハウを伝えるため，エコライフ実践ハ
ンドブック「ECO LIFE」を県内の高校３年生
約 27,000 人に配布した。

２　環境教育・環境学習の機会と場の提供
（１）環境アドバイザーの派遣

地域での環境学習を支援するため，学校，公民
館，自治会等が行う学習会等に講師を派遣した。

○アドバイザー委嘱数 56 人及び４団体
○派遣回数 134 回，受講者 6,360 人
○内容　地球温暖化問題，自然観察会，ごみ

とリサイクル，エコライフなど

学習会の様子

（２）こどもエコクラブ事業の推進
こどもエコクラブは，幼児から高校生を対象

に，地域や学校で環境学習や環境保全活動に取
り組むクラブである。

本県では，56 クラブ，2,528 人（25 年３月末）
が参加している。クラブの活動を支援するため，
活動事例集を作成し，エコクラブや市町村に配
布した。

第１　環境教育・環境学習等の推進に関する施策

県民一人ひとりが環境について学び，環境に配
慮した生活の実践に取り組む「環境学習社会」の

構築に向け，家庭，学校，地域社会，職場などの様々
な場において，環境教育・環境学習を推進する。

第２　今後の取り組み
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第２節　各主体の環境保全活動の促進

持続可能な社会を実現するためには，県民一
人ひとりが環境問題についての理解を深め，家
庭や学校，地域社会，職場など様々な場面で環
境に配慮した活動を実践することが重要である。

家庭，事業者等の実践的取り組みの促進を図
るとともに，県も，自らの事務事業にともなう
環境負荷の低減を図った。

１　県民の環境保全活動の促進
（１）茨城エコ・チェックシート

日常生活での省エネ・省資源等の実践活動を
促進するため，「茨城エコ・チェックシート」
を県民，事業者等に配布し，環境に配慮した生
活行動への動機付けを行った。

・配布部数：約 208,000 部（25 年３月末）

（２）キャンペーン等の実施
県民や事業者の地球温暖化防止等に関する意

識の高揚を図るため，キャンペーン等を実施し
た。

〇夏の省エネキャンペーン（６/ １～９/30）
〇冬の省エネキャンペーン（12/ １～３/31）
〇白熱電球一掃キャンペーン
○ライトダウンキャンペーン（６月 21 日（夏

至の日）・７月７日（クールアースデー））
○ノーマイカーデー
　①７/ ２〜 ７/ ９に１回以上
　②９/ ７〜 10/31 に２回以上
　③２月〜３月に１回以上
　

（３）レジ袋無料配布中止の取組み
地球温暖化防止とごみの減量化を図るため，

県，県域４団体，事業者が協定を締結し，県全
域を対象としたレジ袋の無料配布の中止を開始
した。

・食品スーパーマーケット
　開始日	 21 年７月１日～
　参加事業者	 27 事業者　272 店舗
・クリーニング店
　開始日	 22 年 10 月１日～
　参加事業者	 15 事業者　288 店舗
食品スーパーマーケットにおける効果は次の

とおり。

・レジ袋辞退率	 85％程度で推移
・レジ袋削減枚数	 年換算約２億枚
・石油削減量	 年換算約 370 万リットル
	 （ドラム缶 18,600 本分）
また，同様の取組みが市町村ごとにも進んでお

り，26 市町村が事業者等と協定を締結している。

２　民間団体や事業者の環境保全活動の促進
（１）食を通じたエコライフ運動

生活学校を通じて，地産地消や食べ残しの削
減，３Ｒ実践などを呼びかけるとともに，県内
５地区での研究集会を実施した。

（２）環境関係表彰
環境保全意識の高揚を図るため，環境保全や

環境美化に功績があった４人，１団体と，環境
マネジメントなどに成果のあった６企業を表彰
した。

（３）事業者団体の環境保全活動の促進
（一社）茨城県環境管理協会は，事業者自ら

が公害を防止しようとする共通の目的のもとに
昭和 47 年に設立され，環境調査，測定分析評価，
環境技術支援を行っている。

県は，環境管理協会が行う事業に対して指導・
支援を行い，事業者の環境保全活動の促進を
図った。

３　県の環境保全に向けた率先実行の推進
県は，自らの事務事業の執行に際し，環境へ

の負荷の低減を図ることを目的に，「環境保全率
先実行計画」（県庁エコ・オフィスプラン，10
年２月策定，23 年４月改定）に基づき，全庁的
に取り組みを進めている。

（１）計画の期間
23 年度から 27 年度までの５年間

（２）計画の対象
県が行うすべての事務事業及び指定管理者施

設が行う事務事業を対象

第１　各主体の環境保全活動の促進に関する施策
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（３）実施状況
クールビスや定時退庁日の一斉消灯（ライト

ダウン）に加え，エコドライブを推奨するなど，
省エネルギーなどの取組を推進した。

また，グリーン購入推進方針や低公害車購入
方針に基づき，環境負荷の少ない公用車や物品
の購入を進めた。

県民，民間団体，事業者，県などの各主体の
環境保全活動の促進に向けた取り組みを推進
し，自主的かつ積極的な環境保全活動の促進を
図るとともに，すべての主体が一体となって取
り組めるような，連携の仕組みづくりに努めて
いく。

そのため，環境保全茨城県民会議や大好きい

ばらき県民会議等と連携し，環境保全に向けた
県民運動を展開する。

また，県自らの取り組みについても，「第４
期環境保全率先実行計画」（県庁エコ・オフィ
スプラン）に基づき，低公害車の導入や省エネ・
省資源の推進を図ることにより環境への負荷の
低減を図る。

第２　今後の取り組み

４　連携の仕組みづくり
環境保全茨城県民会議（昭和 47 年設立）で

は，各構成団体をはじめ事業者，行政との連携
を一層強化し，県民運動の推進，エコライフ

（環境に配慮した生活）実践活動の推進，環境
情報の発信等を積極的に行った。

県は，環境保全活動を推進する観点から，自
然環境保全活動，エコライフ運動などを県民運
動として推進する環境保全茨城県民会議に対し
て事業費などの助成を行い，組織の育成，指導
を図った。

項　　　目 単位 基準 23年度
（参考）

24年度 
（実績） 24/ 基準 達成

状況
24年度
目標値

27年度
目標値

電気使用量
（道路照明・信号を除く）

庁舎用 kWh/m2 46.87  41.44  50.63  108.0％ × 45.02  43.68  

事業用 kWh/m3 0.367 0.343 0.324 88.3％ ◎ 0.352 0.342 

公用車燃料使用量＜原油換算＞ kL/ 台 1.36  1.34  1.34  98.3％ × 1.30  1.26  

燃料使用量
＜原油換算＞

庁舎用 L/m2 3.43  2.75  2.27  66.3％ ◎ 3.29  3.19  

事業用 kL/ 汚泥 t 0.038 0.023 0.037 96.2％ × 0.036 0.035 

用紙類使用量＜A4版換算＞ 千枚 236,019 239,625 235,165 99.6％ × 222,956 210,616 

水道使用量 千m3 1,525 1,392 1,345 88.2％ ◎ 1,441 1,361 

可燃廃棄物排出量 t 3,930 3,490 3,233 82.3％ ◎ 3,712 3,507 

グリーン購入率 ％ 71.6  73.9  73.3  102.3％ × 90％以上 90％以上

温室効果ガス排出量＜CO2 換算＞ t 169,748 162,986 165,730 97.6％ × 160,242 153,113 

図表 7-2-1　県庁エコ・オフィスプラン実績（速報値）
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トピックス 第３次茨城県環境基本計画

平成 24 年度で，「茨城県環境基本計画（改定）」が終了したことから，県では，新たな環境の
保全と創造のための施策を総合的かつ計画的に進めるための指針となる「第３次茨城県環境基本
計画」を策定しました。

第３次となる今回の計画では，地球温暖化対策の推進や循環型社会の構築，河川・湖沼の水質
改善など，複雑かつ長期的な課題に引き続き取り組むとともに，平成 20 年に制定された「生物
多様性基本法」や東日本大震災の影響など，環境を巡る新たな社会情勢の変化に的確に対応する
ため，生物多様性に関する施策の充実や環境モニタリングの強化などによる事故由来放射性物質
に対する環境汚染対策，また，本県に集積した最先端の科学技術を活かし，グリーン・イノベーショ
ンを推進することで環境・エネルギー分野での革新的技術の研究・開発を促進するなど，環境の
保全と経済発展の両立に向けた様々な施策に取り組むことにしています。

１　環境の将来像　：　豊かな自然を守り，環境と調和した生活を送ることができる県
２　基本目標　　　：　環境の将来像の実現に向けて，４つの基本目標を設定

○　低炭素社会の実現
○　循環型地域社会の構築
○　自然と共生する社会の創出
○　みんなが参画する持続可能な社会の実現

３　計画の期間　　：　2013（平成 25）年度〜 2022（平成 34）年度の 10 年間
４　施策体系　　　：　８つの施策の柱を設け 25 項目の施策を展開

施策の柱（８節） 施策の展開（25 項目）

第１節
地球温暖化対策の推進

○地球温暖化の防止
○再生可能エネルギーの利用と導入促進

第２節
地域環境保全対策の推進

○大気環境の保全　○水環境の保全　○土壌・地盤環境の保全
○化学物質の環境リスク対策　○放射性物質による環境汚染対策

第３節
湖沼環境保全対策の推進

○霞ヶ浦の総合的な水質保全対策
○涸沼・牛久沼の水質保全対策

第４節
資源の有効利用と廃棄物
の適正処理の推進

○３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進
○廃棄物の適正処理　○不法投棄等の防止

第５節
生物多様性の保全と持続
可能な利用

○生物多様性の保全　○自然公園等の保護と利用
○森林・平地林・農地の保全　○河川等水辺環境の保全と活用

第６節
快適で住みよい環境の保
全と創出

○都市地域の緑の保全と快適な生活環境の創出
○歴史的環境・自然景観の保全と活用　○自然災害への対応

第７節
各主体が学び協働すること
による環境保全活動の推進

○環境教育・環境学習等の推進　
○各主体の環境保全活動と協働取組の促進　
○国際的な視点での環境保全活動の推進

第８節
環境の保全と創造のため
の基本的施策の推進

○環境情報の収集・管理・提供
○グリーン・イノベーションの推進
○総合的な環境保全対策の推進
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第３節　環境マネジメントの推進

今日の環境問題に対処するためには，社会経
済活動のあらゆる局面で自主的かつ積極的に環
境負荷を低減することが必要である。そのため
には，事業者自身が自らの環境影響を改善する
仕組みである環

※

境マネジメントシステムの導入
が求められている。

１　茨城エコ事業所登録制度の普及
事業者の環境に配慮した取り組みを推進する

ため，中小事業者でも手軽に導入できる簡易な
環境マネジメントシステムとして普及を推進し
た。

２　環境マネジメントシステム導入の促進
環境マネジメントシステムの国際的な規格で

ある ISO14001 が８年９月に発効されて以来，
県内では，製造業を中心に同規格の認証取得が
順調に進んでいる。

また，環境省が普及を推進しているエコアク
ション 21 の地域事務局として，19 年 12 月に茨
城県中小企業団体中央会が認定されている。

第１　環境マネジメント推進の状況及び施策

茨城エコ事業所登録制度の普及を図るととも
に，「企業の省エネ事例集」による取組促進を
図る。

また，省エネルギー施設・再生可能エネルギー

施設の設置又は改善のための低利融資制度（省
エネルギー対策実施計画書を提出済の茨城エコ
事業所について無利子）による中小企業への支
援を行う。

第２　今後の取り組み

環境マネジメントシステム
環境に関する経営方針・計画を立て，実施し，点検し，是正するというサイクルを体系的・継続的に実行していくことにより，企業等の組織が環境に与

える影響を改善するための仕組みのこと。代表的なものとして，国際標準化機構（International Organization for Standardization）が定めた国際規格
ISO14001がある。

用語
解説110
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第４節　国際的環境協力の推進

第１　国際的環境協力の推進に関する施策
１　環境保全のための国際協力の推進

国際的な協力については，これまで国や国際
機関が中心となって実施してきたが，開発途上
国からの多様なニーズに応えるため，地方自治
体の役割が期待されるようになってきた。

本県においても，高度な産業が集積している
とともに，環境保全活動に取り組む様々な主体
が多数活動していることから，情報交換等の
ネットワーク化を図り，地球規模での環境保全
活動が推進されるよう，積極的に環境分野にお
ける国際協力に取り組んでいる。

（１）海外への専門家派遣
財団法人自治体国際化協会（CLAIR）が作成

する「自治体国際協力人材バンク」に，国際協
力に関する知識や技術を有する県内自治体職員
を登録しており，開発途上国からの要請に応じ
て適切な人材を派遣する体制を整えている。

（２）国等との連携・協力
独立行政法人国際協力機構（JICA）が実施し

ている「青年海外協力隊派遣事業」及び「シニ
ア海外ボランティア派遣事業」に係る募集・広
報活動を同機構と共同で実施するとともに，派
遣者及び帰国者に対する支援活動を行っている。

（５）いばらき霞ヶ浦賞
本県では，９年度から開発途上国における湖

沼環境保全の研究や技術開発を支援するため
「いばらき霞ヶ浦賞」を創設している。

同賞の授与は，世界湖沼会議に併せて実施し
ており，これまで 27 カ国・46 組（101 名）の研
究者等に授与している。

最近では，第 14 回世界湖沼会議が 23 年 10 月
31 日から 11 月４日まで，アメリカ合衆国テキ
サス州オースティン市において開催され，当会
議で「いばらき霞ヶ浦賞」を２組の研究者等に
授与した。

２　民間団体等の国際協力への支援
本県には多くの国際交流・協力団体が存在し

ており，公益財団法人茨城県国際交流協会に登
録している団体だけでも 124 団体に上る。この
中には，環境分野での国際協力を活動の中心と
している団体も多く，本県では，現地情報の提
供，現地との連絡・調整の支援，各団体が独自
に行う研修員受入・ボランティア派遣等に係る
各種手続きのアドバイス等を行っている。

第２　今後の取り組み
国や関係機関と協力・連携を図りながら，研

修員の受入，専門家の派遣，学術・研究交流等
に積極的に取り組み，引き続き地方発の国際的
環境協力の推進に努める。
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県ホームページ「環境いばらき」に，23 年
度から継続して節電対策のページを掲載するな
ど，環境関連の情報提供の一層の充実を図った。

また，環境学習メールマガジンを毎月発行し，
県民に対して，県の施策や県内の環境イベント
等に関する情報提供を行った。

・メールマガジン購読者数 510 人（25 年３月末）

２　環境学習資料の提供
環境に関するビデオ，図書やパネルの貸出し

を行った。
・貸出件数 14 件

３　霞ケ浦環境科学センターの情報収集・発信
（１）センターホームページ

霞ヶ浦をはじめ涸沼，牛久沼など県内の湖沼・
河川の水質情報のほか，大気・化学物質等の調
査・研究情報，センター主催のイベント情報を
提供した。また県内の環境市民団体等の活動の
紹介とイベント情報の掲示を行った。さらに携
帯サイト，メールマガジン（月１回）によりセ
ンターの情報と県内の環境市民団体のイベント
情報を配信した。

（２）環境フォーラムや環境学習フェスタの開催
環境フォーラムを開催し，参加者との意見交

換などを行った。
また，環境学習フェスタを開催し，小・中学

生が取組んだ環境学習の成果を発表した。

（３）資料の収集及び提供
環境関連施設や環境保全市民団体の発行紙の

収集・情報提供を行った。また，文献資料室に
は環境関係図書を所蔵し貸出しも行っている

（貸出可能図書約 7,300 冊）。

（４）展示交流広場
センター１階に展示交流広場を設置し，環境

保全団体や企業に環境保全活動の情報を発信す
る場を提供した。

（５）センターサポーター
サポーター登録者に環境イベントの情報を中

心に定期的に情報発信した。

第８章　環境の保全と創造のための基本的施策の推進
第１節　環境情報の収集・管理・提供

第１　環境情報の収集・管理・提供の状況
1　ホームページ「環境いばらき」による情報提供

第２　今後の取り組み
ホームページ「環境いばらき」において，環

境学習をはじめ様々な環境情報を県民にとって
わかりやすく，迅速に提供する。また，霞ケ浦
環境科学センターにおいて，水環境や大気環境

等についての研究成果など様々な情報の収集・
整理・発信をインターネットを活用して積極的
に進め，市民・企業・研究者・行政を結ぶ霞ケ
浦情報ネットワークの充実を図る。

第２節　調査研究・技術開発の推進，監視・観測の充実

第１　調査研究，監視・観測の充実
１　霞ケ浦環境科学センターにおける調査研究

（１）水環境調査研究事業
霞ヶ浦など湖沼の水環境に関する研究を行っ

たほか，客員研究員を委嘱し，研究体制の充実
を図った。

（主な研究テーマ）
・霞ヶ浦における植物プランクトンの群集構

造に影響する環境因子の解明に関する研究

・霞ヶ浦の有機物の挙動の解明に関する研究
・脱窒現象の解明及び窒素除去に関する研究
・北浦におけるリンの低減化に関する研究
・北浦流域における蓄積窒素に関する研究
・直接流入負荷削減に関する調査研究
・湖内水質等のモニタリング
・涸沼・牛久沼の水質保全に関する調査研究
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（２）大気環境研究事業
微小粒子状物質（PM2.5）や酸性雨に関する

調査研究，フロン類の大気中濃度調査，ベンゼ
ン等有害大気汚染物質調査などを行うほか，百
里飛行場周辺の騒音実態調査や石綿の環境実態
調査を実施した。

（３）化学物質研究事業
環境ホルモンや要監視項目などの化学物質の

実態調査のほか，水質事案などの原因究明調査
を行った。

２　大気環境の監視対策
（１）大気環境監視体制の整備

「大気汚染防止法」に基づき県下の大気汚染状
況を把握するため，県は，大気環境常時監視測
定局を設置し，大気環境の常時監視を行ってい
る。24 年度末現在で，一般環境大気測定局 37 局，
自動車排出ガス測定局 4 局を設置している。

（２）連絡通報体制の整備
緊急時における連絡通報体制として，光化学

オキシダント（光化学スモッグ）の緊急時協力
工場等及び緊急時対策地域の市町村等の関係機
関についてインターネットＦＡＸを設置し，発
令情報の伝達と対応の迅速化を図っている。

（３）定期監視及び随時監視測定
地域の大気環境保全に資するため，常時監視

以外にも大気環境の測定を定期的に行っている。
測定局での常時監視以外に 24 年度は，有害

大気汚染物質について８地点，酸性雨長期実態
について１地点，環境大気中のフロンについて
５地点で調査を行った。

なお，微小粒子状物質については，関東地方
大気環境対策推進連絡会が行う１都９県７市に
よる共同調査に参画し，広域的な汚染状態の把
握に努めている。
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図表 8-2-1　観測局一覧及び光化学スモッグ予報地域区分



水　域　区　分 測　定　機　関 水　域　数 測定地点数（環境基準点）

河　　川 茨城県，国土交通省，水戸市，笠間市，
つくば市，ひたちなか市，筑西市 97 138（  93）

湖　　沼 茨城県，国土交通省 5 25（  12）

海　　域 茨城県 22 30（  22）

合　　　　　　　　計 124 193（127）

３　水質の監視対策
県では，「水質汚濁防止法」の規定に基づき，

毎年度公共用水域及び地下水について「水質測
定計画」を作成し，水質の監視測定を行ってい
る。

（１）公共用水域
24 年度は，県，国土交通省，水戸市，笠間市，

つくば市，ひたちなか市及び筑西市がそれぞれ
所管する水域を対象として合わせて河川 138 地
点，湖沼 25 地点，海域 30 地点の計 193 地点に
おいて水質測定を実施した。

24 年度は，県，国土交通省，水戸市，笠間市，
つくば市，ひたちなか市及び筑西市がそれぞれ
所管する地点に合わせて 39 市町村・87 地点
（井戸）で井戸水の水質測定を実施した。

（３）霞ヶ浦湖内及び流入河川の水質
霞ヶ浦湖内及び流入河川の水質については，

湖内 21 地点，流入河川 39 地点（31 河川）にお
いて定期的に水質測定を実施した。

湖内の測定については，国土交通省と県が測
定地点を分担して実施し，測定項目は，全地点
で pH，BOD，COD，窒素，りん等の生活環境
項目を，主要地点では健康項目についても測定
した。

第２　今後の取り組み
１　霞ケ浦環境科学センターにおける調査研究

霞ヶ浦の水質汚濁機構の解明と水質保全対策
の提言を目標として，藻類の動態の研究，有機
物の研究，りんの低減化の研究など課題解決型
の調査研究に取り組む。

２　環境監視体制の整備
大気汚染物質の常時監視を継続して実施する

とともに，老朽化した測定機器の更新を行うな
ど大気環境監視体制の充実強化を図る。

また，21 年９月に新たに環境基準が設定され
た微小粒子状物質（PM2.5）の測定機を順次整
備し，常時監視体制の整備に努める。

３　公共用水域の水質の監視
河川，湖沼，海域などの公共用水域における

水質の汚濁状況及び水質環境基準の維持達成状
況を把握するため，公共用水域の水質測定計画
に基づき，カドミウム，トリクロロエチレンな
どの健康項目，BOD，COD などの生活環境項
目等について水質の監視測定を行う。

４　地下水の水質の監視
地下水質の汚濁状況及び地下水の水質汚濁に

係る環境基準の維持達成状況を把握するため，
地下水の水質測定計画に基づき，民家の生活用
井戸を対象として，ひ素，トリクロロエチレン，
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素などの環境基準項
目について地下水質の監視測定を行う。

（２）地下水
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図表 8-2-2　公共用水域水質測定計画の概要（24 年度）



第３節　環境アセスメントの推進

第４節　総合的な環境保全対策の推進

第１　環
※

境アセスメントの推進
24 年度は，茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区

公有水面埋立事業及び廃棄物最終処分場建設事
業に係る環境影響評価方法書と（仮称）鹿嶋第
二風力発電所新設事業に係る環境影響評価準備
書について，事業者の公告・縦覧後，審査会の
審査を経て，知事意見を述べた。

１　対象事業の概要
（１）茨城港常陸那珂湊区中央ふ頭地区公有水

面埋立事業及び廃棄物最終処分場建設事業
①　事業者：茨城県
②　場　所：ひたちなか市長砂地先
③　種　類：公有水面の埋立て及び廃棄物最

終処分場の設置
④　規　模：埋立面積　約 56 ヘクタール（廃

棄物等埋立容量　約 1,000 万㎥）

（２）（仮称）鹿嶋第二風力発電所新設事業
（H24. 10. 1 から法アセスに移行）
①　事業者：サミットウインドパワー株式会社
②　場　所：鹿嶋市新居浜地区
③　種　類：風力発電所

④　規　模：18,000kW（3,000kW 級風力発電
機６基の新設）

２　手続の経過
（１）茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区公有水

面埋立事業及び廃棄物最終処分場建設事業
①　公告年月日：24年３月26日
②　縦 覧 期 間：24年３月26日〜４月25日
③　審 査 会：24年４月26日

24年７月12日
24年８月９日

④　知 事 意 見：24年８月20日

（２）（仮称）鹿嶋第二風力発電所新設事業
（H24. 10. 1 から法アセスに移行）
①　公告年月日：24年８月２日
②　縦 覧 期 間：24年８月６日〜９月５日
③　審 査 会：24年８月９日

24年10月16日
24年12月18日

④　知 事 意 見：24年12月27日

環境アセスメント（環境影響評価）
事業者自らが，事業の実施が環境に及ぼす影響を事前に調査，予測及び評価するとともに，環境の保全のための措置を検討し，この措置が行われた場合におけ

る環境に及ぼす影響を総合的に評価すること。

用語
解説

第２　今後の取り組み
「環境影響評価法」及び「環境影響評価条例」の

適正な運用により，事業の実施に伴う環境影響の低
減を図り，県域における良好な環境の保全に努める。

また，「港湾法」や「公有水面埋立法」などの個
別法に基づく指導・助言を行い，事業に係る環境の
保全について適切な配慮がなされるように努める。

第１　総合的な環境保全対策の推進に関する施策
１　生活環境の保全等に関する条例

都市・生活型の環境問題に適切に対応してい
くため，環境関係法令や 17 年に改正した「生
活環境の保全等に関する条例」に基づき，公害
防止対策や騒音，振動及び悪臭防止対策，大気
保全対策，河川・湖沼などの公共用水及び地下
水などの水質保全対策，ダイオキシン類等化学
物質対策を推進している。

（１）条例の特徴
ア　新たな課題への対応

（ア）都市・生活型公害への対応
県民のライフスタイルの転換による環境への

負荷の低減のため，生活排水と自動車排出ガス
の対策について規定している。

（イ）化学物質，土壌・地下水汚染への対応
化学物質の使用等に伴う環境汚染を防止する
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中　小　企　業　者　対　象

対 象 者 県内に工場等を有し，原則として１年以上継続して同一事業を営む中小企業者

融資対象事業 ○環境保全施設

○低公害車の導入
○地球温暖化対策

【大気汚染・水質汚濁・騒音・振動・悪臭の防止施設，産業廃棄物の適正処
理施設，化学物資の適正管理施設の設置や改善】

【ハイブリッド・電気・天然ガス・メタノール自動車】
【省エネルギー・再生可能エネルギー施設の設置や改善】

融 資 限 度 額 環境保全施設
低公害車の購入

（１）融資対象となる事業費の80％以内
（２）一つの貸付事業につき2,500万円を限度

但し，ダイオキシン類対策等，知事が必要と認めた場合は5,000万円

地球温暖化対策 （１）融資対象となる事業費の80％以内
（２）一つの貸付事業につき500万円を限度

但し，再生可能エネルギー施設設置等，知事が必要と認めた場合は1,500万円

融 資 利 率 融資期間	 利率（カッコ内は保証付きの場合）
５年超～７年以内	 2.5（2.0）％
３年超～５年以内	 2.4（1.9）％
３年以内	 2.3（1.8）％

償 還 方 法 元金均等償還（１年以内の据置可）

利 子 補 給 ○汚水処理施設（排水規制の適用を受けない事業者（小規模事業者）が設置する場合に限る）
高度処理（窒素又はりん除去）施設：全額利子補給
高度処理以外の汚水処理施設　　　：全額利子補給（霞ヶ浦流域）
　　　　　　　　　　　　　　　　：0.9％　　　  （霞ヶ浦流域以外）

○家畜排せつ物の負荷削減対策施設　　：全額利子補給（霞ヶ浦流域）
○ダイオキシン類対策施設　　　　　　：0.6％
○省エネルギー施設・再生可能エネルギー施設：全額利子補給（省エネルギー対策実施計画書を提出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　済のエコ事業所登録事業者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　：0.9％　　　  （上記以外のエコ事業所登録事業者）

個　人　対　象
対 象 者 霞ヶ浦，涸沼，牛久沼流域に居住する個人世帯
融資対象事業 ○高度処理型浄化槽（窒素やりんの除去）の設置に係る費用

○公共下水道または農業集落排水処理施設への接続工事に係る費用
融 資 限 度 額 （１）設置や接続工事に係る費用全額

（２）補助金額は除くものとし，200万円を限度
融 資 利 率 県が全額利子補給しますので，利用者の実質金利は0％
融 資 期 間 5年以内
償 還 方 法 元金均等償還（6ヶ月以内の据置可）

県では，中小企業者が環境保全及び地球温暖
化対策に資する事業に必要な資金について，また
霞ヶ浦，涸沼及び牛久沼流域の個人世帯が高度処
理型浄化槽の設置や下水道への接続工事等に必要

な資金について融資のあっ旋を実施している。
また，対策がより必要な部門について事業者

及び個人の取組みの促進を図るため利子補給制
度を設けている。

ため，化学物質の適正管理と土壌・地下水の汚
染防止について規定している。

イ　取り組みの強化
（ア）工場・事業場の排水対策の強化

一定床面積以上の飲食店等を規制対象施設に
追加，排水基準の適用を受けない小規模事業所
の排水対策について規定している。

（イ）危機管理対策の強化
大気汚染や水質汚濁に係る事故時・緊急時の

措置を新たに規定している。
（ウ）豚舎，鶏舎等の悪臭防止の強化

農業振興地域の適用除外規定を廃止，鶏舎に
係る規制を強化している。

（エ）関係法令等との整合
廃棄物処理法との整合から，量の如何を問わ

ず，ゴム，廃油等の屋外燃焼行為を禁止している。

２　経済的支援措置
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３　公害防止対策の推進
（１）事業者の公害防止組織の整備

「特定工場における公害防止組織の整備に関
する法律」に基づき，特定工場を設置する事業
者は，工場内に公害防止管理者等からなる公害
防止組織を整備し公害の防止に努めることとさ
れている。

公害防止組織は，公害防止対策の責任者であ
る「公害防止統括者」，公害防止対策の技術的
事項を管理する「公害防止管理者」及び一定規
模以上の特定工場における「公害防止主任管理
者」から構成されている。

25 年３月現在，公害防止管理者等が選任され
ている工場は 522 社である。未選任の工場に対
しては，立入検査等で選任を指導している。

（２）公害防止計画の推進
公害防止計画は，「環境基本法」に基づき，

現に公害が著しい地域又は今後人口や産業の急
速な集中等により公害が著しくなるおそれがあ
る地域について，公害の防止に関する諸施策を
総合的かつ計画的に講じることによって公害の
防止を図ることを目的として知事が作成するも
のであり，本県では鹿島地域について作成して
いる。

鹿島地域については，鹿島港を中核とした大
規模な臨海工業団地に，鉄鋼，電力，石油化学
等の基幹産業が立地しているため，鹿嶋市，神
栖市を対象として昭和 47 年度から９度にわた
り公害防止計画を作成し，これに基づき大気汚
染防止対策等の諸々の公害防止対策を推進して
いる。

（参考）
「第９次鹿島地域公害防止計画」の概要（23 ～
32 年度）
１　主要課題
（１）鹿島コンビナート周辺における大気汚

染対策
（２）北浦，常陸利根川及び鹿島灘海域の水

質汚濁対策
２　主な施策

　下水道・浄化槽の整備，工場・事業場に
対する排水指導及びばい煙の排出抑制指
導，大気汚染原因物質の実態把握

（３）公害防止協定の運用
公害防止協定は，現行の環境関係法令による

規制だけでは，公害の未然防止を十分に図るこ
とができない地域について，行政と企業双方が
合意した取り決めのもとで，積極的に公害防止
を図ろうとするものである。

本来，協定の締結による地域の環境保全は，
地元市町村が主体的に行うものであるが，大規
模な工業団地や企業の集積度が高い地域等につ
いては，県が協定事業者となって地域の環境保
全に関与することとしており，鹿島地域，筑波
地域（北部・西部工業団地）及びひたちなか地
域（東京電力（株）常陸那珂火力発電所）の３
地域がこれに該当する。

これらの地域では，協定締結企業や新規に立
地する企業に対し，協定内容の遵守等について
指導を行っている。

４　その他の環境保全対策
（１）公害苦情処理
ア　公害苦情の処理体制

公害に関する苦情は，地域住民に密接に関わ
る問題であり，これを適切に処理することは苦
情申立者はもとより，住民の健康と良好な生活
環境を確保するうえで極めて重要なことであ
る。このため，「公害紛争処理法」の規定に基
づき公害苦情相談員を設置するなど，公害苦情
処理体制を整備し，公害苦情の迅速かつ適切な
処理に努めている。

25 年３月末現在，公害苦情相談員は，県では
34 人が，市町村では 22 人が設置されている。

なお，公害苦情相談員のほかにも，県で９人，
市町村で 242 人の職員が苦情の処理に当たって
いる。

117

第
八
章　
環
境
の
保
全
と
創
造
の
た
め
の
基
本
的
施
策
の
推
進

第
四
節　

総
合
的
な
環
境
保
全
対
策
の
推
進



種類別　　年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

典 型 ７ 公 害 件（％）
1,672（45.2）

件（％）
1,606（45.1）

件（％）
1,442（42.6）

件（％）
1,513（40.7）

件（％）
1,536（41.9）

大気汚染 713（19.3） 634（17.8） 647（19.1） 669（18.0） 558（15.2）

水質汚濁 176（  4.8） 190（  5.3） 167（  4.9） 140（  3.8） 174（  4.7）

土壌汚染 16（  0.4） 12（  0.3） 5（  0.1） 8（  0.2） 13（  0.4）

騒　　音 334（  9.0） 292（  8.2） 278（  8.2） 313（  8.4） 316（  8.6）

振　　動 16（  0.4） 18（  0.5） 14（  0.4） 23（  0.6） 25（  0.7）

地盤沈下 1（  0.0） 2（  0.1） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0）

悪　　臭 416（11.3） 458（12.9） 331（  9.8） 360（  9.7） 450（12.3）

典型７公害以外 2,025（54.8） 1,955（54.9） 1,942（57.4） 2,203（59.3） 2,132（58.1）

計 3,697（100） 3,561（ 100） 3,384（ 100） 3,716（ 100） 3,668（ 100）

（２）公害紛争処理
公害に関する民事紛争の迅速かつ適正な解決

を図るため，「公害紛争処理法」に基づき，行
政機関で処理する紛争処理制度が設けられてい
る。

紛争処理機関としては，国に公害等調整委員
会，県に公害審査会が設置されており，公害等
調整委員会は重大事件，広域処理事件等の紛争

のあっせん，調停，仲裁及び裁定を行い，公害
審査会は公害等調整委員会で扱う以外の紛争の
あっせん，調停，仲裁を行っている。
「茨城県公害審査会」は現在，10 名の委員で

構成されており，昭和 45 年の設置以来 25 年３
月末現在までに９件の調停事件の処理に当たっ
ている。

第２　今後の取り組み
１　生活環境の保全等のための施策の推進
「生活環境の保全等に関する条例」に基づき，

都市・生活型公害などの新たな環境問題に対応
するための施策を推進するとともに，現行規制
の適切な運用を図る。

２　経済的支援措置の推進
中小企業における環境保全及び省エネル

ギー・再生可能エネルギー施設の設置・改善や，
霞ヶ浦・涸沼・牛久沼流域の個人世帯が高度処
理型浄化槽の設置等を促進するため，融資あっ
旋や利子補給事業を実施し，事業者等の経済的
負担の軽減を図る。

３　公害防止対策の推進
「特定工場における公害防止組織の整備に関

する法律」に基づき，対象工場に対し，公害防
止管理者等の選任及び届出等の指導を行う。

鹿島地域では，環境質の一部で改善されてい
ないものがあるため，公害防止計画に基づき，
総合的な公害防止施策の推進を図る。

また，公害防止協定の適切な運用を図り，環
境汚染の未然防止及び生活環境の保全に努め
る。

さらに，県民からの公害苦情を処理するため，
公害苦情相談員制度により迅速かつ適切な苦情
処理に努める。

イ　公害苦情の受理状況
24 年度の公害苦情種類別新規受理件数は

3,668 件（県 73 件，市町村 3,595 件）である。
苦情内容を種類別にみると，典型７公害につ

いては大気汚染に関するものが最も多く，次い

で悪臭，騒音に関するものとなっており，典型
７公害の苦情の約 86％を占めている。典型７公
害以外については不法投棄などが多く苦情全体
の約 58％を占めている。
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トピックス 鹿島臨海工業地域環境保全推進協議会設立40周年

〜公害のないコンビナートのための行政と企業の取り組み〜

本協議会は，鹿島臨海工業地域の環境保全を目的として締結された「鹿島地域公害防止協定」
の円滑な運用を図ることを目的として，昭和 48 年６月 20 日に発足し，本年で 40 周年を迎えま
した。

県は，鹿島臨海工業地域の開
発（鹿島開発）を行うに当たり，
公害が社会問題化していた時代
背景を踏まえ，「公害のないコン
ビナート」を目標とし，立地す
る企業にも公害防止への取り組
みに協力してもらうため，協定
などで様々な取り決めをしてき
ました。

設立から 40 年経った現在も，
行政と企業とが一体となって，
環境保全のための様々な取り組
みを行っております。

◆　鹿島開発とは？
昭和 36 年に県が策定した「鹿島臨海工業地帯造成計画」のもと，鹿島港を造成し，その周辺

を工業地帯とした大規模開発。地元の住民の生活向上を目的として始められており，その結果，
地域の経済状況は飛躍的に向上し，現在，鉄鋼業，石油化学工業など様々な業種の工場が操業し
ており，国内有数の工業地帯となっています。

◆　協議会の構成員は？
県，鹿嶋市，神栖市と公害防止協定締結企業と

で構成。企業数は地域の発展とともに増加してお
り，発足当時は37社でしたが，現在は109社となっ
ております。

◆　鹿島地域公害防止協定とは？
法律や条例の規制とともに，企業の守るべき基

準を具体的に定めたもので，規制値は法律や条例
より厳しくなっております。

◆　協議会の主な活動実績
　〇40周年記念事業

・地元小学校への環境教材（理科実験用具）の寄贈
・環境・科学実験ショーに地元小学生 800 名を招待

　〇環境保全活動・地域との交流促進
・茨城県有害廃棄物等撤去基金へ資金協力（平成 19 〜 23 年：計約 1,500 万円寄付）
・港公園への植樹
・地元の市民祭において地域緑化のための苗を配布

開発前

開発後
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森林や霞ヶ浦をはじめとする湖沼・河川には
広く県民の皆様が恩恵を受けているさまざまな
働き（公益的機能）がある。

しかし，県内では管理放棄され荒廃した森林
が増加しているため，水源かん養機能や山地災
害防止機能，二酸化炭素吸収源として地球温暖
化を防止する機能などの森林の公益的機能が低
下するおそれが生じている。

また，霞ヶ浦の水質については，汚濁の進行
は抑えられているが，大幅な改善には至ってお
らず，一層の取り組みが必要である。

このため，県では，20 年度から，森林湖沼環
境税を導入し，森林の保全整備や湖沼・河川の
水質保全のための施策を重点的に実施している。

１　24年度事業実績
（１）森林の保全・整備
ア　森林環境保全のための適正な森林整備の

推進
（ア）森林機能緊急回復整備事業

緊急に間伐を行う必要があると判定された荒
廃した森林のうち，水源かん養機能または山地災
害防止機能が高い森林の間伐作業に対する助成
を行った。また，効率的な間伐実施のために必要
な作業道の開設や，間伐実施の調整等を行う間伐
推進員の配置に対する助成を行うとともに，未利
用間伐材の搬出を促進するための助成を行った。

（イ）身近なみどり整備推進事業
都市化に伴う開発や手入れ不足などにより，

減少と荒廃が進んでいる平地林・里山林につい
て，地域住民等が主体となって行う保全と整備
に対し助成し，快適で豊かな森林環境づくりを
推進した。

（ウ）森林づくり推進体制整備事業
林業従事者の減少や高齢化が進み，間伐など

の森林整備を担う林業労働力の不足が危惧され
ることから，高性能林業機械のレンタル経費に
助成し，森林整備に必要な労働力を確保した。

イ　いばらき木づかい運動の推進
（ア）いばらき木づかいの家推進事業

住宅建築は，木材需要の多くを占めているこ
とから，県産材を使用した木造住宅の建築に助
成を行うことにより，県産材の利用を促進した。

（イ）いばらき木づかい環境整備事業
公共施設の木造化や，木製机・椅子などの導

入に助成し，県民に木の良さや木材利用の意義
について理解していただき，県産材の利用促進
を図った。

ウ　県民協働による森林づくりの推進
（ア）いばらきの森普及啓発事業

森林の働きや重要性，林業の果たす役割，木
づかいが森林整備につながること，森林湖沼環
境税の意義や使途などについて，広く県民の理
解を得るために，パンフレットの作成・配布や
イベントを通じて普及啓発を行うほか，森林づ
くりや森林環境学習などの活動を行う団体に対
し助成を行った。

（イ）森林環境教育推進事業
次代を担う子どもたちが，森林内での自然観

察や体験活動などを通じて，森林の持つ様々な
働きについて理解を深め，健全な心身の成長に
資するよう，森林環境教育の推進を図った。

（２）湖沼・河川の水質保全
ア　生活排水などの汚濁負荷量の削減（点源

対策）
（ア）霞ヶ浦流域等高度処理型浄化槽補助事業

湖沼の富栄養化の要因となる窒素・りんを通
常型より多く除去できる高度処理型浄化槽の設
置を促進するため，設置者の負担額が通常型浄
化槽と同等になるよう上乗せ補助を行った。

また，生活排水を未処理のまま放流している
単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を
促進するため，単独処理浄化槽の撤去費用につ
いて補助を行った。

霞ヶ浦湖上体験スクール

◇　森林湖沼環境税活用事業の実施状況について
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事　業　名 整　備　量 

（１）森林の保全・整備

ア　森林環境保全のための適正な森林整備の推進

（ア）　森林機能緊急回復整備事業 • 間伐実施面積
• 作業道開設延長
• 間伐推進員配置人数（延べ）

1,237 ha
94,648 m

1,788 人日

（イ）　身近なみどり整備推進事業 • 平地林・里山林整備面積 243 ha

（ウ）　森林づくり推進体制整備事業 • 高性能林業機械のレンタル補助 延べ 110 か月分

（イ）湖沼水質浄化下水道接続支援事業・農
業集落排水施設接続支援事業
下水道及び農業集落排水施設への接続を促進

するため，市町村が行う接続補助に対して上乗
せ補助を行った。

（ウ）霞ヶ浦・北浦点源負荷削減対策事業
工場・事業場の排水基準の遵守徹底のため，

水質保全相談指導員を計 10 名配置し，工場・
事業場の立入検査等を実施した。

（エ）霞ヶ浦流域畜産環境負荷削減特別対策
事業
畜産系負荷を軽減するため，家畜排せつ物堆

肥化施設等の整備に対し補助を行った。
（オ）畜産バイオマス燃料化推進モデル事業

家畜排せつ物の燃料化に関する技術の調査・
検討を行った。

（カ）畜産排水処理対策モデル事業
畜産排水を処理・放流する技術の調査・検討

を行った。
（キ）排水処理施設りん除去支援事業

農業集落排水施設の排出水からさらにりんを
除去するため，市町村に対し，薬剤追加添加等
にかかる費用に対する補助を行った。

イ　農地からの流出水への新たな対策等（面
源対策等）

（ア）農業排水再生プロジェクト事業
霞ヶ浦湖岸の水田からの農業排水を用水とし

て循環させ，負荷の削減を図った。

（イ）霞ヶ浦水質環境改善事業
植物プランクトンの増殖抑制対策のための研

究など水質改善に向けた試験研究を行った。
（ウ）霞ヶ浦直接浄化対策検証事業

土浦港内の全りん濃度の削減による植物プラ
ンクトンの発生抑制及び水質改善のため，湖水
中のりんを除去する浄化施設の工事に着手し
た。

（エ）霞ヶ浦・北浦アオコ対策事業
アオコ被害を防止するため，アオコ抑制装置

の設置やパトロール，アオコ回収等を実施した。

ウ　県民参加による水質保全活動の推進（県
民意識の醸成）

（ア）霞ヶ浦・北浦水質保全市民活動支援事業
市民活動を促進するため，環境保全活動や環

境学習などに必要な活動資機材の無料貸出し及
び市民団体への活動費補助を実施し，市民活動
の活性化を図った。

（イ）霞ヶ浦環境体験学習推進事業
子どもの頃から水辺環境に親しみ，水環境保

全の重要性を学ぶため，県内小中学生を対象と
した霞ヶ浦湖上体験スクールを実施し，霞ヶ浦
の現状や対策についての理解と水環境保全意識
の醸成を図った。

（ウ）漁業環境・生態系保全活動支援事業
漁業者等による植生（ヨシ）帯の保全活動に

対する支援を行った。

121

◇　

森
林
湖
沼
環
境
税
活
用
事
業
の
実
施
状
況
に
つ
い
て



事　業　名 整　備　量 （H24年度）

イ　いばらき木づかい運動の推進

（ア）　いばらき木づかいの家推進事業 • 新築木造住宅の建築補助 411 戸

（イ）　いばらき木づかい環境整備事業 • 県・市町村施設の木造化・木質化

• 小学校，幼稚園等の木製品の導入助成

14 施設

53 施設

ウ　県民協働による森林づくりの推進

（ア）　いばらきの森普及啓発事業 • 県広報紙「ひばり」特集記事掲載

• パンフレット作成

• 森林づくりなどの活動補助

25,000 部

20 団体

（イ）　森林環境教育推進事業 • 子どもの森の整備

• 小学生と保護者を対象とした体験学

習参加人数

12 校

392 人

（２）湖沼・河川の水質保全

ア　生活排水などの汚濁負荷量の削減（点源対策）

（ア）　霞ヶ浦流域等高度処理型浄化槽

補助事業

• 高度処理型浄化槽設置補助

• 単独処理槽撤去補助

1,338 基

612 基

（イ）　湖沼水質浄化下水道接続支援事業，

農業集落排水施設接続支援事業

• 下水道接続補助

• 農業集落排水施設接続補助

1,762 件

334 件

（ウ）　霞ヶ浦・北浦点源負荷削減対策

事業

• 水質保全相談指導員の配置

• 立入検査

10 名

474 事業所

（エ）　霞ヶ浦流域畜産環境負荷削減特

別対策事業

• 家畜排せつ物の堆肥化施設等の設置 13 箇所

（オ）　良質堆肥広域流通促進事業 • 良質堆肥の流域外（広域）流通の推進

• 広域流通に必要な経費を一部助成

6 集団

（カ）　畜産バイオマス燃料化推進モデ

ル事業

• 燃料化に関するモデル農場の設置

• 燃料化のために必要な処理方法を調

査・検討

2 箇所

（キ）　畜産排水処理対策モデル事業 • し尿処理施設での試験

• 簡易施設での試験

1 箇所

2 箇所
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事　業　名 整　備　量 （H24年度）

イ　農地からの流出水への新たな対策等（面源対策等）

（ア）　農業排水再生プロジェクト事業 • 循環かんがい実施箇所数 34 箇所

（イ）　霞ヶ浦・水質環境改善事業 • 水質改善に向けた試験研究

（ウ）　霞ヶ浦直接浄化対策検証事業 • 浄化施設の設計，工事等

（エ）　霞ヶ浦・北浦アオコ対策事業 • アオコ抑制装置の設置，アオコ回収，
パトロールの実施等

ウ　県民参加による水質保全活動の推進（県民意識の醸成）

（ア）　県民参加水質保全活動推進事業 • 補助団体
• 霞ヶ浦湖上体験スクール
  参加人数

22 団体

8,946 人

（イ）　漁場環境・生態系保全活動支援
事業

• 支援団体 1 地域協議会
6 活動組織

（１）森林の保全・整備
間伐や平地林・里山林を整備したことにより，

2,397 炭素トン（CO2 換算で，8,795 トン）の炭
素吸収効果があった。

県民の皆さんに森林の大切さや木の良さを理
解していただき，「県民全体で森林を守り育て
ていこう」という意識の醸成を図ることができ
た。

（２）湖沼・河川の水質保全
高度処理型浄化槽の設置支援及び下水道等へ

の接続支援等により，霞ヶ浦などに流入する負
荷量を，年間の COD で約 73 トン，窒素で約
44.4 トン，りんで約 3.4 トン削減することがで
きた。

また，農業排水再生プロジェクト事業により，
流入負荷量を，年間の COD で約 1 トン，窒素で
約 2.1 トン，りんで約 0.38 トン削減することがで
きた。

このほか，霞ヶ浦・北浦水質保全市民活動支
援事業及び霞ヶ浦環境体験学習推進事業によ
り，県民全体の水環境保全意識の醸成を図るこ
とができた。

子どもたちへの森林環境教育

２　効果
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◇　森林湖沼環境税活用事業のこれまでの実績と次期５か年事業計画

（１）森林の保全・整備 （金額は税充当額）

事　　業　　内　　容 H20 ～ H24
実　績

H20 ～ H29
計　画

①森林環境保全のための適正な森林整備の推進 ※ 3,404,511 千円 約 34 億円

■荒廃した人工林や管
理放棄されササなど
が繁茂する平地林等
の解消

森林の持つ公益的機能を回復さ
せるための間伐作業に対する補
助

間伐面積
6,802ha

間伐面積
約８千 ha

効率的に間伐を実施するための
作業道等開設に対する補助

開設延長
338km

開設延長
約 200km

県民生活に身近な平地林・里山
林の整備に対する補助

整備面積
1,019ha

整備面積
約 1 千 ha

高性能林業機械のレンタル経費
に対する補助

レンタル助成月数
延べ 311 か月分

レンタル助成月数
延べ約 500 か月分

■海岸防災林の機能の
向上

広葉樹植栽等による海岸防災林
の再生

植栽面積
約 60ha

②いばらき木づかい運動の推進 493,414 千円 約 4億円

■木の良さのＰＲの強
化・公共施設等にお
ける県産材の利用拡
大

県産材を使用した木造住宅建築
に対する補助

助成戸数
1,184 戸

助成戸数
約 1,500 戸

県施設の木造化・木質化，市町
村等施設の木造化・木質化に対
する補助

整備施設数
43 施設

整備施設数
約 50 施設

小学校，幼稚園等への木製品の
導入に対する補助

導入施設数
163 施設

導入施設数
約 150 施設

■林内に放置された間
伐材などの有効利用 木質バイオマスの利用促進 燃料確保等への

支援
③県民協働による森林づくりの推進 137,780 千円 約 2億円

■地域に根ざした県民
協働による森林づく
り活動への支援

普及啓発活動の実施
パンフレット作成，

「ひばり」掲載，PR
イベント

パンフレット作成，
「ひばり」掲載，PR
イベント， 市町村
PRの支援

森林づくりなどの活動を行う団
体に対する補助

助成団体数
139 団体

助成団体数
約 100 団体

子どもの森の整備などに対する
補助，指導

学校数
60 校

学校数
約 200 校

森林・林業体験学習 参加人数
2,043 人

参加人数
約６万人

筑波山ブナ林保護対策 地域連携による
保全活動

合　　　　　計 ※ 4,035,705 千円 約 40 億円
※Ｈ 24 年繰越を含む見込額

【効果】炭素吸収量の増加分

H20 ～ H24
実　績

37,000炭素トン（繰越分を含む）
※平均的な家庭が年間に排出する炭素量の25,300世帯分に相当

H25 ～ H29
計　画

43,000炭素トン
※平均的な家庭が年間に排出する炭素量の29,500世帯分に相当
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（２）湖沼・河川の水質保全 （金額は税充当額）

事　　業　　内　　容 H20 ～ H24 
実　績

H25 ～ H29 
計　画

①生活排水などの汚濁負荷量の削減（点源対策） 2,398,004 千円 約 29 億円

■生活排水未処理世帯
の解消等

高度処理型浄化槽の設置促進 補助基数 
6,089 基

補助基数 
約６千基

下水道・農業集落排水施設接続
促進

補助件数 
5,773 件

補助件数 
約５千件

農業集落排水処理施設からのり
ん除去促進

補助施設数 
34 施設

補助施設数 
約 60 施設

単独処理浄化槽からの転換の促
進

補助基数 
2,539 基

撤去費補助等転換
支援

■工場 ･ 事業場からの
排水対策の推進

工場・事業場への立入検査の実
施

指導員数 
年間 10 名 
立入検査数 
2,785 事業所

指導員数 
年間 10 名 
立入検査数 

約３千事業所

■畜産対策の推進 良質堆肥の広域流通，農外利用
の促進

堆肥化施設設置補
助等

畜産農家と耕種農
家のマッチングほ
か

②農地からの流出水への対策（面源対策） ※ 850,259 千円 約 1億円

■農地対策の推進

農業排水循環かんがい施設の整
備等

整備箇所数 
43 箇所

整備箇所数 
約５箇所

レンコン等の効率的施肥技術の
開発 調査研究 技術開発

調査研究
浄 化 施 設 の 設 計，
工事等
アオコ回収，除去，
抑制

③県民参加による水質保全活動の推進(県民意識の醸成) 226,409 千円 約 3億円

■湖に親しむ機会の提
供等による水環境意
識の醸成

市民団体に対する活動費の補助
等

助成団体数 
84 団体

助成団体数 
約 120 団体

霞ヶ浦湖上体験スクール 参加人数 
38,166 人

参加人数 
約 4.5 万人

ヨシ帯の保全活動支援
支援団体数１地域
協議会，６活動組
織

国・市町村と連携
した県民運動の推
進

④水辺環境の保全 (湖水・河川対策） － 約 7億円
■アオコの発生抑制に

資する全りんの削減
対策や，アオコの被
害を防止するための
対策の実施等

水質浄化に向けた調査研究 調査研究
浄化施設設置によるりん削減・
実証試験 維持管理・検証

アオコ対策 抑制等

合　　　　　計 ※ 3,474,672 千円 約 40 億円
※ H24 年繰越を含む見込額

【効果】年間排出負荷削減量

H20 ～ H24
実　績

平成 24 年度の年間排出負荷量を，平成 19 年度と比べ，
　CODで 289 トン，全窒素で 170 トン，全りんで 12.2 トン削減

（平均的な一般家庭41,300世帯分の汚濁（COD）負荷量（1年間）に相当）

H25 ～ H29
計　画

平成 29 年度の年間排出負荷量を，平成 24 年度と比べ，
　CODで 360 トン，全窒素で 180 トン，全りんで 17 トン削減

（平均的な一般家庭51,000世帯分の汚濁（COD）負荷量（1年間）に相当）
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トピックス 森林湖沼環境税の延長について

県では，県民共有の財産である森林や湖沼 ･ 河川を良好な状態で次世代に引き継ぐため，これ
らの自然環境の保全を目的として，20 年度から森林湖沼環境税を導入し，森林の保全・整備及び
湖沼 ･ 河川の水質保全に取り組んできました。

その結果，森林では，適切な保全・整備が推進され，霞ヶ浦等の水質は近年改善傾向にあります。
しかし，いまだに荒廃した森林が多く残っていること，湖沼 ･ 河川の水質の更なる改善が必要

であることなど，取り組むべき課題が残されています。
そのため，税の専門家やパブリックコメントの御意見等も踏まえ，森林湖沼環境税の課税期間

を 29 年度まで延長することといたしましたので，引き続き県民の皆様の御理解と御協力をよろ
しくお願いいたします。

【森林湖沼環境税の概要】

税の仕組み 納める人 ・茨城県内に住所等がある個人
・茨城県内に事務所等がある法人

納める額 【個人】1,000 円／年
【法人】県民税均等割額の 10%／年

納める期間 20 年度から 29 年度まで
（税事業の効果等について検証を行い，５年間延
長しました。）

主な税の使い道
（平成 25 年度）

森林の保全・整備 ・間伐の推進，平地林・里山林の整備に対する補助
・広葉樹の植栽等による海岸防災林の再生
・県産材を使用した木造住宅建築等に対する補助
・木質バイオマスの利活用促進
・森林づくりや森林環境学習を行う市町村・ボラ

ンティア団体等に対する補助や森林・林業体験
学習の実施

湖沼 ･ 河川の水質保全 ・窒素・りんをより多く除去できる高度処理型浄
化槽の設置等に対する補助

・下水道等への接続に対する補助
・農業排水を循環利用する施設の整備等に対する補助
・小中学生等を対象とした湖上体験学習の実施
・アオコの被害を防止するための対策の実施
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環境白書

環境指標

第3部



1　「地球環境保全対策の推進」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

温室効果ガス排出量 万t-CO₂ 4,947.6 ― ― 4,264.9万ｔ〜4,601.4万ｔ-CO₂
（H2年度比▲15.2%〜▲8.5%）
H2年度5,030.3万ｔうち二酸化炭素 万t 4,779.1 ― ―

森林面積 ha 187,833
（H23.4）

186,878
（H24.4）

186,860
（H25.4）

適正な森林面積を確保し多様で
質の高い森林の育成に努めるうち民有林 ha 142,856

（H23.4）
141,901
（H24.4）

141,901
（H25.4）

うち国有林 ha 44,977
（H23.4）

44,977
（H24.4）

44,959
（H25.4）

大気環境中のフロン濃度

全ての主体が一体となって，フ
ロン類の大気中への排出抑制に
努める

CFC-11 ppb 0.25 0.26 0.25

CFC-12 ppb 0.61 0.52 0.56

CFC-113 ppb 0.098 0.084 0.082

フロン回収破壊法に基づく
フロン類回収量

（CFC，HCFC，HFC）
kg 90,313

（H23.3） ― 96,805
（H24.3） 排出フロンの全量回収に努める

酸性雨測定結果
（測定場所：霞ケ浦環境科学センター） pH 5.07 4.97 4.86

全ての主体が一体となって，
SO₂，NOＸ等，原因物質の排出
抑制に努める

※実績値欄の「―」は未調査または調査中

「環境基本計画」に掲げられた各種施策を総
合的かつ計画的に推進するためには，環境の状
況等を的確に把握することが必要である。
そのため，15 年３月に改定した「環境基本計

画」においては，新たに環境指標を設定した。

環境の状況及び各種施策の実施状況を把握する
ために，次の環境指標を活用する。
なお，環境指標項目については，各指標及び
目標の根拠となる個別計画の改定等により，変
更となったものがある。

環境指標
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2　「地域環境保全対策の推進」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

大気汚染に係る環境基準の
達成率(一般環境大気測定局）

二酸化いおう（SO₂） ％ 100 100 100 100
二酸化窒素（NO₂） ％ 100 100 100 100
光化学オキシダント（Oｘ） ％ 0 0 0 100
一酸化炭素（CO） ％ 100 100 100 100
浮遊粒子状物質（SPM） ％ 100 100 100 100
微小粒子状物質（PM2.5） ％ ― 0 80 100

大気汚染に係る環境基準の
達成率(自動車排出ガス測定局）

二酸化いおう（SO₂） ％ 100 100 100 100
二酸化窒素（NO₂） ％ 100 100 100 100
一酸化炭素（CO） ％ 100 100 100 100
浮遊粒子状物質（SPM） ％ 100 100 100 100

有害大気汚染物質の環境基準の
達成率（測定地域）

ベンゼン ％ 100 100 100 100
トリクロロエチレン ％ 100 100 100 100
テトラクロロエチレン ％ 100 100 100 100
ジクロロメタン ％ 100 100 100 100

低公害車導入台数 台数を増やす

県公用車（ハイブリッド車等） 台 112 130 135
県全体　（　　   〃  　 　） 台 43,045 61,725 88,194

騒音に係る環境基準の達成率
（測定地点）

自動車 ％ 86.4 92.1 90.5 100
航空機 ％ 87.5 90.6 94.1 100

公共用水域の環境基準の達成率

河川（環境基準点・BOD) ％ 83.0 78.4 70.5 88.6 (H27)
海域（環境基準点・COD) ％ 95.5 72.7 100  ―
湖沼（環境基準点・COD) ％ 0.0 0.0 0.0  ―

河川，海域及び湖沼
（健康項目）（測定地点） ％ 100 100 100 100
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環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

生活排水処理総合普及率 ％ 77.2 78.4 79.2 88.0（H27）

下水道普及率 ％ 57.2 57.9 58.3 64.2（H27）
農業集落排水施設等普及率 ％ 5.4 5.5 5.6 6.5（H27）
合併処理浄化槽普及率 ％ 14.2 14.6 14.9 17.0（H27）
コミプラ等 ％ 0.4 0.4 0.4 0.2（H27）

地盤沈下面積（2cm 以上沈下
注

） km² 2.28 305.4 0.09 各主体が一体となって，改
善を図る

ダイオキシン類の環境への排出量 g-TEQ 8.15 8.30 ― 排出量削減に努める

ダイオキシン類の環境基準の達成率

大気（測定地点） ％ 100 100 100 100
土壌（測定地点） ％ 100 100 100 100
公共用水域水質（測定基準点） ％ 93.0 95.3 95.5 100
地下水 ( 測定地点） ％ 100 100 100 100
底質 ( 測定基準点） ％ 100 100 100 100

※実績値欄の「―」は未調査または調査中

注：23 年度の実績値は，東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動等の影響を大きく受けたものと考えられる。
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3　「湖沼環境保全対策の推進」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

霞ヶ浦の水質（COD：年平均値）

西浦 mg/ℓ 8.2 8.1 7.5 7.3（H27）

北浦 mg/ℓ 9.1 8.0 8.3 7.6（H27）

常陸利根川 mg/ℓ 9.2 8.5 8.0 7.6（H27）

全水域平均 mg/ℓ 8.7 8.2 7.8 7.4（H27）

霞ヶ浦の水質（全窒素）

西浦 mg/ℓ 1.3 1.2 1.0 1.1（H27）

北浦 mg/ℓ 1.6 1.6 1.2 0.99（H27）

常陸利根川 mg/ℓ 1.1 0.093 0.91 0.89（H27）

全水域平均 mg/ℓ 1.3 1.2 1.0 1.0（H27）

霞ヶ浦の水質（全りん）

西浦 mg/ℓ 0.090 0.076 0.084 0.088（H27）

北浦 mg/ℓ 0.13 0.093 0.090 0.096（H27）

常陸利根川 mg/ℓ 0.10 0.081 0.080 0.072（H27）

全水域平均 mg/ℓ 0.10 0.081 0.084 0.084（H27）

指定地域内下水道整備普及率 ％ 58.8 59.7 60.2 66.5（H27）

指定地域内農業集落排水施設
処理人口 千人 63.3 65.3 67.2 67.7（H27）

指定地域内高度処理型浄化槽
整備延べ基数 基 6,576 8,183 9,874 15,654（H27）

水生植物帯の造成 m² 56,772 60,756 65,419 74,000（H27）

漁獲量 t/ 年 2,218 1,874 ― 3,000（H27）

外来魚回収量 t/ 年 571 501 0 800（H27）

涸沼の水質

COD：年平均値 mg/ℓ 5.9 5.9 6.1 5.5（H26）

全窒素：年平均値 mg/ℓ 2.0 1.8 1.6 1.4（H26）

全りん：年平均値 mg/ℓ 0.090 0.060 0.075 0.060（H26）

涸沼流域下水道整備普及率 ％ 40.5 40.6 39.5 48.7（H26）

涸沼流域農業集落排水施設
整備延べ基数 千人 11.6 12.6 12.6 17.1（H26）

牛久沼の水質

COD：年平均値 mg/ℓ 7.6 7.5 8.1 7.2（H28）

全窒素：年平均値 mg/ℓ 1.5 1.4 1.5 1.3（H28）

全りん：年平均値 mg/ℓ 0.070 0.062 0.071 0.059（H28）

牛久沼流域下水道整備普及率 ％ 75.5 76.2 76.0 85.4（H28）

牛久沼流域農業集落排水施設
整備人口 千人 0.6 0.6 0.6 0.6（H28）

※実績値欄の「―」は未調査または調査中
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4　「資源循環型廃棄物管理の推進」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

旧ごみ排出量 注１ 千t 985 1,046 ―  ―

１人１日当たり g/人・日 906 962 ―  ―

新ごみ排出量 注 2 千t 1,029 1,092 ―  ―

１人１日当たり g/人・日 946 1,004 ― 949（H27）

一般廃棄物資源化量／率

資源化量 千t 187 219 ―  ―

資源化率 ％ 18.0 20.0 ― 23（H27）

産業廃棄物排出量 千t ― ― ― 10,838（H27）

産業廃棄物再生利用／率 注 3

再生利用量 千t ― ― ―  ―

再生利用率 ％ ― ― ― 65（H27）

建設廃棄物再資源化等率 ％ ― ― ― 98（H27）

コンクリート塊 ％ ― ― ― 100（H27）

アスファルト・コンクリート塊 ％ ― ― ― 100（H27）

建設発生木材（縮減含む） ％ ― ― ― 97（H27）

建設汚泥 ％ ― ― ― 98（H27）

建設発生土有効利用率 ％ ― ― ― 92（H27）

下水道汚泥リサイクル率 ％ 99.2 52.0 43.1 100

一般廃棄物最終処分量／率

最終処分量 千t 109 114 ― 94（H27）

最終処分率 ％ 10.6 10.4 ―  ―

産業廃棄物最終処分量／率

最終処分量 千t ― ― ― 163（H27）

最終処分率 ％ ― ― ―

不法投棄事案件数 件 675 648 683  ―

不法投棄解決件数 件 170 129 159  ―

野外焼却事案件数 件 70 42 48  ―

※実績値欄の「―」は未調査または調査中
注１　旧ごみ排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋自家処理量
注２　新ごみ排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量
注３　産業廃棄物資源化量及び率は，脱水後の汚泥を発生量と捉えて算出
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5　「多様な自然の保全と活用」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

鳥獣保護区

面積 ha 60,449 60,449 60,449 61,834（H28）

箇所数 箇所 80 80 80 81（H28）

自然公園面積 ha 90,896 90,896 90,896 増やす

自然公園利用者数 千人 ― ― ― 増やす

自然環境保全地域面積／箇所数

810ha（H22）
※自然環境保全地域と緑地
環境保全地域の面積の合計

面積 ha 645 645 645

箇所数 箇所 34 34 34

緑地環境保全地域面積／箇所数

面積 ha 114 114 114

箇所数 箇所 44 44 44

平地林・里山林整備面積
（H5 ～ 24 年累計） ha 1,723 1,985 2,228 地域の要望に応じて増やし

ていく

森林面積 ha 187,833
（H23.4）

186,878
（H24.4）

186,860
（H25.4）

適正な森林面積を確保し，
多様で質の高い森林の育成
に努める

うち民有林 ha 142,856
（H23.4）

141,901
（H24.4）

141,901
（H25.4）

うち国有林 ha 44,977
（H23.4）

44,977
（H24.4）

44,959
（H25.4）

造林補助面積（県営含む） ha 73 79 68 115（H27）

間伐実施面積 ha 2,469 3,860 ― 2,620（H27）

水辺空間づくり河川整備事業
箇所数（累計） 箇所 34 36 ―

良好な水辺環境を保全・創
出するため自然に配慮した
河川整備を進めていく

※実績値欄の「―」は未調査または調査中
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6　「快適で住みよい環境の保全と創出」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

都市公園面積（1 人当たり） m²/人 8.72 8.82 ― 9.5（H27）

市民農園整備数（累計） 箇所 131 129 132 165（H27）

ごみ散乱防止条例制定市町村率 ％ 95 95 95 100（H27）

電線類地中化路線数／箇所数／
延長（H11 ～累計）

路線数 路線 65 77 85 144（H25）

箇所数 箇所 92 106 114 184（H25）

延長 km 57.6 63.8 71.9 134（H25）

文化財指定数（累計） 件 3,109 3,134 3,160

前年度より増やす
国指定 件 116 116 116

県指定 件 681 683 683

市町村指定 件 2,312 2,335 2,361

保安林面積 ha 54,975 55,053 55,366

河川改修率 ％ 56.5 56.9 57.1 57.9（H27）

急傾斜地崩壊対策事業整備率 ％ 28.1 28.7 29.1 29.4（H25）
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7　「パートナーシップによる環境保全活動の推進」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

エコ・カレッジ修了者数（累計） 人 823 920 1,036 修了者数を増やす

こどもエコクラブ
クラブ数／会員数 クラブ数，会員数を増やす

クラブ数 クラブ 84 87 56

会員数 人 3,158 3,958 2,528

環境アドバイザー
派遣回数／受講者数 派遣回数，受講者数を増やす

派遣回数 回 132 127 134

受講者数 人 5,583 5,605 6,360

環境基本条例制定市町村率 ％ 66 66 66 制定市町村率を増やす

温暖化対策実行計画策定市町村率 ％ 91 91 91 策定市町村率を増やす

環境NPO認証数（累計） 団体 159 166 198 認証数を増やす

ISO14001認証取得件数（累計） 件 409 408 407 取得件数を増やす

 
8　｢環境の保全と創造のための基本的施策の推進」に係る環境指標

環境指標項目 単位
実　績　値

目　標
22年度 23年度 24年度

県環境ホームページへの
アクセス件数（年間） 件 45,526

（H23.3）
42,516

（H24.3）
38,233

（H25.3） 100,000
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資料編
環境の各分野ごとのデータを収集した資料編については，茨城県ホームページ「環境いばらき」にて公表
しております。
http://www.pref.ibaraki.jp/kankyo/08hakusho/index.html

関係部局
この白書は，環境政策課が取りまとめ，編集・発行したものですが，原稿を執筆した関係課は次のとおり
です（括弧内は電話番号と電子メールアドレス）。

生活環境部	 環境政策課	 （029-301-2940	 kansei@pref.ibaraki.lg.jp）
	 環境対策課	 （029-301-2956	 kantai@pref.ibaraki.lg.jp）
	 廃棄物対策課	 （029-301-3015	 haitai@pref.ibaraki.lg.jp）
	 国際課	 （029-301-2862	 kokuko@pref.ibaraki.lg.jp）
企画部	 企画課	 （029-301-2536	 kikaku@pref.ibaraki.lg.jp）
	 科学技術振興課	 （029-301-2529	 kikaku7@pref.ibaraki.lg.jp）
保健福祉部	 薬務課	 （029-301-3384	 yakumu@pref.ibaraki.lg.jp）
商工労働部	 産業政策課	 （029-301-3522	 shosei5@pref.ibaraki.lg.jp）
農林水産部	 農業政策課	 （029-301-3823	 noki@pref.ibaraki.lg.jp）
	 産地振興課	 （029-301-3916	 sansin@pref.ibaraki.lg.jp）
	 エコ農業推進室	 （029-301-3931	 econou1@pref.ibaraki.lg.jp）
	 畜産課	 （029-301-3977	 chikusan@pref.ibaraki.lg.jp）
	 林政課	 （029-301-4016	 rinsei@pref.ibaraki.lg.jp）
	 林業課	 （029-301-4045	 ringyo@pref.ibaraki.lg.jp）
	 漁政課	 （029-301-4070	 gyosei@pref.ibaraki.lg.jp）
	 水産振興課	 （029-301-4119	 suishin@pref.ibaraki.lg.jp）
	 農村計画課	 （029-301-4150	 nokeikaku@pref.ibaraki.lg.jp）
	 農村環境課	 （029-301-4254	 nokan@pref.ibaraki.lg.jp）
土木部	 検査指導課	 （029-301-4366	 kensa@pref.ibaraki.lg.jp）
	 道路建設課	 （029-301-4416	 doken@pref.ibaraki.lg.jp）
	 道路維持課	 （029-301-4454	 doiji@pref.ibaraki.lg.jp）
	 河川課	 （029-301-4485	 kasen3@pref.ibaraki.lg.jp）
	 港湾課	 （029-301-4516	 kowan@pref.ibaraki.lg.jp）
	 都市計画課	 （029-301-4575	 toshikei@pref.ibaraki.lg.jp）
	 都市整備課	 （029-301-4614	 toshisei@pref.ibaraki.lg.jp）
	 公園街路課	 （029-301-4646	 kogai@pref.ibaraki.lg.jp）
	 下水道課	 （029-301-4674	 gesui@pref.ibaraki.lg.jp）
	 建築指導課	 （029-301-4716	 kenshi@pref.ibaraki.lg.jp）
教育庁	 文化課	 （029-301-5442	 bunka@pref.ibaraki.lg.jp）
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